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要約 

1 章 対象国・地域の開発課題 

 開発課題の現状 

セネガルは近年、堅調に経済成長している（2016 年の経済成長率は 6.6%）が、同時に人口も増加して

おり、一人あたり国民総所得（GNI）で見れば、2013 年の 1,050 ドルをピークに下落し、ここ 10 年は

微増減で成長は停滞している。その要因の一つとして、セネガルの全人口の約 6 割を占める農村部の生

計が低く留まっていることが挙げられる。 

全人口の多数を占めている農村部居住者の低所得は、セネガル全体の成長において、ボトルネックとな

っている。なかでも、本調査の対象地であるルーガ州においては、農村部人口比率が全国平均の 6 割を

大きく上回る 78.3%（2013 年）であり、当該地域における住民の生計向上は喫緊の課題である。また、

ルーガ州農村部における管路系給水施設による給水率は 80.43%（2013 年）、電化率は 13%（2007 年）

と、生活インフラ整備の遅れが目立ち、農村部住民の厳しい生活状況が伺える。 

このような背景として、農村部の主要な産業である農業における所得が低いことが挙げられる。セネガ

ルにおいて、灌漑設備を備えた農場は限られ、大多数の農場では灌漑設備に頼らない農業用水の補給を

要する。これがコスト面でも効率面でも、セネガルにおける農業従事者の生計を圧迫している。 

また、農村部における水へのアクセス率の低さは、農業用水のみならず生活用水の補給においても多大

な負荷を生じさせている。セネガル国の慣習上、一般的に家事全般を担う女性にとって、日々の生活用水

の調達は肉体的にも、時間的にも大きな負担となっている。 

 

 開発課題の背景・原因 

農村部の小規模農業従事者の所得が低い要因の一つとして、農村部の主要な産業である農業における

用水の確保が困難であることが挙げられる。セネガルにおいて、灌漑設備を備えた農場は 1.3%にとどま

っている。その他大多数の農場では灌漑設備に頼らない農業用水の補給を要し、これがコスト面でも効

率面でも、セネガルにおける農業従事者の生計を圧迫している。 

また、農村部における水へのアクセス率の低さは、農業用水のみならず生活用水の補給においても多大

な負荷を生じさせている。セネガル全国の農村部における管路系給水は不足しており、管路系給水の通

っていない地域では点水源から取水を行っている。交通アクセスの悪い遠隔地や、住民が点在して居住

する人口密度が低い地域などの農村部においては、規模の大きな給水塔を建設し、周辺地域へ配管して

給水を行う管路型給水は、給水塔から各集落へ引く配管コストが高価となる上、各集落への配管維持や

住民への料金徴収等も難しい。このため、人口密度が高く、裨益人数の多い都市部を中心に管路型給水率

が向上している一方で、農村部においては管路系給水の整備が遅れている。このような給水施設の不足

している人口密度の低い農村部の点在居住地域においては、給水手段として住民が井戸を掘削して取水

することが広く行われている。これら井戸からの揚水は女性らによる手汲みによって行われており、生

活用水の水汲みにかかる労働の負荷が高い。 

 

 開発計画、政策、法令等 

セネガル政府は、国家計画である「セネガル新興計画」（PSE: Plan Sénégal Émergent）（2014 年〜
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2018 年）の基本方針「経済と成長の構造改革」において、「農業の改革は経済構造改革の先駆的な役割を

担うもの」として農業分野の重要性が示されており、国家開発政策の重要分野のひとつに農業・農村開

発、食料安全保障を挙げて、その取り組みを強化している。 

また、同国は給水率向上の目標を掲げ、給水塔建設を進めているが、給水塔の建設は人口の密集した都

市部や地方都市から進み、人口密度が薄く、分散して居住している農村部に対しては後回しとなってい

る。特に、本調査の対象地域であるルーガ州のチェップ市は、少人数（30～50 名程度）の集落で分散し

て居住している場合が多いが、政府として給水状況を改善する方針を掲げつつも、このような地域に対

する有効な給水支援策はない状況である。 

 

 当該開発課題に関連する我が国国別開発協力方針、ODA 事業及び他ドナーの先行事例分析 

我が国の対セネガル国別開発協力方針では、重点分野（中目標）「（1）持続的経済成長の後押し」にお

いて、「第一産業の開発を優先課題」としており、「第一次産業の振興を通じて、農民・漁民の所得向上を

図る」こと、「持続的な農村開発を支援するため生産性向上、流通促進及びコミュニティ開発支援を行う」

ことを掲げている。ポンプの使用に際して、燃料代が不要となることで農業用水汲み上げコストを削減

し、農家の所得向上に寄与する提案製品は、我が国援助方針に示されている、第一次産業の農業の振興と

合致する。加えて、提案製品の活用により女性の家事労働に占める水汲み労働の負荷を軽減することで、

我が国が掲げる「コミュニティ開発」に貢献する。 

日本による ODA 事業は、農村開発を含む水分野および農業分野において豊富な支援実績を有する。水

分野に係る他ドナーのプロジェクトの実績では、井戸に関連する事業が多々見られる。我が国の 1979 年

以降のセネガルにおける給水事業の取り組みと同様に、このような動きは国際的組織によっても見受け

られる。セネガル政府にとって、地方給水事業は重要課題であり、農村部の生活向上や農業における生産

性向上を目指したプロジェクトが実施されている。 

 

2 章 提案企業、製品・技術 

 提案企業の概要 

テラル株式会社は創業 1918 年、設立 1950 年 4 月 14 日のポンプ、送風機に特化したメーカーである。

本社は広島県に所在し、佐賀県、埼玉県、タイ、中国、台湾、インドに工場を有し、全国に 9 支店、50

営業所を有する。テラル社は技術力、開発力を武器に日本国内シェアを拡大し、超高層建築物における受

注シェアは 3 割超を占める。ホームポンプ市場における 2 大巨頭であった三菱電機株式会社（2003 年）、

松下電器産業株式会社（2008 年）のホームポンプ事業譲渡を受け、さらなる技術開発を進めてきている。 

一方で、テラル社の注力しているポンプ、送風機市場は、国内では産業用、民生用いずれも縮小傾向が

予想されており、今後の事業拡大を図るためには海外市場への展開は必須となっている。ソーラーポン

プシステムを始めとする家庭用ポンプ部門では、給水施設が不足しており、井戸の活用度が高く、ポンプ

の需要が高いアフリカを中心とする開発途上国への展開を図っていく方針である。 

 

 提案製品・技術の概要 

提案製品は、主要部材であるテラル社が開発した直流駆動ポンプを活用したソーラーポンプシステム

である。提案製品は直流駆動型のため、太陽電池モジュールからインバータを介すことなく、直接受電し
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駆動することができる。したがって、系統電源に接続することができない環境であっても、本ポンプと太

陽電池モジュールという、簡易な組み合わせによって、水源から水を汲み上げて給水することができる

システムである。 

競合製品となるエンジンポンプは、製品本体が安価である一方、燃料代が使用時間に応じて継続的にか

かる上、給水量に対してガソリン燃料代は電気代よりかなり割高であるが、提案製品は一度設置されれ

ば、稼働のための電気代や燃料代が発生しない。 

また、従来のソーラーポンプシステムでは交流駆動ポンプを使用しており、発電された直流電流を交流

に変換するためのインバータが必要なため、コスト高となっていた。加えて、インバータは消耗品である

ため交換が必要であり、メーカー側のアフターサービス負担、購入者側のコスト負担が開発途上国への

普及の障害となっていた。一方、提案製品は直流駆動ポンプを使用することで、インバータに係るコスト

やアフターサービスの手間を不要としている。また、バッテリー等の付加部材を極力排除し、開発途上国

市場向けの価格帯を目指して開発されたため安価であり、さらに設置工事も容易で設置にかかる経費も

安価である。日本国内通常環境下での使用では、ポンプの平均寿命期間（概ね 10 年間）は基本的にノー

メンテナンスで稼働している。さらに、開発途上国に必要な最低限の製品仕様としたことで、特別な施工

能力も必要なく早期に設置することができる。 

このため、系統電源への接続が限定的であり、電動ポンプが不足している開発途上諸国の小集落は、こ

のようなソーラーポンプシステムへのニーズが見込まれるターゲット市場である。加えて、開発途上国

は経済発展が進行した場合には、将来的に産業用製品の市場ともなる地域である。 

 

 提案製品・技術の現地適合性 

調査対象地であるチェップ市において提案製品の導入対象となる浅井戸の環境確認を行い、そのうち

2 箇所の井戸に対し、第二回現地調査において、自社負担にて提案製品（デモ機）を設置し、技術面の現

地適合性に関して、1．製品の設置適合性、2．現地環境における製品能力、3．製品導入効果を確認した。

また、制度面については、製品輸入・販売にかかる規格・規制の確認を行った。 
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 確認目的 活動 確認項目 確認手段 

技

術

面 

1．製品の設置適合

性の確認 

第一回現地調査 ア．井戸の基本仕様及び使

用環境 

井戸の視察 

第二回現地調査 イ．提案製品の設置方法 井戸へのデモ機設置 

2．現地環境におけ

る製品能力の確認 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

ウ．提案製品の動作状況 使用中のデモ機の観察 

第三回現地調査 

国内調査 

エ．太陽電池モジュールの

発電状況・時間 

使用中のデモ機の観察 

日照時間調査 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

オ．ポンプの汲上量 使用中のデモ機の観察 

3．製品導入効果の

確認 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

カ．エンジンポンプ（既に

使用されているもの）との

コスト比較 

エンジンポンプと提案製

品を使用した住民へのイ

ンタビュー 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

キ．女性の水汲み労働負荷

の軽減状況 

デモ機使用前後の使用者

へのインタビュー 

第四回現地調査 ク. その他の効果 デモ機使用前後の使用者

へのインタビュー 

制

度

面 

1．製品輸入・販売

にかかる規格・規

制の確認 

第二回現地調査 

第三回現地調査 

国内調査 

ケ．提案製品の販売にかか

る規制・規格などの制度 

・在セネガル日本国大使

館および APIX へのヒア

リング調査 

・JETRO 東京およびコー

トジボワール事務所への

確認 

 

井戸水位については、チェップ市で訪問した小集落の井戸の多くが提案製品の汲上深度と一致したが、

製品の汲上高さより深い井戸もあり、チェップ市長から深井戸に対応する製品のニーズも挙げられた。 

ポンプを設置する上での技術的課題が浮上したが、以下のような方法にて対応する。 

課題 対応策 

配管規格が異なる 塩ビパイプ（3/4B）の外径が日本

製に比べ 1mm 程度小さい。 

全て現地製使用とすることで問題とならな

い。 

バルブソケットのオネジ径が僅か

に日本製に比べ小さく、ポンプと

の接続に不具合が生じる。 

バルブソケットとフランジ（ポンプ入口）

の接合時の隙間を埋めるため、フランジね

じ込み部を国内の場合より多めの 10 回程

度シールテープで巻きつけて対応する。（日

本にバルブソケットを持ち帰り、シール巻

きつけによる強度確認済み） 
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配管材料の質が低い 塩ビ配管用の接着剤が日本のもの

に比べて粘度が高く、気泡を含み

やすい。 

現地の良質な接着剤を使用する。 

 

製品の普及時には、上記対応策のような技術的な検討に加え、「ポンプ設置・配管施工（業者）に対す

るトレーニング」（以下 3 点）の実施も重要と考えられる。 

① ポンプにおける吸込配管の重要性の認識 

② 設置・施工要領におけるポイント習得 

③ 施工後の確認方法の理解 

動作確認においては、砂の吸込みによる砂噛みで揚水ができなくなる問題が発生したが、布をフィルタ

ー代わりにする、もしくは砂こし器をポンプ吸い込み側に取り付けることでこの問題は軽減される。 

制度面に関しては、現地で提案製品を販売する上での問題は特になかった。 

製品導入の効果に関しては、費用面では既存のエンジンポンプとのコスト比較を行い、毎月燃料代が発

生し、また、早期に故障するエンジンポンプと比較して、年間 6.2 万円程度のコスト削減が可能となるこ

とが判明した。労働負荷の軽減効果の面では、デモ機設置前後の住民へのヒアリングにおいて、水汲みが

大変楽になったというコメントがあがった。一方で、Roni 集落では他集落からも水汲みに来ている住民

がおり、水汲みにかかる労働負荷の問題は解決しても、水運びのために女性・子どもは莫大な労力・時間

を費やしていた。提案製品では、井戸から遠くの地点まで水を運ぶことが出来ないため、水汲み用と、水

運び用のポンプを組み合わせる方法も必要と考えられる。その他の効果として、水汲みが楽になったこ

とから農園の栽培面積が増大するという点も見られた。 

これらから、提案製品の導入によって、A．小規模農業従事者の農業生産コストの削減、B. 生活用水

汲み上げにかかる労働負荷の軽減、が期待されることが確認された。 

 

第３章 ODA 案件化 

 ODA 案件化概要 

ODA 案件として、JICA 中小企業海外展開支援事業（普及・実証事業）を活用し、セネガル農村部へ

直流駆動型ソーラーポンプの導入を目指す。 

普及・実証事業では、セネガル地方部における農業用水汲み上げへのソーラーポンプ導入および生活用

水汲み上げの電動化推進を通じて、農業生産コストの低減および生活用水の汲み上げ労働負荷の軽減に

貢献することを目的とし、ソーラーポンプシステムの導入検証を行う。 

 

 対象地域 

普及・実証事業における製品設置候補サイトは、セネガル国ルーガ州ケベメール県チェップ市とする。

ルーガ州はセネガル北西部に位置し、首都ダカールから中心地まで約 190km、人口約 97.6 万人規模の州

である。 

チェップ市を含む海岸沿いのニャイ地域は、地下水位が浅く、浅井戸の多い地域であるため、提案製品

の汲み上げ深度対象と合致する。また、ニャイ地域は、地下水位の浅さから農業用水の確保が他地域より

容易であるため、セネガル国内でも有数の農業が盛んな地域となっている。そして、ニャイ地域の農家の
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中には、浅井戸でエンジンポンプを利用して小規模農園を営んでいる者も多くいる。 

生活用水については、各州の中心部を中心に給水塔による管水路系給水が進められている一方で、中心

部から離れた人口密度の低い小集落では住民が点在・分散して居住しているため、井戸を用いた点水源

給水が存続している。これら、井戸による給水においては、既存の井戸の多くが手汲み式であり、女性、

子供が水汲みを担っている。 

カウンターパートをチェップ市とし、実証機の導入先候補として、チェップ市内の 22 集落の井戸を選

出した。 

 

 

 ODA 案件内容 

ODA 案件では次表の活動を行うことを想定し、活動内容、役割・費用分担についてカウンターパート候

補であるチェップ市と合意を得た。普及・実証事業に採択された場合には、それらの内容を含んだ M/M

案に署名する旨の MOU を締結した。 

 

目的：セネガル国農村部小集落における提案製品の現地適合性・有効性の確認および製品仕様の最

適化を行うとともに、提案製品の普及方法を検討する 

成果 活動 

成果 1 提案製品の現地適

合性・有効性が確認される 

1-1 チェップ市関係者に対して提案製品の取付方法の説明（研修）

を行う 

1-2  製品の設置先候補の井戸水の水質調査を行い、安全な井戸を

設置対象とする 

1-3 提案製品を井戸深度、配列の異なる 14 パターンで適切に設置

する 
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1-4 1-3 の各パターンにおける発電時間、給水量、砂埃の影響など、

現地使用環境における提案製品の稼働能力を確認する 

1-5 製品の導入効果（農業生産コストの削減および水の汲上労働負

荷の軽減）を検証する 

成果 2 販売用の製品仕様

および製品価格が確定する 

2-1 現地で必要最低限の機能を明確化し、製品の仕様を確定する 

成果 3 提案製品が適切に

利用・維持管理される体制が

構築される 

3-1  提案製品の使用方法に関するマニュアルを作成する 

3-2  製品の使用者に対して使用方法についての研修を行う 

3-3(a) 水利用者管理組合と連携し、提案製品のメンテナンス運用

管理方法（整備、修繕費積立、使用ルール整備、清掃分担など）の

整備を行う 

3-3(b)  水利用者管理組合と連携し、提案製品の運用資金に係る管

理方法（資金徴収方法、修繕費積立など）の整備を行う 

3-4  3-3(a), (b)の仕組みに沿って水利用管理組合が実証機の維持管

理を行う 

3-5  住民に対して井戸水を飲料水用途で利用する場合の啓発活動

を行う 

成果 4 製品の普及計画が

策定される 

4-1 自治体もしくは住民が製品を購入するのに活用することがで

きる既存のファイナンススキームを検討する 

4-2  販売先候補（援助機関や自治体など）に対して広報のためのワ

ークショップを開催する 

4-3 販売先候補（製品能力と井戸深度等が合致する地域）の調査を

行う 

4-4 事業展開計画を策定する 

 

カウンターパートとの協議の中で、深井戸および農業用途への高いニーズが判明したため、これに対応

するため、提案製品である直流駆動型ポンプに加えて、深井戸に対応した交流型ポンプ、および農場用向

けの汲上量の高い交流型ポンプの計 5 種類のポンプを導入する。 

 

No. 
電

流 
製品名 型式 

ポンプ定格

出力（W） 

汲上高

（m） 

汲上量 

（㎥/日） 
用途 

1 
直

流 

直流駆動ポンプ

（DC12/24V） 
PT-80DC 80 7 4.8 

生活＋ 

家庭菜園 

2 

交

流 

浅深用ジェットポンプ KP-3405LT-1 400 12 14.4 生活＋農業 

3 浅深用ジェットポンプ KP-3755LT-1 750 17～25 19.44～16.2 生活＋農業 

4 自吸式モートルポンプ MTP32-61.5 1,500 6 55 農業（1ha） 

5 自吸式モートルポンプ MTP40-62.2 2,200 6 144 農業（2ha） 
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集落によって住居・農場から井戸までの距離や高低差に違いがあるため、各集落の条件に応じた提案製

品の設置ができるよう、14 の設置パターンにおいて製品を実証する。井戸の位置、住宅までの距離、小

集落の人口、地形（井戸と集落の高低差）等の要素によって、各集落の状況に合った貯水槽の設置場所や

数を確認するため、ポンプの設置数・位置と貯水槽の設置数・位置の組み合わせの違いによる実証パター

ンを組んだ。実証結果を踏まえて、各集落の状況に応じて、住民はポンプと貯水槽の最適な組み合わせを

選択することができるよう、モデル化する。 

 

 ODA 案件実施体制 

日本側は、テラル多久株式会社が製造する 3 種類のポンプと、テラル製の 2 種類のポンプを、外部調

達した太陽電池モジュールおよび付属部品（架台、インバーター、レギュレータなど）と合わせてソーラ

ーポンプシステムとしてテラル社が、チェップ市へ機材の提供を行う。コンサルタントとしてマイクラ

イメイトジャパン社が ODA 事業の実施支援を行う。 

セネガル側は、チェップ市をカウンターパートとして、事業全体の監理を行う。水利用者管理組合

（ASUFOR）が機材維持管理を行い、各集落長が機材保管に責任を持つ。ポンプの設置は、現地施工会

社が行い、ビジネス展開時に販売代理店として想定している Grid Free 社が設置監理を行う。 

 

第４章 ビジネス展開計画 

 市場分析 

提案製品がターゲットとしているのは、セネガル国における井戸からの①農業用水および②生活用水

の汲み上げにかかる市場である。テラル社は特に農業が活発、且つ、地下水源が豊富なセネガルの大西洋

海岸沿いに位置するニャイ地域への展開を見込んでいる。 

① 農業用水汲み上げにかかる市場 

井戸から農業用水を汲み上げて小規模農園を営んでいる農村部の農家の一部ではエンジンポンプを使

用しているが、燃料代が大きな負担となり農業生産コストを大きくしているため、これの代替として提

案製品の普及を進める。 

当面の市場とみているチェップ市の所在するルーガ州は、人口約 97.6 万人、ニャイ地域に位置するテ

ィエス州、サンルイ州と合わせて約 309 万人を有する。このうち、ニャイ地域は沿岸部のみであるため、

1/3 の人口がニャイ地域に居住していると仮定すると、3 州のニャイ地域人口は 103 万人となる。このう

ち、農村部人口 78.3%（2013 年）の大半が何かしらの農作物を生産し、小規模農業を営んでいると考え

られるため、農業用途で 806,490 人、80,649 台（1 世帯 10 人想定）程度の提案製品に対する潜在需要が

あることになる。 

② 生活用水汲み上げにかかる市場 

給水塔からの管路型給水が普及しておらず、点水源給水に頼っている地域においては、生活用水の確保

のためにも井戸が利用されている。井戸の多くは手汲み式であり、水汲みを担う女性・子供への労働負荷

が課題となっており、提案製品は、井戸の利用が多く、この問題を抱える地域をターゲットとする。給水

施設は各自治体が住民に提供しているため、給水インフラ拡充のための自治体予算が見込める地域への

展開を想定している。市場規模としては、管路系給水へのアクセス率（2013 年）が全国平均 62.7％であ

ることから、ニャイ地域人口 103 万人のうち残りの 37.3％の約 38.4 万人が井戸などの点水源給水を利
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用し、提案製品の潜在需要層であると考えられる。提案製品 1 台につき 36 人が使用する場合、10,672 台

の需要が見込まれる。 

 

 バリューチェーン 

提案製品は直流型ソーラーポンプシステムであるが、本調査の中で深井戸や農業用途に対するニーズ

が明らかとなったため、使用者の水の必要量および水位の深さに応じて選択することができるよう、深

井戸に対応したジェットポンプ 2 種とより汲上量の多いモートルポンプ 2 種を加えた 5 製品を販売製品

として想定している。 

ポンプの生産は、事業本格化までの間はテラル社およびテラル多久社において行い、本格的に販売台数

が増加するタイミングで、テラル社海外製造拠点（中国、台湾、タイ、インド等）へ製造ラインの移管の

検討を行う。ポンプは現地の販売代理店に輸出販売する。 

現地販売代理店は、ポンプ以外の部材（太陽光モジュール、架台など）を中国より調達し、ポンプと組

み合わせてソーラーポンプシステムとして、地方自治体や農業組合などに対して販売する。販売の際は、

現地販売代理店が、井戸へのシステムの設置・施工監理、メンテナンスを含めてサービスを提供する。提

案製品は、地方自治体が購入し公共の設備として保有する場合には、住民が使用者となり、集落長や水利

用者管理組合などが製品の管理・運営を行う。 

 

 

提案製品の購入方法としては、①農業用水向け（個人購入）と、②生活用水向け（公的購入）が想定さ

れる。購買力の低い小規模農家への販売にあたっては、製品購入のためのマイクロファイナンスの活用

や国際機関と連携し購入者の費用負担を抑えられるようにすることで、製品の普及を目指す。中でも、

UNIDO のマイクロファイナンスをビジネス展開時の主軸としながら、今後もその他の機関やプロジェ

クトとも協議を重ねて、中長期的に農家による製品購入方法のオプションを広げていく。 
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 ①農業用水向け（個人購入）の購入方法      ②生活用水向け（公的購入）の購入方法 

 

 進出形態とパートナー 

テラル社は提案製品（ポンプ）を輸出し、現地代理店販売方式にて販売を行う。提案製品は開発途上国

に必要最低限の製品仕様としたため、施工が容易な製品であり、また直流駆動型ポンプを採用している

ため、ポンプ耐用年数が長く、アフターサービス、メンテナンスが生じる可能性も極めて少ない、ほぼ

“売切り”型の製品であるため、現地代理店を通じた販売は比較的容易と考えられる。 

現地の販売代理店には、セネガルにおいて独立電源の事業を展開している現地企業である Grid Free

社を選定した。同社が各構成部品をシステム化して営業および販売をし、現地施工業者へ外注してポン

プの取付設置までを行う。 

 

 収支計画 

提案製品の販売は現地販売代理店を設けて実施するため、テラル社の現地法人は設けない。加えて主要

部材である直流駆動ポンプは当面は日本国内製造、中長期的にはアジアにあるテラル社製造拠点（中国、

タイ、インド）を活用するため、事業に伴う投資は発生しない。 

普及・実証事業を活用しながら、他自治体へのプロモーション、販売体制構築を進め、将来的には西ア

フリカ諸国経済共同体（ECOWAS）諸国へと拡大を図る。普及・実証事業終了後は、ニャイ地域をター

ゲットに住民のニーズに応じて農業用途、生活用途と多角的に展開をしていく（販売台数計画は次表の

通り）。 
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製品 販売台数 

1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 

1．直流駆動ポンプ

（4.8m2/day） 

（浅井戸用） 

30 60 200 400 600 

2.3. 浅深用戸ジェッ

トポンプ 

（深井戸用） 

15-20m 程度 

10 20 67 133 200 

4．自吸式モートル

ポンプ（1ha 用） 

30 45 135 270 432 

5．自吸式モートル

ポンプ（2ha 用） 

30 45 135 270 432 

合計 100 170 537 1,073 1,664 

 

 想定されるリスクと対応策 

法制度、ビジネス面、政治面・経済面において特段の大きなリスクは存在しない。他社製品とのビジネ

ス面においては、提案製品のソーラーポンプシステムは、初期費用こそエンジンポンプよりも高いもの

の、運用は太陽光を動力に駆動させるため、ランニングコストの負担を抑えられる。つまり、長期的に見

据えた際に、ソーラーポンプシステムのほうが、コストメリットが生じる。また、模倣製品などに対して

は、協議を進めている UNIDO 等の国際機関や政府機関との連携により、企業および製品の信頼度を確

保し、他社製との差別化を図って販売を広げていく。 

 

 期待される開発効果 

本事業の展開を通じて、セネガル農村部の小集落における住民の生計向上が期待される。太陽光を動

力に稼働する電動ポンプの導入を通じて、A.小規模農業従事者による農業生産コストの削減、B.生活用

水の水汲みにかかる労働負荷の軽減を実現し、これにより農村部の生計向上を図る。加えて、集落内ま

で生活用水が届くことで、利便性の確保、また手洗いなど衛生面の向上も期待できる。 
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はじめに 

調査名 

（和文）セネガル国直流駆動ポンプを活用したソーラーポンプシステムによる小規模地方給水施設整備

事業案件化調査 

（英文）Feasibility Survey for Enhancement of Small Scale Water Supply Facility in Rural Area 

through Solar Pump System with Direct Current Drive Pump in Senegal 

 

調査の背景 

セネガル共和国では、地方における給水の確保が国家的課題となっており、2014 年 2 月に策定された

「セネガル新興計画（PSE）」でも農村地域の水へのアクセス向上を優先事項として掲げている。本案件

の調査対象地域となるルーガ州は、給水施設が不足し、かつ給水手段の電動化が遅れている。同州におけ

る既存の井戸の多くは手汲み式であり、水汲みを担う女性や子供にとっての労働負荷となっている。 

本案件で提案する直流駆動のソーラーポンプシステムは、太陽光で発電した電気を、インバータを介さ

ずにポンプの電力とすることができ、太陽電池モジュールで駆動するポンプを簡易的に井戸に設置する

ことが可能である。家庭において井戸での水汲みの重労働を担うのは女性や子供であるが、提案製品を

導入することにより、水汲みの労働を軽減することができる。 

 このような背景から本調査では、提案製品に対する要請があったチェップ市において、給水事業計画

の詳細をヒアリングし、重点地域、予算及び普及目標数を確認する。また、提案製品の管理体制につい

て、現地で給水施設管理を行う組織との連携の可能性について協議する。他方、技術面においては、現

地の使用環境を確認し、実証用ポンプに必要な機能を明確化することを目的とした調査を行う。 

 

調査の目的 

調査を通じて確認される提案製品・技術の開発途上国の開発への活用可能性を基に、ODA 案件及び

ビジネス展開計画が策定される。 

 

調査対象国・地域 

セネガル国ルーガ州ケベメール県チェップ市 

 

調査期間、調査工程 

１．調査期間 

2017 年 5 月 2 日～2018 年 4 月 30 日 

 

２．調査工程 

第一回現地調査： 

2017 年 5 月 8 日～23 日（高橋） 

2017 年 5 月 13 日～21 日（皆米、安本、下薗、服部、渡久山） 
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訪問先 調査内容 

JICA セネガル事務所 我が国の対セネガル援助方針（給水分野）調査 

在セネガル日本国大使館 セネガル国動向調査 

水利・衛生省資源管理局 給水政策調査、先行事例調査、自治体との連携可能性協議 

OFOR 工事局 給水政策調査、自治体との連携可能性協議 

水利・衛生省ルーガ州支局 ルーガ州における給水政策調査、連携可能性協議 

チェップ市役所 協力依頼、普及・実証事業に向けた連携協議 

チェップ市内小集落 デモ機設置先候補井戸の視察 

 

第二回現地調査： 

2017 年 7 月 15 日～23 日（服部） 

2017 年 8 月 12 日～27 日、9 月 25 日～27 日（高橋） 

2017 年 8 月 18 日～27 日（皆米、松谷、下薗） 

訪問先 調査内容 

JICA セネガル事務所 我が国の援助方針（農業分野）調査 

在セネガル日本国大使館 日本企業の進出に関する許可・規制調査 

OFOR 本部 自治体との連携可能性協議 

PEPAM 給水政策調査 

農業農村施設省（Ministry of 

Agriculture and rural 

equipment） 

農業政策調査 

地方開発局（ADL） ビジネス展開調査 

セネガル金融機関（PAMCAS） ファイナンススキームにおける連携可能性調査 

セネガル農業金融公庫（CNCAS） ファイナンススキームにおける連携可能性調査 

チェップ市役所 普及・実証事業活動内容協議 

チェップ市内小集落 井戸へのデモ機の設置 

普及・実証事業の製品設置先候補井戸の視察 

 

第三回現地調査： 

2017 年 11 月 19 日～27 日（高橋） 

2017 年 11 月 18 日～26 日（皆米、松谷、服部） 
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訪問先 調査内容 

UNIDO ビジネス展開に向けた連携可能性協議 

PUDC ビジネス展開に向けた連携可能性協議 

PRODAT ビジネス展開に向けた連携可能性協議 

FonGip ファイナンススキームにおける連携可能性調査 

PEPAM 給水政策調査 

チェップ市役所 普及・実証事業活動内容協議 

チェップ市内小集落 第二回現地調査で設置したデモ機のフォローアップ 

普及・実証事業の製品設置先候補井戸の視察 

JICA セネガル事務所 本調査の調査状況の報告 

普及・実証事業に向けた相談 

 

第四回現地調査： 

2018 年 1 月 20 日～26 日（皆米、渡耒） 

2018 年 1 月 21 日～24 日、1 月 30 日、2 月 1 日（高橋） 

訪問先 調査内容 

IFC セネガル事務所 ビジネス展開における連携可能性協議 

PEPAM 給水政策調査 

UNIDO 連携可能性協議 

PARFA ビジネス展開における連携可能性協議 

セネガル農業金融公庫（CNCAS） ファイナンススキームにおける連携可能性調査 

チェップ市役所 普及・実証事業活動内容協議 

チェップ市内小集落 第二回現地調査で設置したデモ機のフォローアップ 

普及・実証事業の製品設置先候補井戸の視察 

JICA セネガル事務所 調査状況の報告 

普及・実証事業に向けた相談 
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調査団員構成 

氏名 担当業務 所属 

皆米 重巳 業務主任者／総括 テラル株式会社 

安本 耕治 ビジネス展開計画策定 テラル株式会社 

松谷 隆司 製品仕様・運用体制検討 テラル株式会社 

下薗 和幸 製品詳細設計に係る調査 テラル株式会社 

（補強：テラル多久株式会社） 

髙橋 正一 ODA 案件化、ビジネス展開等

のうち現地調査 

株式会社エーシーアイ 

服部 倫康 チーフアドバイザー／副総括 マイクライメイトジャパン株式会社 

山口 岳志 ODA 案件化検討支援 マイクライメイトジャパン株式会社 

渡耒 絢 

（2017 年 7 月～） 

対象国・地域の開発課題、ODA

案件化検討 

マイクライメイトジャパン株式会社 

前山 絵里 

（2017 年 7 月まで） 

対象国・地域の開発課題、ODA

案件化検討 

マイクライメイトジャパン株式会社 

渡久山 舞 ビジネス展開計画にかかる調査 マイクライメイトジャパン株式会社 
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第１章 対象国・地域の開発課題 

１－１ 対象国・地域の開発課題 

１－１－１ 開発課題の状況 

 セネガルは近年、堅調に経済成長している（2016 年の経済成長率は 6.6%）が、同時に人口も増加して

おり、一人あたり国民総所得（GNI）で見れば、2013 年の 1,050 ドルをピークに下落し1、ここ 10 年は

微増減で成長は停滞している。その要因の一つとして、セネガルの全人口の約 6 割 1を占める農村部の生

計が低く留まっていることが挙げられ

る。 

セネガルの都市部の平均月収は

142,806CFA（約 2.5 万円）だが、農村部

の平均月収は 85,144CFA（約 1.5 万円）

2と、実に 1.7 倍近い差が生じており3、都

市部と農村部では大きな経済格差が存在

する。貧困率についてはセネガル全体で

46.7%だが、都市部で 33.1%、農村部で

57.1%と、これも両者の格差が大きい4。

このように、全人口の多数を占めている

農村部居住者の低所得は、セネガル全体の成長において、ボトルネックとなっている。なかでも、本調査

の対象地であるルーガ州においては、農村部人口比率が全国平均の 6 割を大きく上回る 78.3%（2013 年）

5であり、当該地域における住民の生計向上は喫緊の課題である。また、ルーガ州農村部における管路系

給水施設6による給水率は 80.43%（2013 年）、電化率は 13%（2007 年）5 と、生活インフラ整備の遅れ

が目立ち、農村部住民の厳しい生活状況が伺える。 

このような背景として、農村部の主要な産業である農業における所得が低いことが挙げられる。セネガ

ルにおいて、灌漑設備を備えた農場は 1.3%に留まっており、農業用水の確保が困難である7。その他大多

数の農場では灌漑設備に頼らない農業用水の補給を要し、これがコスト面でも効率面でも、セネガルに

おける農業従事者の生計を圧迫している。（A.小規模農業従事者の低所得） 

また、農村部における水へのアクセス率の低さは、農業用水のみならず生活用水の補給においても多大

な負荷を生じさせている。セネガル国の慣習上、一般的に家事全般を担う女性にとって、日々の生活用水

の調達は肉体的にも、時間的にも大きな負担となっている。（B.生活用水汲み上げにかかる高負荷労働） 

 

                                                   
1 世界銀行. http://data.worldbank.org/country/senegal 
2 2018 年 2 月の JICA 統制レート 1CFA＝0.17754 円にて計算の上 3 桁にて四捨五入。農村部居住者のうち、被雇用者として給与支払

いを受ける労働者（全体の約 24.3%）の平均月収。残り 75.7%を占める自営業者についてはデータなし 
3 Agence National de la Statistique et de la Demographie, Ministere de l’economie des finances et du plan. 2017. Enquete national 

sur l’emploi au Senegal MInistere de l’Economie des Finances et du Plan, Premier trimester 2017 p.5 
4 World Bank, Senegal data 2010. Rural/ Urban poverty headcount ratio at national poverty lines. 
5 株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション. 2016. セネガル国環境と経済が調和した村落開発推進計画調査（エコビレッジ推

進計画）（開発計画調査型技術協力）ファイナル・レポート p.1-3 
6 井戸など点在した取水源からのポイント給水に対して、給水塔などにより大量に揚水し、配管を行って各地へ給水を行うタイプの給水

方法のことを指す。 
7 FAO. 2015. Country fact sheet on food and agriculture policy trend, Senegal. p.1 
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A. 小規模農業従事者の低所得 

セネガルでは、農業セクターが GDP に寄与する割合は 15.8％（2014 年）であるが、全労働人口の約

7 割が農業に従事8している農業国である。世帯別でみると、セネガル全土で約 75.6 万世帯が農業に従事

しているが、そのうち何らかの組織に属して農業を行っている世帯は 11.4％にとどまり、残りはすべて

自営農家として生計を立てている。さらに全 75.6 万世帯のうち、60.1％が 10 人以下の少人数世帯を構

成している9ため、大規模農業従事者は 3 割にも満たず、7 割近くの世帯が 5ha 以下の農地を耕す小規模

農家である10。つまり、セネガルにおける農業の主要な担い手は、農村部の小規模自営農家であるといえ

る。さらに本調査の対象地域であるニャイ地域11は、組織に属しながら農業に従事する人の割合が全国平

均の 11.4%を大きく下回り（ルーガ州：5.8%、ティエス州：6.9%）、全国でも群を抜いて、少人数家族に

よる小規模農業が盛んな地域である。 

セネガルにおける農業は、国の経済的および社

会的発展のキーファクターだと位置づけられて

いる13。中でも、農業に従事する全 75.6 万世帯の

うち 73.8%が農村部、特にティエス州（12.8％）、

ルーガ州（9.5%）、サンルイ州（9.4%）といった

ニャイ地域に居住しており14、ルーガ州を含むニ

ャイ地域はセネガル国内でも特に農業が重要な

地域である。加えて、玉ねぎ、ナス、キャベツ、

ジャガイモ、ピーマンといった、セネガルで消費

量の多い野菜の生産は、その 3～5 割15を、園芸作

物全体ではその 6 割を 8ニャイ地域に依存してい

る。 

このように、農業はセネガル国およびニャイ地

域で重要分野に位置付けられており、農業従事者の割合も高いが、彼らの所得は低く留まる。農業従事者

の平均所得は不明だが、前述のとおり、農村部居住者のうち給与所得者の所得でさえも、都市部のそれと

比較し 1.7 倍の差があることに鑑みると、農業従事者の所得はさらに低いことが想定できる。さらに、貧

困率も、都市部の 33.1%に対し、農村部では過半数を超える 57.1%となっており、農業従事者の所得、特

に現金収入の低さは明白である。 

 

B. 生活用水汲み上げにかかる高負荷労働 

セネガルにおいて、慣習上、家事労働は女性や子供が主体となって担っている。この傾向は都市部より

                                                   
8 JICA. 2017. 小規模園芸農家能⼒強化プロジェクト案件概要表 
9 Agence Nationale de la Statistique et de la Demographie. Ministere de l’Economie, des Finances et du Plan, République du 

Sénégal. 2014. Rapport definitive RGPHAE 2013. p.349 
10 同 p.352 
11 首都ダカール県を含むダカール州、ティエス州、サンルイ州、ルーガ州のうち海岸沿いの長さ 180km、幅 25～30km の地域は、俗に

「ニャイ地域」と呼ばれている。 
12 D-maps http://d-maps.com/index.php?lang=en、アフリカ開発銀行 https://www.afdb.org/en countries/west-africa/senegal/ 
13 同 p.345 
14 同 p.346 
15 Agence Nationale de la Statistique et de la Demographie. Ministere de l’Economie, des Finances et du Plan, République du 

Sénégal. 2014. Rapport definitive RGPHAE 2013. p.357 

 

図 2 ニャイ地域の位置 

出典：地図を基に JICA 調査団作成12 
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農村部のほうが顕著であり、特に一夫多妻制が色濃く残る、伝統的な生活慣習の強いニャイ地域におい

て、家事労働は女性の仕事とされている。都市部に比べて生活インフラへのアクセスが著しく低いニャ

イ地域農村部における家事労働の負荷は高く、薪集め、炊事、洗濯、子供の世話など、日々の生活を運営

するにあたり、物理的・肉体的に大きな負担が女性にのしかかっている。 

家事労働の中でも、給水施設による管路系給水が普及していない地域においては、点水源の井戸から手

汲みによって揚水しなければならず、水汲みにかかる労働負荷が大きい。女性および子供はその家族の

全員分の水の汲み上げげを行わなければならず、第一回現地調査における住民へのインタビューでは、1

日に 2～3 回、各回 10 バケツ（1 バケツ＝20Ｌ）もの汲み上げを行っていた16。 

手汲みによる水汲みにおいては、地下から紐を伝って水の重量を引き上げなければならず、さらに汲み

上げた水を集落の共同の窯場まで運ぶ等水汲みを担う女性並びに子供への肉体的負荷が大きく、また、

農業などその他の活動に割ける時間も減少させている。 

 

１－１－２ 開発課題の背景・原因 

これらの農村部の生計向上における課題の背景としては、以下の要因が挙げられる。 

A. 小規模農業従事者の低所得 

農村部の小規模農業従事者の所得が低い要因の一つとして、農村部の主要な産業である農業における

用水の確保が困難であることが挙げられる。セネガルにおいて、灌漑設備を備えた農場は 1.3%に留まっ

っている。その他大多数の農場では灌漑設備に頼らない農業用水の補給を要し、これがコスト面でも効

率面でも、セネガルにおける農業従事者の生計を圧迫している。 

 セネガルにおける農業は元来、雨水に頼る天水農業が主であり（87.1%）、灌漑農業を行っている農地

は全体のわずか 6.3%である。中でもニャイ地域は土地が肥沃であることから雨水に頼った天水農業でも

農耕可能な土地柄のため、ティエス州、ルーガ州は天水農業地の広さは全国 1 位と 2 位を占めている17。

しかしながら、同地域における年間降水量は 500mm を超えることが稀で、特に北部においては 350mm

を下回ることも多く、十分な水量とは言えない。一方でニャイ地域における 2014 年の調査によれば、こ

の地域の農業用地 1ha 当たりで必要な用水量は、40m3/日と試算されている18。そのため、完全に雨水に

頼った農業を行うことは難しく、水利衛生省の報告書によると当該地域では地下水やギエール湖（サン

ルイ州）から取水している19。これに対し、現地で農業用水の水源について調査を行ったところ、ニャイ

地域は地下水位が浅いことから、浅井戸を掘り、湧水量の多い井戸では、エンジンポンプを設置して地下

水を活用するケースもあった。一方、ギエール湖については、セネガル水道公社（SONES）の水道網の

資料によると、給水塔を経由した水道網を通じてダカールに向けて水の供給が行われており、周辺地域

の農業向けに活用されているとは考えにくい。 

浅井戸からの農業用水の取水では、エンジンポンプの性能にもよるが、ルーガ州のある農家は 0.5ha の

農地への灌水のために、月 8,000 円強の燃料費が発生していた（計算方法詳細２－３－２（２）カ．参

照）。同地域の農業従事者の平均所得は不明だが、農村部の給与所得者の平均所得が月約 1.55 万円程度

                                                   
16 チェップ市の浅井戸を利用している住民への聞き取り（2017 年 5 月 17 日） 
17 Agence Nationale de la Statistique et de la Demographie. Ministere de l’Economie, des Finances et du Plan, République du 

Sénégal. 2014. Rapport definitive RGPHAE 2013. p.354 
18 Direction de la Gestion et de la Planification des Ressources en Eau, Ministere de l’Hydraulique et de l’Assainissement. 

République du Sénégal. 2014. Etude du Plan de Gestion des Ressources en Eau de la Sous UGP Niayes. p.13 
19 同 p.5 
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であることに鑑みると、農業用水汲み上げのためのエンジンポンプの燃料費が農業収入に対して大きな

負担となっていることがわかる20。また、農業所得の低さに加えて、井戸があっても水汲みの労働負荷が

高いため、農業を放棄して都市に出稼ぎに出てしまう農民も増えている。 

 

B. 生活用水汲み上げにかかる高負荷労働 

セネガル全国における給水率は 84.1%（2013 年）であるが、そのうちダカールを除く州における管路

系給水施設による給水率は 62.7％（2013 年）であり、農村部における管路系給水は不足している。交通

アクセスの悪い遠隔地や、住民が点在して居住する人口密度が低い地域などの農村部においては、規模

の大きな給水塔を建設し、周辺地域へ配管して給水を行う管路型給水は、給水塔から各集落まで引く配

管コストが高価となる上、その配管維持や各集落の住民への料金徴収等も難しい。このため、人口密度が

高く、裨益人数の多い都市部を中心に管路型給水率が向上している一方で、農村部においては管路系給

水の整備が遅れている。ルーガ州の人口密度は 1km2あたり 35 人であり、首都ダカール県の 12,620 人21

との差は歴然としており、周辺他州のティエス州 268 人、ファティック州 104 人22と比べてもかなり低

く、住民は斑に点在して居住していると言える。 

このような給水施設の不足している人口密度の低い農村部の点在居住地域においては、給水手段とし

て住民が井戸を掘削して取水することが広く行われている。これら井戸からの揚水は女性らによる手汲

みによって行われており、生活用水の水汲みにかかる労働の負荷が高い。 

加えて、井戸は水量確保のため低地に掘られている一方、集落は雨季などを考慮し高台に作られてい

る。井戸は複数の集落を賄うため、集落の中間地点且つ低地部分に設置されているため、井戸から集落

までの水運びは上り坂となり、距離が同じでもより身体的負担が大きい状況にある。 

 

１－２ 当該開発課題に関連する開発計画、政策、法令等 

１－２－１ 開発計画、政策、法令等 

セネガル政府は、貧困削減戦略ペーパー（PRSP：Poverty Reduction Strategy Papers）にて、貧困削

減を最大の政策目標としている。国家開発戦略文書である「経済社会政策文書（DPES：Direction des 

Stratégies, de la Planificationet des Statistiques）」の改訂版「経済社会発展国家戦略（SNDES：Stratégie 

nationale de développement économique et social）2013-2017」が 2012 年 10 月に策定された。ここで

は、2000 年～2010 年の 10 年間における貧困削減政策が十分でなかったと結論付け23、パブリックファ

イナンスの拡充、国内貯蓄の増大といった経済政策に加え、「国民の生活の質向上」が喫緊の課題である

としている。 

 

A. 小規模農業従事者の低所得 

セネガルでは、国家計画である「セネガル新興計画」（PSE: Plan Sénégal Émergent）（2014 年〜2018

                                                   
20 生産コスト全体に占める割合は不明だが、現地調査での住民への聞き取りによると、1 日 7 リットルもしくは週に 20 リットルものガ

ソリンを使用している。セネガルのガソリンの価格は、ほとんど固定価格の 1 リットル＝595CFA（日本円で約 106 円20）であるため、

月換算で、20 リットル×4 週間×106 円＝8,400 円程度を、農作物栽培のための用水汲上に費やしている。 
21 JICA セネガル事務所. 2012. ダカール洪水基礎情報収集･確認調査報告書. p2-2 
22 株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション. 2016. セネガル国環境と経済が調和した村落開発推進計画調査（エコビレッジ推

進計画）（開発計画調査型技術協力）ファイナル・レポート. p.1-3 
23 République du Sénégal. 2012. Stratégie Nationale De Développement Economique et Social 2013-2017. 1.2.1. 
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年）の基本方針「経済と成長の構造改革」において、「農業の改革は経済構造改革の先駆的な役割を担う

もの」として農業分野の重要性が示されており、国家開発政策の重要分野のひとつに農業・農村開発、食

料安全保障を挙げて、その取り組みを強化している。 

SNDES においても、「セネガル全体における貧困率（1 日 1 ドル以下で生活する人口）の割合を 1990

年～2015 年で半減するというミレニアム開発計画目標はほぼ達成されたものの、農村部においてはいま

だに貧困の度合いは著しく、国民全員が公平に経済発展の恩恵に浴するためには、農業分野の発展によ

る農村開発が不可欠24」としている。 

PSE の下、農業・農村施設省は、2014 年 2 月に「セネガル農業推進加速プログラム」（PRACAS）（2014

年〜2017 年）を作成し、2017 年までに農業を競争力があり持続的な主要な経済発展源とすることをビ

ジョンとしている。PRACAS では、国内生産の優位性及び雇用創出と収入向上への貢献からコメ、落花

生、園芸作物を特定作物として選定し、生産性を向上するとしている。2016 年までに玉ねぎの自給達成

（35 万トン/年）、2017 年までにコメの自給達成（160 万トン/年）と落花生の収穫高向上（100 万トン/

年）、さらには季節外園芸作物の輸出高増大（約 16 万トン/年）を目標に掲げている25。 

PRACAS の序章で述べられているとおり、食料安全保障・農村部の貧困撲滅・持続可能な農業の 3 つ

は、セネガル国の発展にとって非常に重大な課題であり、また、同国大統領も、セネガルにとって農業は、

経済の原動力となる分野であると演説で述べている26。このため、セネガル政府としても農家を支援する

プロジェクトを多数、援助機関と共に行ってきているが27、しかしなお、農家の所得は未だ低く留まって

おり、セネガル全体の経済発展のためには、国民の約 6 割を占める、農家を中心とした農村部居住者の

所得向上が求められている。 

 

B. 生活用水汲み上げにかかる高負荷労働 

 セネガル政府は、DPES において、「基本的社会サービスへのアクセス」、「人権」を掲げた。SNDES

においても、「ジェンダー間の平等」を重要項目の一つとして挙げており28、農業分野においても、未開

発土地利用に加え「農村部の労働人口、特に女性の労働力を活用し、農業生産利益を増大させることが可

能」であるとしている29。 

また、セネガル政府は、2005 年に水と衛生に関するミレニアムプログラム（PEPAM）30において、水

へのアクセス率を 64%（2004 年）から 2015 年までに 82%へ、また 2020 年までに 100%（ユニバーサ

ルアクセス）とすることを目標として、この達成に向けて給水塔建設を進めている。しかしながら、給水

塔の建設は人口の密集した都市部や地方都市から進み、人口密度が薄く、分散して居住している農村部

に対しては後回しとなっている。特に、本調査の対象地域であるルーガ州のチェップ市は、少人数（30～

50 名程度）の集落で分散して居住している世帯が多いが、政府として給水状況を改善する方針を掲げつ

                                                   
24 同 2.3.1.6. 
25 Ministère de l’Agriculture et de l’Equipement Rural. 2014. Programme d’Acceleration de la Cadence de l’Agriculture Senegalaise, 

p.15 
26 Ministère de l’Agriculture et de l’Equipement Rural. 2014. Programme d’Acceleration de la Cadence de l’Agriculture Senegalaise, 

p.14 
27 １－４－２他ドナー先行事例参照 
28 République du Sénégal. 2012. Stratégie Nationale De Développement Economique et Social 2013-2017 2.3.3.3. 
29 同. 2.3.1.6.1. 
30 PEPAM への聞き取りによると、2017 年に改訂版が発表予定であったが、2018 年 1 月時点で改訂版は未発表であり、2005 年版が最

新版である。 
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つも、このような地域に対する有効な給水支援策はない状況である31。 

 セネガル政府は、人口密度の低い農村部小集落に対しては給水塔による管路型給水を進めることが困

難である一方で、水へのアクセスの向上や、給水の自動化、ジェンダー間の平等、女性の労働力の活用な

ど、農村部における生活用水確保にかかる労働負荷に対する課題意識を有しており、この改善が求めら

れている。 

 

１－３ 当該開発課題に関連する我が国国別開発協力方針 

我が国の対セネガル国別開発協力方針32では、重点分野（中目標）「（1）持続的経済成長の後押し」に

おいて、「第一産業の開発を優先課題」としており、「全人口の約 71 ％が従事している『第一次産業の振

興 』を支援」するとしている。この内容としては、「第一次産業の振興を通じて、農民・漁民の所得向上

を図る」こと、「持続的な農村開発を支援するため生産性向上、流通促進及びコミュニティ開発支援を行

う」ことを掲げている。また、これに関連し、事業展開計画33では、「農村経済向上支援プログラム」に

おいて、「総合的な視点に立ってコミュニティ開発により、生産基盤の持続性確保、農村住民の収入向上」

などを行うとしている。 

ポンプの使用に際して、燃料代が不要となることで農業用水の汲み上げコストを削減し、農家の所得向

上に寄与する提案製品は、我が国援助方針に示されている、第一次産業の農業の振興と合致する。加え

て、提案製品の活用により女性の家事労働に占める水汲み労働の負荷を軽減することで、我が国が掲げ

る「コミュニティ開発」に貢献する。 

また、国別開発協力方針の留意事項において、「BOP ビジネスや企業の CSR 活動への支援など、日本

企業との連携の可能性を探求する」としており、提案企業がセネガルに進出し、農村部の住民の生計向上

に資する製品を販売することそのものが我が国の援助方針と合致している。 

 

１－４ 当該開発課題に関連する ODA 事業及び他ドナーの先行事例分析 

１－４－１ 日本による ODA 事業の先行事例 

日本による ODA 事業は、農村開発を含む水分野および農業分野において豊富な支援実績を有する。特

に水分野においては、1979 年から 30 年近くに渡って給水施設の整備を行っており、110 以上の給水施

設支援に注力してきた。日本の ODA 事業では、施設の整備というハード面における支援のみならず、給

水塔の適切な管理や維持体制の構築のためのソフト面での支援も重点的に行っている。 

水利用者管理組合（ASUFOR）に対する啓発・普及、能力向上、住民参加型の運営・維持管理の強化

により、給水システムの持続性を高めることに加え、住民を巻き込んだコミュニティ支援やエコビレッ

ジの形成支援を行っている。農村部への支援としては、小規模農家の支援や、重点作物である稲作支援な

どの農業支援が行われている。 

  

  

                                                   
31 OFOR、水利衛生省、水利衛生省ルーガ支局への聞き取り（2017 年 5 月 15 日、18 日） 
32 外務省. 2014. 対セネガル共和国国別援助方針 
33 外務省. 2015. 対セネガル共和国国別援助方針別紙事業展開計画 
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表 1 日本による農村開発・農業・給水分野の ODA 案件 

分

野 

案件名 実施期間 案件概要 

農

村

開

発 

農村自立発展プロジェク

ト 

2008年～2011年 ルーガ州において ASUFOR を基にした資金、組織

力を活用したコミュニティ開発の展開基盤の整備 

環境と経済が調和した村

落開発推進計画（エコビ

ジレッジ推進計画） 

2012年～2016年 環境（エコロジー）と経済（エコノミー）とが両立す

る持続可能な村落開発を目的とした「エコビレッジ

計画」の開発調査 

農

業 

セネガル川流域灌漑地区

生産性向上プロジェクト

（PAPRIZ） 

2009年～2014年 セネガル川流域ダガナ県、ポドール県における稲作

の生産性と収益性の向上の促進 

農業技術アドバイザー 2012年～2014年 セネガルの農業・農村開発分野の政策面での能力強

化と協力活動の実施促進 

天水稲作持続的生産支援

プロジェクト 

2014年～2018年 ファティック州、カオラック州、カフリン州における

農家の稲作栽培環境の改善 

小規模園芸農家能力強化

プロジェクト 

2017年～2022年 市場志向型農業アプローチ（SHEP アプローチ）の

実践を通した、ニャイ地区農家の園芸農業による収

益の改善支援 

給

水 

無償資金協力 

地方水道整備計画（第 1

次～第 12 次） 

1979年～2012年 

 

管路系給水施設の建設、維持管理用機材調達 

安全な水とコミュニティ

活動支援計画プロジェク

トフェーズ 1（PEPTAC

Ⅰ） 

2003年～2006年 4 州 24 サイトにて、住民参加型の水管理組合（以下

ASUFOR）の設立と強化、維持管理体制の確立促進、

2 サイトにおける水の管理活動から派生した野菜栽

培や家畜飼育などのコミュニティ活動を支援 

安全な水とコミュニティ

活動支援計画プロジェク

トフェーズ 2（PEPTAC

Ⅱ） 

2006年～2010年 遠隔・貧困地域である東部タンバクンダ州における

ASUFOR の普及、地方の水利省維持管理局職員の能

力強化、衛生教育、ASUFOR を中心としたコミュニ

ティ活動の支援 

タンバクンダ州及びマタ

ム州地方村落給水計画 

2007年～2010年 2 州における水資源調査、地方給水、衛生分野のマス

タープラン作成および開発優先サイトの実現可能性

調査 

農村地域における安全な

水の供給と衛生環境改善

計画 

2015年～2017年 東部のタンバクンダ州、マタム州、ケドゥグ州におい

て、深井戸や公共水栓などの給水施設の建設、公共ト

イレ・手洗い場などの設置、水利用者管理組合の設

立・運営や衛生設備の維持管理支援 

 出典：JICA ホームページを参考に JICA 調査団作成34 

                                                   
34 JICA https://www.jica.go.jp/senegal/ 

https://www.jica.go.jp/senegal/
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１－４－２ 他ドナーの先行事例 

他ドナーの先行事例として、世界銀行、国際連合食糧農業機関（FAO）、アフリカ開発銀行（AfDB）、

ルクセンブルグ開発協力機構（LuxDev）による事業を抽出した。国際農業開発基金（IFAD）や世界銀

行も、セネガルの農業分野に対しての支援実績を有する。 

水分野に係るプロジェクトの実績では、井戸に関連する事業が多々見られる。我が国の 1979 年以降の

セネガルにおける給水事業の取り組みと同様に、このような動きは国際的組織によっても見受けられる。

セネガル政府にとって、地方給水事業は重要課題であり、農村部の生活向上や農業における生産性向上

を目指したプロジェクトが実施されている。 

 

表 2 他ドナーによる農村開発・農業・給水分野の案件 

分

野 

ドナー名 案件名 実施期間 案件概要 

農

村

開

発 

世界銀行 東セネガル農村開発プロジェ

クト (East Senegal Rural 

Development Project) 

1983 年～1991 年 綿、穀物、家畜飼育を通

した農村地域の所得向上 

農

業 

世界銀行 農業サービス及び生産者組織

プロジェクト(Agricultural 

Services & Producer 

Organizations Project) 

1999 年～2005 年 小自作農者の生産、生産

活動、所得向上 

国際農業開発基

金（IFAD）   

農業バリューチェーンプロジ

ェクト（Agriculture Value 

Chain Project） 

2008 年～2014 年 農業従事者の所得向上、

バリューチェーン構築、 

女性や若者の労働環境改

善 

国際農業開発基

金（IFAD）   

農業セクター支援プロジェク

ト（Agricultural Value 

Chains Support Project – 

Extension） 

2013 年～2019 年 収益性の高いバリューチ

ェーンの構築を通じた小

規模農家の収入向上 

国際連合食糧農

業機関（FAO) 

食糧保障の構築プロジェクト

（Building Food Security in 

Senegal’s Niayes and 

Casamance regions） 

2011 年～2013 年 農業従事者及び組織の範

囲拡大、先進的持続可能

な農業支援 

世界銀行 持続的,包括的農業ビジネス

プロジェクト（Sustainable 

and Inclusive Agribusiness 

Project） 

2013 年～2019 年 セネガル北部の家族農業

を牽引するアグロビジネ

スの促進 
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分

野 

ドナー名 案件名 実施期間 案件概要 

給

水 

アフリカ開発銀

行（AfDB） 

給水計画（PEPAM-MRE） 2006 年～2009 年 農村地域における飲料

水、衛生及び生活改善 

ルクセンブルグ

開発協力機構

（LuxDev） 

水と衛生計画（water and 

sanitation for the rural 

populations of Thies and 

Louga） 

2008 年～2012 年 ティエス、ルーガ地域に

おける給水と衛生改善 

世界銀行 飲料水と衛生計画（PEPAM-

IDA Water and sanitation 

millennium project） 

2010 年～2015 年 農村部と都市部での給水

におけるアクセス向上、

衛生サービスの向上 

European 

Union 

飲料水と衛生計画（PEPAM-

UNION EUROPEENNE） 

2014 年～2017 年 農村における給水施設建

設、飲料水と衛生インフ

ラの構築 

韓国国際協力団

（KOICA） 

水と衛生の改善計画

（Project for the 

improvement of Water 

Supply and sanitation in 

Central region of Senegal） 

2015 年～2018 年 9 つの村落地域における

給水施設の建設、衛生環

境改善 

出典：各ドナーのホームページを参考に JICA 調査団作成35 

  

                                                   
35 世界銀行. Project&Operations: east Senegal rural development project.  

http://projects.worldbank.org/P002318/east-senegal-rural-development-project?lang=en, 

世界銀行. Project&Operations: agricultural services&producer organizations project. 

http://projects.worldbank.org/P002367/agricultural-services-producer-organizations-project?lang=en, 

アフリカ開発銀行. News&Events: Senegal: rural drinking water and sanitation program.  

https://www.afdb.org/en/news-and-events/senegal-rural-drinking-water-and-sanitation-program-pepam-9674/ 

DEV Luxembourg. Our activities.  https://luxdev.lu/en/activities/project/SEN/026 

国際農業開発基金. Senegal agricultural value chain project.  

https://operations.ifad.org/web/ifad/operations/country/project/tags/senegal/1414/project_overview, (参照 2017-08-28) 

国際連合食糧農業機関. Integrated production and pest management programme in Africa. 

http://www.fao.org/agriculture/ippm/projects/senegal/gcp-sen-032-can/en/ 

世界銀行. Project&Operations: water and sanitation millennium project.  

http://projects.worldbank.org/P109986/water-sanitation-millennium-project?lang=en&tab=overview 

世界銀行. Project&Operations: Senegal sustainable and inclusive agribusiness project. 

http://projects.worldbank.org/P124018/senegal-agribusiness-development-project?lang=en 

KOICA. Technology industry and energy –water.  http://www.koica.go.kr/english/aid/industry_energy/water/1324007_3828.html 

European Union. Senegal and the EU. https://eeas.europa.eu/headquarters/headquarters-homepage/11756/senegal-and-eu_en 

http://projects.worldbank.org/P002318/east-senegal-rural-development-project?lang=en
http://projects.worldbank.org/P002367/agricultural-services-producer-organizations-project?lang=en
https://www.afdb.org/en/news-and-events/senegal-rural-drinking-water-and-sanitation-program-pepam-9674/
https://luxdev.lu/en/activities/project/SEN/026
https://operations.ifad.org/web/ifad/operations/country/project/tags/senegal/1414/project_overview,%20(参照2017-08-28
http://projects.worldbank.org/P109986/water-sanitation-millennium-project?lang=en&tab=overview
http://projects.worldbank.org/P124018/senegal-agribusiness-development-project?lang=en
http://www.koica.go.kr/english/aid/industry_energy/water/1324007_3828.html
https://eeas.europa.eu/headquarters/headquarters-homepage/11756/senegal-and-eu_en
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第２章 提案企業、製品・技術 

２－１ 提案企業の概要 

２－１－１ 企業情報 

テラル株式会社（以下、テラル社）は創業 1918 年、設立 1950 年 4 月 14 日のポンプ、送風機に特化

したメーカーである。本社は広島県に所在し、佐賀県、埼玉県、タイ、中国、台湾、インドに工場を有し、

全国に 9 支店、50 営業所を有する。テラル社は技術力、開発力を武器に日本国内シェアを拡大し、超高

層建築物における受注シェアは 3 割超を占める。ホームポンプ市場における 2 大巨頭であった三菱電機

株式会社（2003 年）、松下電器産業株式会社（2008 年）のホームポンプ事業譲渡を受け、さらなる技術

開発を進めてきている。 

 

２－１－２ 海外ビジネス展開の位置づけ 

（１） 海外ビジネス展開の位置づけ・目的 

テラル社の注力しているポンプ、送風機市場は、国内では産業用、民生用いずれも縮小傾向が予想され

ており、今後の事業拡大を図るためには海外市場への展開は必須となっている。 

産業用製品は、これまで海外においては東南アジアを中心に商社、ゼネコン、ディベロッパーを介して

展開を進めているが、建造物の一部材として活用されるという特性上、そうした事業者を介さないテラ

ル社単独の市場開拓が困難であるため、会社としての打ち手も限られている。 

 一方、ホームポンプ市場関連製品はポンプ製品それ自体で利用される為、単独での市場開拓（市場調

査、製品開発）が比較的容易な製品であり、今後の海外展開の主軸に位置づけられることが考えられる。 

2016 年 4 月 1 日に策定されたテラル社の中期経営計画（2016 年 4 月～2018 年 3 月）においても、海

外事業の重要性が明確に示された。同経営計画には「海外市場への売上比率 15％を目指す。（売上目標：

2016 年度 29.38 億円、2017 年度 38.54 億円、2018 年度 48.00 億円）」という具体的数値目標まで明記

されている。 

本提案事業のように世界の市場を開拓し、“各国の市場に合わせた商品・サービス”の開発を推し進める

ことは、テラル社経営戦略上、重要事項と位置付けられている。 

 

（２） 海外ビジネスの展開方針 

テラル社は、同社製給水ポンプの中でも提案製品であるソーラーポンプシステムを始めとする家庭用

ポンプ部門では、給水施設が不足しており、井戸の活用度が高く、ポンプの需要が高いアフリカを中心と

する開発途上国への展開を図っていく。特にセネガル国の現地企業と強い関係を持つ株式会社エーシー

アイ社を通じてすでにセネガル国との関係が構築されていることから、当面はセネガル国を基点とし、

周辺の西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）への展開を予定している。産業用ポンプ製品は一定程度、

経済発展が進んでいる東南アジア諸国を対象に展開を進める方針である。 

 

２－２ 提案製品・技術の概要 

２－２－１ ターゲット市場 

提案製品が対象とする市場は、小規模な井戸からの水の汲み上げにかかる市場である。 
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提案製品は、2011 年に発生した東日本大震災を受けて開発されたもので、系統電源が使用できない非

常時に、車両バッテリー等の調達可能な直流電源で水の汲み上げができることをコンセプトに開発され

たポンプである。しかし、災害時用のポンプ需要は限られており、実際には公園内の噴水施設への供給が

メインとなり、国内の市場は現状増える傾向にはない。 

このため、直流駆動ポンプの技術を基に、特にアフリカを始めとする給水施設が不足し、井戸からの汲

み上げ動力として必要な発電機やその燃料の入手が困難な地域を想定して、太陽光エネルギーにより井

戸等の水源から水を汲み上げる給水用のシステム製品として、提案製品は新たに開発された。 

系統電源への接続が限定的であり、電動ポンプが利用できない開発途上諸国の小集落は、このようなソ

ーラーポンプシステムへのニーズが見込まれるターゲット市場である。加えて、開発途上国は経済発展

が進行した場合には、将来的に産業用製品の市場ともなる地域である。 

 

２－２－２ 提案製品・技術の概要  

（１） 提案する製品・技術の特長 

提案製品の主要部材であるポンプは、テラル社が開発した直流駆動ポンプを活用したソーラーポンプシ

ステムである。給水ポンプは動力別では、系統電源に接続するポンプと、太陽光やガソリンを用いる動力

源独立型のポンプとに区分される。提案製品は独立型のうち、太陽光を動力源とするソーラーポンプシ

ステムである。加えて、提案製品は直流駆動型のため、太陽電池モジュール36からインバータを介すこと

なく、直接受電し駆動することができる。したがって、系統電源に接続することができない環境であって

も、本ポンプと太陽電池モジュールという、簡易な組み合わせによって、

水源から水を汲み上げて給水することができるシステムである。 

従来のソーラーポンプシステムは、テラル社従来製品（公園の噴水用途

で販売してきたもの）、競合他社製品ともに、交流駆動ポンプを使用してお

り、発電された直流電流を交流に変換するためのインバータが必要なため、

コスト高となっていた。さらにインバータは消耗品であるため交換が必要

であり、メーカー側のアフターサービス負担、購入者側のコスト負担が開

発途上国への普及の障害となっていた。 

一方、提案製品は直流駆動ポンプを使用することで、インバータに係る

コストやアフターサービスの手間を不要としている。加えてバッテリー等

の付加部材を極力排除し、開発途上国市場向けの価格帯を目指して開発されたため安価であり、さらに

設置工事も容易で設置にかかる経費も安価である。日本国内通常環境下での使用では、ポンプの平均寿

命期間（概ね 10 年間）は基本的にノーメンテナンスで稼働している。さらに、開発途上国に必要な最低

限の製品仕様としたことで、特別な施工能力も必要なく早期に設置することができる。基本的な製品仕

様は（２）の通りである。 

 

（２） 製品・技術のスペック・価格 

  

                                                   
36 太陽光パネルのことを指す 

図 3 製品イメージ 

出典：テラル株式会社 
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表 3 提案製品のスペック・価格 

製品名称 直流駆動ソーラーポンプシステム 

部品構成37 ・直流駆動（DC12/24V）ポンプ（テラル社製） 

・太陽電池モジュール（200W）（中国の JCN 社製）2 枚 

・レギュレーター（防雨 BOX 付き） 

・砂こし器 

・付帯部品：ケーブル、屋外カバー 

仕様 ・ポンプ口径：20mm 

・太陽電池モジュールサイズ：1335mm×986mm×35mm（1 枚あたり） 

・重量（ポンプ・太陽電池モジュール込み）：30kg 

・吸上げ高さ：最大 7m 

・ポンプ吐出量：600L/h（吸上高さ 5m、押上高さ 5m の場合） 

価格 380 千円（暫定 ※輸送費等により変動） 

特徴 ① 直流駆動であるため、インバータ不要 

② 概ね 10 年間パーツ交換不要38 

③ 簡便な施工で使用可能 

④ ポンプ平均寿命概ね 10 年（日本国内環境下） 

出典：テラル株式会社 

 

（３） 国内外の販売実績 

テラル社の給水ポンプのうち、産業用製品は海外においても販売実績を豊富に有している。特に ODA

プロジェクトの一部材として発注を受けることが多く、カンボジア（上水道施設）、ベトナム（空港施設）、

パキスタン（小児病院）、バヌアツ（総合病院）、ハイチ（総合病院）、イラク（復興支援・病院）といっ

た国への導入実績がある。 

 民生用製品のうち、ソーラーポンプシステムを含むホームポンプ部門の 2015 年の販売実績は次の通

り。 

  

                                                   
37 バッテリー、貯水槽はオプションで追加可能 
38 インバータ、バッテリー等の交換を要するパーツを必要としない為 
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表 4 直近のホームポンプ販売実績 

国内 

時期 販売台数 売上高 主要販売先 

2015 年  33,000 台 14 億円 
販売代理店を介し、主に家庭向け、自治体向け

に、河川、井戸等の水源からの水の汲上用途と

して販売 2016 年 33,000 台 14 億円 

国外 

時期 販売件数 売上高 主要納品先 

2015 年 10 台 100 万円 商社を介し、主に家庭向け、自治体向けに、井

戸等の水源からの水の汲上用途として販売 2016 年 15 台 140 万円 

出典：テラル株式会社 

 

 交流駆動型ポンプを活用したテラル社従来品のソーラーポンプシステムは、これまでに日本国内にて

50 台程度、海外においてはボリビア、バングラデシュで 10 台程度を販売している。ボリビア、バングラ

デシュ両国への導入事例はいずれも、現地自治体向けに飲用水、生活用水等の給水施設整備用途の製品

として販売され、ボリビアへの導入は ODA 事業の機材として行われた。直流駆動の提案製品は、災害用

給水ポンプとしてこれまで日本で 20 台ほど販売をしている。 

 

２－２－３ 比較優位性 

提案製品は系統電源を必要としない、太陽光を動力源とした給水ポンプである。このため、同国内の系

統電源に接続されていない地域でも、設置および継続的な使用が可能である。 

また、ソーラーポンプである提案製品は、一度設置されれば、稼働のための電気代や燃料代がかからな

い。エンジンポンプは、製品本体が安価である一方、燃料代が使用時間に応じて継続的にかかる上、燃料

代は発電量に対して電気代よりかなり割高であるため、ライフサイクル全体でのトータルコストでは提

案製品の方が、優位性が高くなることを見込んでいる。加えて、井戸によっては湧水量の少ない井戸もあ

り、揚水量が大きい（必要以上に汲み上げてしまう）エンジンポンプでは井戸枯れが起きる可能性もあ

る。 

直流駆動型である提案製品は、インバータもバッテリーも不要であり、それらの部品交換やメンテナン

スといった、設置後のコストがかからない。このため、交流駆動型のソーラーポンプに比して、価格、長

期利用性、施工性の面で提案製品に優れている。 

提案製品は概ね日本国内での実績値として 10 年間の製品寿命を持ち、耐用年数が長く、長期利用性の

面において他社類似製品に対して優位性がある。 

ポンプ本体の販売価格は海外製品の方が同等品でないとしても提案製品より安価だが、耐久性と耐用

年数の長さによるライフサイクルコストによって優位性が高くなると見込んでいる。 

また、提案製品は、水切れ保護機能、過負荷保護、拘束保護、電圧低下での自動停止、回復後の自動復

帰等の機能を有しており、このような保護機能が付帯された直流の小型ソーラーポンプは、現時点では

存在しない。 
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表 5 製品特性比較表 

メーカー 製品価格 維持管理 長期利用性 施工性 

テラル社 
（直流駆動
型ソーラー
ポンプ） 

○：バッテリー、イ
ンバータ等の消耗
品が不要な必要最
低限の仕様に留め
たことで、コスト
を抑制  
 

◎：太陽光を動力源
とするため燃料がか
からない。インバー
タ、バッテリー不要
で部品交換不要 

○：ポンプ（5～10
年）、太陽電池モジュ
ール（17 年）と長寿
命 
独自の保護機能を搭
載しており、壊れに
くい 

○：左記の通り、簡
素な構成のため、複
雑な施工能力不要で
現地施工が容易 

エンジンポ
ンプ 
 

◎：安価 ×：使用時間の分だ
け燃料代が継続的に
かかる 

×：故障率が高く、製
品寿命も短い 

○：ポンプ部分のみ
のため、浅井戸に設
置するだけで施工は
容易 

交流駆動型
ソーラーポ
ンプ 

×： 交流駆動ポン
プを使用するた
め、インバータが
必須 
インバータ交換コ
ストを考慮すると
コスト高となる  

△：太陽光を動力源
とするため燃料代が
かからない 
インバータ等パーツ
交換が必要となるた
め交換代が生じる 

△：インバータ等パ
ーツ交換や、部材が
多いことから、故障
の原因となりやすい 

△：開発途上国利用
を当初から想定した
製品はごく僅かであ
り、交流駆動型ポン
プなど部材も多いこ
とから、テラル社製
品と比較し、施工が
煩雑 

出典：JICA 調査団作成 

 

２－３ 提案製品・技術の現地適合性 

２－３－１ 現地適合性確認方法  

技術面については、第一回現地調査にて、提案製品の導入対象となる浅井戸の環境確認を行い、そのう

ち 2 箇所の井戸に対し、第二回現地調査において、自社負担にて各 1 台計 2 台の提案製品（デモ機）の

設置を行った。その後、第三回現地調査および第四回現地調査にてデモ機を使って「2．現地環境におけ

る製品能力の確認」を行った。 

制度面については、製品輸入・販売にかかる規格・規制の確認を行った。 
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（１） 確認事項と確認方法 

表 6  提案製品の現地適合性の確認事項と確認方法 

 確認目的 活動 確認項目 確認手段 

技

術

面 

1．製品の設置適合

性の確認 

第一回現地調査 ア．井戸の基本仕様及び使

用環境 

井戸の視察 

第二回現地調査 イ．提案製品の設置方法 井戸へのデモ機設置 

2．現地環境におけ

る製品能力の確認 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

ウ．提案製品の動作状況 使用中のデモ機の観察 

第三回現地調査 

国内調査 

エ．太陽電池モジュールの

発電状況・時間 

使用中のデモ機の観察 

日照時間調査 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

オ．ポンプの汲上量 使用中のデモ機の観察 

3．製品導入効果の

確認 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

カ．エンジンポンプ（既に

使用されているもの）との

コスト比較 

エンジンポンプと提案製

品を使用した住民へのイ

ンタビュー 

第三回現地調査 

第四回現地調査 

キ．女性の水汲み労働負荷

の軽減状況 

デモ機使用前後の使用者

へのインタビュー 

第四回現地調査 ク. その他の効果 デモ機使用前後の使用者

へのインタビュー 

制

度

面 

1．製品輸入・販売

にかかる規格・規

制の確認 

第二回現地調査 

第三回現地調査 

国内調査 

ケ．提案製品の販売にかか

る規制・規格などの制度 

・在セネガル日本国大使

館および APIX へのヒア

リング調査 

・JETRO 東京およびコー

トジボワール事務所への

確認 

出典：JICA の調査団作成 

 

２－３－２ 現地適合性確認結果（技術面） 

（１） 製品の設置適合性の確認 

ア．井戸の仕様及び使用・周辺環境 

提案製品と井戸との適合性確認のため、チェップ市内小集落の浅井戸 15 基および深井戸 2 基につい

て井戸の仕様および使用状況、周辺環境の確認を行った。確認した項目は以下の通り。 

 

１. 井戸の所在（集落名） 

２. 井戸の標高（ｍ） 

３. 家の標高（ｍ） 

４. 井戸水位（ｍ） 

５. 井戸直径（cｍ） 
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６. 利用人口（人） 

７. 水汲み量（L） 

８. 水質（pH、透明度、臭気、砂の有無、粘性） 

９. 水の使用用途（生活用水/飲料水/農業用水/家畜用水） 

１０. 飲料方法 ※飲料用途がある場合 

１１. エンジンポンプ所有の有無 

１２. 畑の面積 

１３. 畑の栽培状況 
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表 7 訪問した井戸の仕様及び使用環境の調査結果 

 

出典：現地調査結果を基に JICA 調査団作成 
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 井戸水位については、多くが提案製品の汲上深度と一致したが、製品が対応できる汲上高さより深い

井戸もあり、チェップ市長から深井戸に対応する製品のニーズも挙げられた。 

確認した井戸の作りは全てコンクリート製であり、吸い上げ量に対する強度に問題はなく、井戸の直

径も十分な大きさを有し、提案製品の設置において井戸の仕様に問題がないことが確認された。 

井戸水は炊事・洗濯などの生活用に加え、農業、家畜など生活全般に渡る用途に使用されていた。こ

のため、一人あたりの水使用量は当初想定より多かった一方、井戸 1 基辺りの使用人数は想定より少な

く、結果として 1 基当たりの水使用量は提案製品の汲上容量と合致している。井戸は簡易で安価に掘削

することが可能で、必要に応じてわずか数～数十メートルの間に別の井戸があるケースもあり、井戸の

総数が多い。 

また、多くの住民が小規模（数十アール程度）ながら農業を営み、ジャガイモ、玉ねぎ、トマト、ピー

マンなどの作物を栽培し、これら住民の間では中国製のエンジンポンプを採用している集落もあった。 

水質については、pH が 5～7 の弱酸性から中性で水道水に近く、確認した 15 基のうち 10 基の井戸水

がほぼ透明（1 基はエンジンポンプ専用で直径が小さく、水質の確認はできず、残り 4 基に若干の濁りが

あったがフィルターなどで濾せば問題ないレベル）、無臭、無粘質であり、簡易水質調査において水質上

の問題は見受けられなかった。 

 

イ．提案製品の設置方法 

 ア．にて確認した井戸のうち、チェップ市内 2 箇所の井戸への提案製品の設置作業を通じて、①設置

方法、②設置作業に必要な資機材の現地での入手性、③設置・配管作業上の課題の確認を行った。 

 

（ア） 設置方法 

設置日：2017 年 8 月 21 日～24 日 

設置場所：ルーガ州ケベメール県チェップ市 Roni 集落（表 6 内 No.10）および Karap Eulm（表 6 内

No.8）集落 
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表 8 デモ機を設置した井戸の基礎情報 

 

出典：JICA 調査団作成 

 

ソーラーポンプシステムのデモ機の設置位置は次の通り。 

 

A. Roni 集落 

井戸水位3.2m、水深0.3mの井戸に対して、井戸から距離2.0mまで汲み上げた上で、さらに標高2.0m、

距離 5.0m 地点の貯水槽口へと給水を行うよう配管を行った。なお、当初の井戸の水深は 15cm と非常に

浅く、ポンプ運転時に砂の吸込み（砂噛み）・水枯れの恐れがあるため、井戸底の砂を除去し、水深 30cm

とした。 

 

 

図 4 Roni 集落における提案製品の設置位置 

 

集落名 A. Roni 集落 （No.10） B.  Karap Eulm 集落 （No.8） 

井戸の標高（m） -2 3 

家の標高（m） -2 5 

井戸水位（m） 3.2 7 

井戸直径（cm） 120 110 

利用人数（人） 60 23 

水汲量（L） 140～160L 250～500L（除く畑） 

使用用途 生活、飲料、家畜 生活、飲料、農業 

畑の大きさ 不明 0.5ha 

その他 

井戸水が「おいしい」と評判があ

り、周辺集落住民も汲みに来てい

るため、彼女たちは Roni 集落の住

民より多くの労力・時間を費やし

ている。 
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写真 1：井戸内部の様子 写真 2：井戸底の様子 

  

写真 3：ポンプ設置準備の様子 写真 4：デモ機設置後の様子 

 

B. Karap Eulm 集落 

井戸水位 6.9m、水深 1.6m の井戸に対して、井戸からの距離 3.0m まで汲み上げた上で、さらに標高

2.0m、距離 8.0m 地点の貯水槽まで汲上を行うよう配管を行った。A.Roni 集落の井戸と異なり、井戸の

中央がさらに深く掘られ、井戸が 2 重となっている。外井戸の水深は浅いが、内井戸は底面が下がって

おり、吸上げ配管を行うには好都合であった。 

 

図 5 Karap Eulm 集落における提案製品の設置位置 
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写真 5：井戸内部の様子 写真 6：水深測定の様子 

  

写真 7：デモ機設置の様子 写真 8：デモ機設置後の様子 

 

配線については、35.35V、5.66A の太陽電池モジュール 2

枚を、電源安定化装置（レギュレータ）にて 24V へ変換の

上、テラル社の 24V の直流駆動型ポンプへ接続した。 

 

 

 

図 6 直流駆動型ポンプと太陽電池モジュールの配線方法 

 

表 9 ポンプの配線 

設置場所 レギュレータ 

出口電圧（V） 

全揚程

（m） 

流量

（l/min） 

電流

（A） 

消費電力

（W） 

A.Roni 集落 24.3 5.0 14.3 2.5 61 

B. Karap Eulm 集落 24.4 8.9 8.7 3.3 81 

出典：JICA 調査団作成 

 

（イ） 設置にかかる機材の入手性 

必要部材は、貯水槽についてはダカール、その他の配管機材はケベメールにて調達することができた。

また、今回は太陽電池モジュールの設置用架台をケベメールで加工したが、普及・実証事業以降は、中国

で太陽電池モジュールとセットで調達する予定である。 
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（ウ） 設置上の技術的課題 

今回のデモ機設置において、設置上の課題として「配管規格が異なる」ことと、「配管材料の質が低い」

ことが判明した。当該課題に対する対応策は以下の通り。 

 

表 10 ポンプ設置上の技術的課題 

課題 対応策 

配管規格が異なる 塩ビパイプ（3/4B）の外径が日本

製に比べ 1mm 程度小さい。 

全て現地製使用とすることで問題とならな

い。 

バルブソケットのオネジ径が僅か

に日本製に比べ小さく、ポンプと

の接続に不具合が生じる。 

バルブソケットとフランジ（ポンプ入口）

の接合時の隙間を埋めるため、フランジね

じ込み部を国内の場合より多めの 10 回シ

ールで巻きつけて対応する。（日本にバルブ

ソケットを持ち帰り、シール巻きつけによ

る強度確認済み） 

配管材料の質が低い 塩ビ配管用の接着剤が日本のもの

に比べて粘度が高く、気泡を含み

やすい。 

ポンプと共に接着剤を日本からセットで導

入する。 

出典：調査結果を基に JICA 調査団作成 

 

上記課題により、第二回調査時に、吸込み配管内のエアー噛みにより、ポンプの揚水不能（水が出ない）

が発生した。吸込み配管へエアー噛みが無い場合は、再起動時と同時にポンプから水が出るが、エアーの

噛み込みが大きい場合には、ポンプ・配管設置当初から揚水ができない。配管内が負圧となるため、設置

時に細心の注意が必要である。 

 

図 7 ポンプ設置上の技術的課題 

 

 今後の普及時には上記対応策のような技術的対応に加え、「ポンプ設置・配管施工（業者）に対するト

レーニング」（以下 3 点）の実施も重要と言える。 

④ ポンプにおける吸込配管の重要性の認識 

⑤ 設置・施工要領におけるポイント習得 

⑥ 施工後の確認方法の理解 
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ウ．提案製品の動作確認 

A. Roni 集落 

＜第二回現地調査＞ 

デモ機設置直後の動作確認では、問題なく動作した。た

だし、ポンプの運転中に砂の噛込みが毎回発生したため、

布をフィルター代わりにして吸込み口に巻きつけた。 

 

＜第三回現地調査＞ 

調査訪問時には、ポンプは稼働していた。しかしながら

住民によると、毎回水汲み時に、ポンプの呼び水をしてお

り、呼び水をしなければ、水の汲み上げができていない状

況だった。住民に対して呼び水の指導をしたわけではない

が、最初の設置時に提案企業がデモを行った際のやり方を

見て真似て行ったと思われる。 

呼び水なしでは揚水できない原因として、井戸の水深が浅い（20cm 程度）ため、砂を吸込み、その砂

が逆止弁の接触面に付着し、落水したものと推測した。このため、接触面を洗浄し砂を除去した後、ポン

プを稼働させると、落水が解消し、呼び水することなく、汲み上げを行うことができた。翌日も再度確認

したが、異常なくポンプだけで水の汲み上げができた。 

ポンプ設置前は、井戸の水深が浅くなり、水の汲み上げができなくなった際には、住民は井戸の中の砂

を掻き分けて、井戸の水深を深くしていた。しかしながら、ポンプを設置したことで住民の中で「触って

はいけない」という認識となり、砂の掻き分けもしなくなったことが判明したため、ポンプを設置しても

それまでと同様に砂の掻き分けを行っても問題ないことを伝えた。 

また、対策方法として、砂がチャッキ弁に付着してしまうような井戸には、砂の混入を防ぐための砂こ

し器を入れることでこの問題が軽減されると考えられる。 

 

＜第四回現地調査＞ 

 揚水時に呼び水が必要となった問題は改善されていた。しかし、調査訪問の前日からポンプが動かな

くなったと連絡を受け、確認するとバルブが閉まっていた。このため、バルブを開栓するとポンプが稼働

し始めた。住民は貯水槽に水が十分貯まるとポンプを止め、バルブを閉めていたことが、稼働しなくなっ

た原因と言える。よって、製品の導入時には、再起動の際にはバルブを開栓する手順を伝える必要があ

る。 

 

B. Karp Leum 集落 

＜第二回現地調査時＞ 

吸込配管を設置した内井戸の水深が 1.6m であったため、砂の噛込みは無く、ポンプは問題なく動作し

た。 

 

＜第三回現地調査時＞ 

 

写真 9：吸い込み口にフィルターとして挟

んだ布 
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配管に衝撃がありポンプが停止していたが、呼び水をしたところ揚水した。配管に衝撃があった背景と

しては、汲み上げ水量が少ない時に、住民がバケツ等による水汲みも行っており、その際に配管にバケツ

で衝撃を与えてしまったのではないかと考えられる。配管位置を正しく戻したところ、正常に稼働した。 

 

＜第四回調査時＞ 

 問題なく稼働していた。（２）ク．後述の通り、ポンプによる水汲みの省力化により、作物の栽培面積

がデモ機導入前の 3 倍以上に広がっていた。 

 

エ．太陽電池モジュールの発電状況・時間 

 太陽電池モジュールは南向きに設置しているので、朝晩は日光の照射角度が浅く表面で反射が起こり

有効な発電は難しい。その為、晴天時でも 9 時～17 時頃までが有効な発電が想定される。 

太陽電池モジュールの発電時間は、2017 年のセネガル国首都ダカールにおける最長日照時間と最短日

照時間の日照時間から発電時間を予想した。最長日照は 7 月 21 日の 6 時 41 分から 19 時 41 分で、13 時

間 00 分の日照時間であった。最長日照は 12 月 21 日の 7 時 30 分から 18 時 45 分で、11 時間 15 分の日

照時間であった。このうち、最大発電量（60%）となる時間は、最長日照時間のうち 7 時間程度、最短日

照時間のうち 6 時間程度となる。 

 

表 11 ダカールにおける最長・最短日照時間（2017 年） 

日付 日の出時刻 日没時刻 日照時間 

7 月 21 日 6：41 19：41 13 時間 00 分 

12 月 21 日 7：30 18：45 11 時間 15 分 

出典：日照データ39を基に JICA 調査団作成 

 

実際のポンプの稼働状況として、朝晩に曇天で日射量が少ないときには起動停止を繰り返し、日没を前

にして完全停止した。 

 

オ．ポンプの汲上量 

①Roni 集落 

井戸の湧水量は、測定の結果 5.8L/分であった。この湧水量では非常に少ないため、ポンプ運転水量を

バルブ全開で 14.3 L/分を 8L/分に絞って設定した。第三回現地調査時の水位は第二回現地調査時とほぼ

変わらず 3m、水深は浅く 20cm 程度である。尚、40 分間の連続運転開始前後で、汲み上げた水に濁り

などの変化は見られなかった。 

 

②Karap Eulm 集落 

第二回現地調査のポンプの設置直後の湧水量は、7.2L/分であった。バルブ全開でのポンプ吐出し量が

8.7L/分であり、湧水量とほぼ同じであったため、バルブの開度は全開とした。 

第三回現地調査時の湧水量は 4.28L/分へと減少しており、井戸水位も 6.9m から 7.07m へ下がってい

                                                   
39 Timeanddate.com の日照データ（https://www.timeanddate.com/sun/senegal/dakar?month=12&year=2017） 

https://www.timeanddate.com/sun/senegal/dakar?month=12&year=2017
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た。どの井戸も水深が浅くなっており、20～30cm ほどだった。第二回調査時は雨季だったこともあり、

湧水量が少なくなかったが、第三回調査時は乾季だったこともあり、第二回調査時の湧水量の半分程度

であった。湧水量が汲上量（10L/分程度）を下回っているため、井戸が枯れてしまう可能性もある。 

60 分間の連続運転開始前後では、Roni 集落と同様、水の濁りなどの変化は見られなかった。 

 

表 12 Karp Eulm 集落の井戸の湧水量と井戸水位の推移 

調査項目 第二回現地調査時 

（8 月※設置直後） 

第三回現地調査時 

（11 月） 

変化 

湧水量 7.2L/分 4.38L/分 湧水量が減少 

井戸水位 6.9m 7.07m 水位が少し低下 

JICA 調査団作成 

 

 

この 2 回の観測から、乾季・雨季などの季節変化により、「地下水位」および「湧水量」が変化する

ことがわかった。したがって、ポンプの吐出しバルブの調節方法や、吸込配管先端よりも水位が下がり

落水した場合の再起動の方法などを住民（使用者）にトレーニングする必要がある。 

住民へのヒアリングによると、この海岸地域の地層は、6～7m 掘れば水は出るが量は少ない。現在の

水位 7～8m 規模の浅井戸では湧水量が少なく、提案製品の小型ポンプを導入しても、湧水量が汲上量に

追い付かない事象が発生している。しかし、住民によると、12m 程度掘れば十分な水量が出ると言う。

このため、既存井戸に対して、さらにボーリングを行い水位 12m まで掘り下げることによって、次の水

層まで達し、ポンプの汲上量に対して十分な湧水量を確保することが可能となる。この層まで掘り下げ

れば、圧力により 7m 程度まで水が上がるため、当該ポンプでも汲上可能である。なお、チェップ市内の

集落においても、住民は農業用の井戸では 12m まで掘り下げている。井戸の湧水量確保、水位確保のた

めに、井戸整備が必須であると言える。 

 

  

写真 10：Roni 集落のポンプ運転前後の水 

（左：前、右：後） 

写真 11：Karap Eulm 集落のポンプ運転前後の水 

（左：前、右：後） 
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図 8 チェップ市における水位のイメージ図 

 

この点についてチェップ市側と協議を行った結果、市として井戸の整備の必要性を認識し、市で予算

をつけて既存の井戸を追加で掘り下げる井戸整備を行っていきたい旨の発言を得た。 

 

（２） 製品導入効果の確認 

カ．既存ポンプとのコスト比較 

A. Roni 集落 

Roni 集落では農作物の栽培を行っているが、使用していたエンジンポンプが壊れており、エンジンポ

ンプ使用時のコスト把握ができなかったため、他集落において発生しているエンジンポンプに関する費

用から、仮にエンジンポンプを使用する場合の費用概算を行った。尚、燃料の使用量は、「２－３提案製

品・技術の現地適合性」のうち、「１．製品の設置適合性の確認」の「ア. 井戸の仕様及び使用・周辺環

境」の調査の結果から、20L/週の回答が最も多かったことから、20L で仮定した。同様の調査から、エン

ジンポンプの価格は最安値 8 万 CFA（約 14,203 円）、最高値 12 万 CFA（約 21,305 円）であったことか

ら、両パターンにて概算した。ランニングコストについても、半年～1 年程度で壊れるという証言から、

Karp Leum 集落と同じ修理費用（後述）として仮定した。 

灌水量は Roni 集落住民へのヒアリングから以下の通りとなる。 

①タマネギ：4 ヶ月サイクル（年 3 回）×3 ヶ月間×4 週間×20L＝720L 

②トマト：4 ヶ月サイクル（年 3 回）×2.5 ヶ月×4 週間×20L＝600L 

③ナス：4 ヶ月サイクル（年 3 回）×4 ヶ月×4 週間×20L＝960L 

 

3 種の作物について 0.5ha の農地に栽培する場合に、エンジンポンプにかかる費用概算は以下の通り。 
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表 13 Roni 集落において農業用途でエンジンポンプを使用した場合に見込まれる費用概算（0.5ha） 

栽培作物 ③ タマネギ ③ トマト ④ ナス 

年 1 年目 2 年目 1 年目 2 年目 1 年目 2 年目 

ポンプ代

（CFA） 

  

80,000 ～

120,000 

  80,000 ～

120,000 

  80,000 ～

120,000 

  

修理代(CFA）   60,000   60,000   60,000 

燃料代（CFA) 428,400 428,400 357,000 357,000 571,200 571,200 

合計（CFA) 508,400 ～

548,400 

488,400 437,000 ～

477,000 

417,000 651,200 ～

691,200 

631,200 

合計（日本円） 90,261 ～

97,363 

86,711 77,585 ～

84,687 

74,034 115,614 ～

122,716 

112,063 

出典：Roni 集落住民および Karp Leum 集落へのヒアリングに基づいて JICA 調査団作成 

 

B. Karp Leum 集落 

Karp Leum 集落では、エンジンポンプを使用して作物の栽培を行っていたため、エンジンポンプにか

かっていた費用（帳簿をつけていたわけではないので、聞き取り情報を基に概算）と提案製品でのコスト

比較を行う。 

Karp Leum 集落へのヒアリングによると、8 万 CFA（約 14,203 円）のエンジンポンプを購入したが、

良くて 1 年間故障なく動き、1 度故障すると毎月修理が必要となっている。0.5ha の農場において、人参

栽培の灌水のために使用している燃料（ガソリン）は、1 週間辺り 20～25L であるという。これらを計

算すると、1 年目に 460,800CFA（約 81,810 円）、2 年目に 440,800CFA（約 78,260 円）の費用がかか

っている。尚、3 年目は修理代の方が新規購入費用を上回るため 2 年目までの計算とした。 

 

表 14 Karp Leum 集落における農業用途にかかるエンジンポンプ費用概算 

費目 1 年目 2 年目 備考 

ポンプ代（CFA） 80,000 0   

修理代（CFA）   60,000 

修理代：15,000CFA／回 

2 年目後半から毎月修理を行う

として 15,000×4 回（作付け期

間 1 回 4 ヶ月）＝60,000CFA 

ガソリン代

（CFA） 
380,800 380,800 

年間作付回数 2 回×4 ヶ月×4 週

間×20 リットル 

合計（CFA） 460,800 440,800   

合計（日本円） 81,810 78,260   

             出典：Karp Leum 集落へのヒアリングに基づいて JICA 調査団作成 

 

これに対して、提案製品は初期費用 38 万円（暫定価格）だが、ポンプ稼働にかかるコストはゼロで
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あり約 10 年間の耐用年数であることから、年間の負担は 3.8 万円（38 万円÷10 年間）となり、両集落

における概算費用約 10 万円から、年間 6.2 万円程度分もの農作物生産コストの削減が期待できる。 

 

キ．女性の労働負荷軽減 

A. Roni 集落については、20L バケツで 1 日に 7～8 回の水汲みを行っていた。第三回現地調査にお

ける製品導入後の住民へのヒアリングにおいて、水汲みが大変楽になったというコメントがあがった。

一方で、Roni 集落では他集落からも水汲みに来ている住民がおり、水汲みにかかる労働負荷の問題は解

決しても、水運びのために女性・子どもは莫大な労力・時間を費やしている。提案製品では、井戸から遠

くの地点まで水を運ぶことが出来ないため、水汲み用と、水運び用のポンプを組み合わせる方法も必要

と考えられる。 

B. Karp Leum 集落においては、1 日に 10L もしくは 20L バケツで 25 回の水汲みを行っていた。デ

モ機のポンプを導入してから手汲みをやめたという。 

両村において、提案製品の導入により手汲みによる井戸水の汲み上げが電動化され、実際に水汲みにか

かる労働負荷の減少という結果が得られた。 

 

ク．その他 

Karp Leum 集落においては、昨年は、図 9 上部の畑の 1/3 程度の面積でしか農作物を栽培することが

できていなかったが、ポンプ導入後はこの上部の畑の全部（前年比 3 倍）で栽培を行うことができ、加え

て右下のトマト栽培の場所まで栽培面積が増大していた。 

 

図 9 ポンプ、井戸、畑の配置図および栽培箇所 
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写真 12：デモ機導入前 写真 13：デモ機導入後（デモ機導入前の井戸側よ

り撮影） 

  

写真 14：畑の様子 写真 15：本農園で育ったトマト 

 

２－３－３ 現地適合性確認結果（制度面）  

セネガル国内で提案製品を販売する上での製品規格については、欧州規格の CE マーキングが一般的

に用いられているが、オフグリッドの低電圧システムの製品の販売には規格取得が求められていない。

一方、提案製品が享受できる優遇策も存在しない。提案製品を販売する上での現地における制度面での

適合性に問題はない。 

 

２－４ 開発課題解決貢献可能性 

２－４－１ 開発課題貢献可能性 

提案製品の導入によって、A．小規模農業従事者の農業生産コストの削減、B. 生活用水汲み上げにか

かる労働負荷の軽減を実現し、それらを通じて農村部の生計向上が期待される。 

 

A. 小規模農業従事者の農業生産コストの削減 

小規模農業従事者にはエンジンポンプを用いて井戸から農業用水の揚水を行っている者がいる。エン

ジンポンプでは、揚水量に応じて燃料を消費し、小規模農家にコスト負荷がかかる。対して、提案製品で

は、動力源のエンジン燃料および部品交換が不要となるため、ランニングコストがゼロとなる。よって、

小規模農家における農業生産にかかる経費のうち、２－３－２（２）カ．の試算に見られる通り、農業用
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水揚水におけるコストが削減される効果が期待される。 

 

B. 生活用水汲み上げにかかる労働負荷の軽減 

既存の手汲み井戸を利用している女性・子供による水汲みに係る時間、労働負荷が低減されることが期

待される。１－１－２記載の通り、政府および他ドナー等による給水政策においては、住民が集住してい

る都市部や地方都市への給水塔建設・配管による大規模給水が優先的に行われており、点在して居住し

人口密度が低い農村部においては管路系給水が適さないため給水支援が行き届いていない。 

提案製品を導入することで、セネガル農村部の小集落における給水手段が自動化され、政府が施策を打

ちたくても手が届かない課題の解決に貢献することができる。 

実際に、２－３－２（２）キ．の通り、女性の生活用水汲み上げにかかる労働負荷の軽減効果が見ら

れた。  
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第３章 ODA 案件化 

３－１ ODA 案件化概要 

３－１－１ ODA 案件概要  

ODA 案件として、JICA 中小企業海外展開支援事業（普及・実証事業）を活用し、セネガル農村部へ

直流駆動型ソーラーポンプの導入を目指す。 

普及・実証事業では、セネガル地方部における農業用水汲み上げへのソーラーポンプ導入および生活用

水汲み上げの電動化推進を通じて、農業生産コストの低減および生活用水の汲み上げ労働負荷の軽減に

貢献することを目的とし、ソーラーポンプシステムの導入検証を行う。 

カウンターパートをチェップ市とし、実証機の導入先候補として、チェップ市内の 22 集落の井戸を選

出した。選出した集落で深度・配列の異なる 14 パターンについて製品実証を行い、製品の発電状況、稼

働能力など現地の環境下における製品能力、製品仕様、配置方法、設置方法等の確認を行う。加えて、現

地における継続的な製品の活用のため、チェップ市の既存の水利用者管理組合（ASUFOR）と連携し、

提案製品の運用維持管理体制（整備、修繕費積立、使用ルール整備、清掃分担など）の構築を行う。製品

の普及に向けては、自治体もしくは住民による製品購入のためのファイナンススキームと組み合わせて

製品導入の拡大を図る。 

 

３－１－２ 対象地域  

（１） 対象地域概要 

普及・実証事業における製品設置候補サイトは、セネガル国ルーガ州ケベメール県チェップ市とする。

ルーガ州はセネガル北西部に位置し、首都ダカールから中心地まで約 190km、人口約 97.6 万人 5規模の

州である。 

チェップ市を含む海岸沿いのニャイ地域は、地下水位が浅く、浅井戸の多い地域であるため、提案製品

の汲み上げ深度対象と合致する。また、ニャイ地域は、地下水位の浅さから農業用水の確保が他地域より

容易であるため、セネガル国内でも有数の農業が盛んな地域となっている。そして、ニャイ地域の農家の

中には、浅井戸でエンジンポンプを利用して小規模農園を営んでいる者も多くいる。 

生活用水については、各州の中心部を中心に給水塔による管水路系給水が進められている一方で、中心

部から離れた人口密度の低い小集落では住民が点在・分散して居住しているため、井戸を用いた点水源

給水が存続している。これら井戸による給水においては、既存の井戸の多くが手汲み式であり、女性、子

供が水汲みを担っている。 
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図 10 ODA 案件の対象地域（左：セネガル全図、右：チェップ市周辺拡大図） 

出典：地図を基に JICA 調査団編集作成40 

 

カウンターパート候補であるチェップ市は、ルーガ州中心部からダカール方面に 40km のケベメール

県中心部から約 20km に位置し、その道路の半分近くは未舗装道である。同市は 88 の集落から成り、人

口は 24,000 人41である。同市長はニャイ地域の各野菜の組合を統括する農業組合 AUMN（Association 

des Unions Maraîchères des Niayes）の総裁でもあり、チェップ市内においても小規模農業が盛んに行

われ、玉ねぎ、ジャガイモの生産量が多い。また、市内には遊牧民のプル族が多くいるが、プル族は分散

して居住するため、88 集落のうち 7 集落において管水路系給水網がなく、浅井戸などの点水源が多く存

在し、提案製品の導入先として適した地域である。 

 

（２） 普及・実証事業における提案製品設置候補サイト 

２－３－２（１）にて製品との適合性を確認した井戸 17 箇所に 7 箇所を加えた全 24 の井戸を訪問

し、このうち普及・実証事業における製品設置先候補として以下の 22 箇所を選出した。 

 

  

                                                   
40 D-maps http://d-maps.com/index.php?lang=en、アフリカ開発銀行 https://www.afdb.org/en/countries/west-africa/senegal/、

Google Map 
41 チェップ市長への聞き取り（2017 年 5 月 12 日） 

http://d-maps.com/index.php?lang=en
https://www.afdb.org/en/countries/west-africa/senegal/
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表 15 普及・実証事業における設置先候補井戸リスト 

 
※第 1 回現地調査から第 4 回現地調査までに全 24 の井戸を訪問しており、このうち普及・実証事業における製品設置先候補として 22

集落を選出している。井戸 No.は設置先候補選出前のナンバリングを継承しており、表 7 の井戸 No とも対照している。 

出典：JICA 調査団作成 

 

 

NO 所在地（集落名）
井戸の標高

(m)

家の標

高(m)

井戸と家

の距離

(m)

水位

(m)

利用人口

(人）
ポンプ有無 備考

-1 Yodi Indiaga 5 7 / 11 50 / 80 6 50 生活用水 飲料水

-2 Tounde Maleye -2 -2 20 5 エンジンポンプ有 生活用水 飲料水 農業用

2 Kinine 10 12 100 7.9 25 飲料水 農業用

3 Rone Deuk 3 3 40 4.8 60 海沿い 生活用水 農業用

5 Bayak 8 12 80 5 15 生活用水 飲料水

7 Rone Deuk 2 2 70 6.5 15 生活用水 飲料水 家畜用

8 Karap Eulm 3 6 40 7 23 生活用水 飲料水 農業用

9 Rone Deuk 2 8 30 5 60 生活用水 飲料水 農業用

11 Nos 0 1 70 4.4 50 エンジンポンプ有 生活用水 飲料水 農業用

12 Rone Deuk 5 4 80 5.7 11 エンジンポンプ有 生活用水 飲料水 農業用

13 Rone Deuk -3 -3 10 4.3 50 生活用水 飲料水

14 Pagar 16 28 60 17 100 生活用水 飲料水

15 Bounpou Niewo 20 20 20 15 50 生活用水 飲料水 家畜用

16 Sally 4 6 50 3 60-70 無 生活用水 飲料水 農業用

17 Boguel 26 34 70 25 50 無 内陸部 生活用水 飲料水

10 50 無

14 100 無

19 Khinine Alassane-a 18 23 40 11 30 無 内陸部 生活用水 飲料水

20 Khinine Amadou Ba 1 1 10 4 40 無 海沿い 生活用水 飲料水

21 Fordiokh Band 2 2 周囲10m 4 60 無 海沿い 生活用水 飲料水

5 30 60 無 海沿い

6 30 60 無 海沿い

6 30 35 無 海沿い

23 Galdamel Neodo Bouyo 1 - - 6 298 エンジンポンプ有 農業用

24 Tebene 5 - - 6 380 エンジンポンプ有 農業用

18 Mbar

井戸基本情報

井戸水の使用用途

9 9 50

家畜用

飲料水 家畜用

422 Khinine Alassane-b 6 生活用水 飲料水

内陸部 生活用水
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図 11 普及・実証事業における製品設置候補地分布図（上：候補地全体、下：赤枠部分の拡大図） 

出典：訪問時の緯度経度情報を基に JICA 調査団作成 

 

No-1. Yodi Indiaga No-2. Tounde Maleye 

  

No.2 Kinine No.3  Rone Deuk 
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No.5 Bayak No.7 Rone Deuk 

  

No.8  Karap Eulm No.9  Rone Deuk 

  

No.11  Nos No.12  Rone Deuk 

  

No.13 Rone Deuk No.14  Pagar 
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No.15  Bounpou Niewo No.16 Sally 

  

No.17 Boguel No.18  Mbar 

  

No.19  Khinine Alassane-a No.20 Khinine Amadou Ba 

  

No.21  Fordiokh Band No.22  Khinine Alassane-b 
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No.23  Galdamel Neodo Bouyo No.24 Tebene  

  

 

３－２ ODA 案件内容 

３－２－１ PDM  

普及・実証事業の目的・成果・活動はチェップ市と以下の内容で合意している。 
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表 16 普及・実証事業における PDM（Project Design Matrix） 

目的：セネガル国農村部小集落における提案製品の現地適合性・有効性の確認および製品仕様の

最適化を行うとともに、提案製品の普及方法を検討する 

成果 活動 

成果 1 提案製品の現地適

合性・有効性が確認される 

1-1 チェップ市関係者に対して提案製品の取付方法の説明（研修）

を行う 

1-2  製品の設置先候補の井戸水の水質調査を行い、安全な井戸を

設置対象とする 

1-3 提案製品を井戸深度、配列の異なる 14 パターンで適切に設置

する 

1-4 1-3 の各パターンにおける発電時間、給水量、砂埃の影響など、

現地使用環境における提案製品の稼働能力を確認する 

1-5 製品の導入効果（農業生産コストの削減および水の汲上労働負

荷の軽減）を検証する 

成果 2 販売用の製品仕様

および製品価格が確定す

る 

2-1 現地で必要最低限の機能を明確化し、製品の仕様を確定する 

成果 3 提案製品が適切に

利用・維持管理される体制

が構築される 

3-1  提案製品の使用方法に関するマニュアルを作成する 

3-2  製品の使用者に対して使用方法についての研修を行う 

3-3(a) 水利用者管理組合と連携し、提案製品のメンテナンス運用

管理方法（整備、修繕費積立、使用ルール整備、清掃分担など）の

整備を行う 

3-3(b)  水利用者管理組合と連携し、提案製品の運用資金に係る管

理方法（資金徴収方法、修繕費積立など）の整備を行う 

3-4  3-3(a), (b)の仕組みに沿って水利用管理組合が実証機の維持管

理を行う 

3-5  住民に対して井戸水を飲料水用途で利用する場合の啓発活動

を行う 

成果 4 製品の普及計画が

策定される 

4-1 自治体もしくは住民が製品を購入するために活用することが

できる既存のファイナンススキームを検討する 

4-2  販売先候補（援助機関や自治体など）に対して広報のためのワ

ークショップを開催する 

4-3 販売先候補（製品能力と井戸深度等が合致する地域）の調査を

行う 

4-4 事業展開計画を策定する 

出典：JICA 調査団作成 

 

カウンターパートとの協議から、深井戸および農業用途へのニーズ高いことが判明したため、これに対



 

65 

 

応するため、下表の通り、提案製品の直流駆動型ポンプに加えて、深井戸に対応した交流型ポンプおよび

より多くの水量を汲み上げることができる農場用交流型ポンプを導入し、様々な井戸環境に応じたパタ

ーンで実証を行うこととする。 

 

表 17 普及・実証事業にて導入するポンプリスト 

No. 
電

流 
製品名 型式 

ポンプ定格

出力（W） 

汲上高

（m） 

汲上量 

（㎥/日） 
用途 

1 
直

流 

直流駆動ポンプ

（DC12/24V） 
PT-80DC 80 7 4.8 

生活＋ 

家庭菜園 

2 

交

流 

浅深用ジェットポンプ KP-3405LT-1 400 12 14.4 生活＋農業 

3 浅深用ジェットポンプ KP-3755LT-1 750 17～25 19.44～16.2 生活＋農業 

4 自吸式モートルポンプ MTP32-61.5 1,500 6 55 農業（1ha） 

5 自吸式モートルポンプ MTP40-62.2 2,200 6 144 農業（2ha） 

出典：JICA 調査団作成 

 

集落によって住居・農場から井戸までの距離や高低差に違いがあるため、各集落の条件に応じた提案製

品の設置ができるよう、複数の設置パターンにおいて製品を実証する。井戸の位置、住宅までの距離、地

形（井戸と集落の高低差）等の要素によって、貯水槽の設置場所や数、接続（配管）について、各集落の

状況に合わせた方法を確認するため、ポンプの設置数・位置と貯水槽の設置数・位置の組み合わせの違い

による実証パターンを組んだ。 

実証パターンの種類は 15 パターンあるが、このうちパターン 3 については設置先となる集落候補がな

いことから、普及・実証事業ではパターン 3 を除いた 14 のパターンを実証する。パターン 1～8 が基本

形で、パターン 9～13 はその応用型となっている。パターン 9 はパターン 1、パターン 10 はパターン 2

と同じ配置であり、違いは設置する井戸が浅井戸（パターン 1,2）か深井戸（パターン 9,10）かであり、

浅井戸に対しては直流駆動型ポンプを、深井戸に対しては交流駆動型ポンプを設置する。パターン 14,15

は農業用途向けポンプを設置し、集落には配管せず、ポンプから農地内への配管・灌水を行う。この実証

結果を踏まえて、各集落の状況に応じて、住民はポンプと貯水槽の最適な組み合わせを選択することが

できるよう、モデル化する。 

実証する設置パターンの構成と設置先は表 18、パターン構成図は図 13 の通りである。普及・実証事

業開始後に、国際基準での井戸水の水質調査を行い、各パターンの設置先候補のうち水質基準をクリア

している井戸に対して提案製品を設置する。尚、水質基準をクリアした井戸の全てに設置し、各パターン

を複数箇所で実証することで、パターン毎の有意なデータが取れるようにする。 
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表 18 提案製品の設置パターン構成と設置先リスト 

 

※ポンプ種別の数字は、表 14 の No.に対照している。                     出典：JICA 調査団作成 

 

これを集落、井戸、ポンプ、貯水槽との位置関係を図示すると図 12 となる。 

 

  

パターン構成 井戸水位 水の使用用途
井戸と住宅の

高低差
井戸と住宅

の距離
ポンプ組合せ ポンプ種別

パターン
No.

設置候補先集落

浅井戸 生活用水 並行 近い 1台 ①直流 1
13 Rone Deuk
20 Khinine Amadou Ba

深井戸 生活用水 並行 近い 1台 ②ジェット 9
15 Boupou Niewo
19 Khinine Alassane-a

浅井戸 生活用水 並行 遠い 1台 ①直流 2
7 Rone Deuk
21 Fordiokh Band

深井戸
生活用水＋
農業用水

並行 遠い 1台 ③ジェット 10
14 Pagar
17 Boguel

受水槽付きポンプユニット（受
水槽への給水ポンプ1台＋受
水槽からの送水ポンプ1台）

浅井戸 生活用水 住宅が高い 遠い 直列2台 ①直流 4
5 Bayak
8 Karap Eulm

受水槽付きポンプユニット（受
水槽への給水ポンプ2台）

浅井戸
生活用水＋
農業用水

並行 近い 並列2台 ①直流 5
‐2 Tounde Maleye
3 Rone Deuk

受水槽への給水ポンプ2台＋
受水槽のみ

浅井戸
生活用水＋
農業用水

並行 遠い 並列2台 ①直流 6
11 Nos
12 Rone Deuk

浅井戸
生活用水＋
農業用水

住宅が高い 近い
直列2台＋1

台
①直流 7 9 Rone Deuk

浅井戸
生活用水＋
農業用水

住宅が高い 遠い
直列2台＋1

台
①直流 8

2 Kinine
16 Sally

受水槽付きポンプユニット（受
水槽への給水ポンプ1台＋受
水槽からの送水ポンプ1台）＋

受水槽のみを2基

浅井戸 生活用水 住宅が高い 遠い 直列2台 ①直流 11 ‐1 Yogi Indiaga

受水槽への給水ポンプ2台＋
受水槽からの送水ポンプ3台
の受水槽付きポンプユニット

＋受水槽のみ3基

浅井戸 生活用水 同じ 遠い
並列2台＋分

岐3台
①直流 12 22 Khinine Alassane-b

受水槽への給水ポンプ（深井
戸ジェット）＋受水槽からの送
水ポンプの受水槽付きポンプ
ユニット＋受水槽のみを2基

深井戸
生活用水＋
農業用水

住宅が高い 遠い 直列2台
②ジェット1台
＋①直流1台

13 9 Mbar

1ha農場向け 浅井戸 農業用水 - - 1台 ④自吸式 14 23 Galdame Neodo Bouyo

2.6ha農場向け 浅井戸 農業用水 - - 1台 ⑤自吸式 15 24 Tabene

22 ヶ所

受水槽付きポンプユニット

ポンプ＋受水槽のみ

受水槽への給水ポンプ2台＋
受水槽からの送水ポンプ1台
の受水槽付きポンプユニット

＋受水槽のみ

　合計設置候補先数
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図 12 提案製品の設置パターン 

 

 

 

パターン１（浅井戸）/パターン9（深井戸）パターン2（浅井戸）/パターン10（深井戸）

P P

パターン3 パターン4

設置先集落はなし

P1 P2

パターン5 パターン6

P2 P1 P2 P1

井戸

集落

T1

T2

T 集落 T 集落

井戸 井戸

畑 畑
T 集落 T 集落

井戸 井戸
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パターン7 パターン8

P3 P1 P2 P3 P1 P2

パターン11

P1 P2

※集落2の人口が少ないため、状況によっては、

"T3"を設置せず、蛇口だけでの対応も検討。

パターン12

P4

P2

P5 P1 P3

※3つの集落で、ほぼ60名ずつため、生活用水の需要は多い。

場合によっては、"P2"を設置しない事も検討する。

集落T2 集落 T2

T1 T1
畑 畑

井戸 井戸

T2 集落1

集落2 T3

集落3 T4 T1 集落1T2

井戸

集落2 T3 T1

井戸
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図 13 普及・実証事業における製品設置パターン図 

パターン13（深井戸）

P1 P2

※集落2は人口が少ないので、

T3を設置せずに蛇口での対応も検討する。

パターン14（農業-1ha）

P

パターン１5（農場-2.6ha）

P P

T2 集落1

集落2 T3 T1

井戸

生活用水用井戸のパターン図は側面図、農業用ポンプのパターン図は平面図とする。

農地には、市側に予算で点滴

システムの配管を行う。

細線は、その配管を示す。

井戸

井戸 井戸

畑

畑

脚注

P ポンプ

T タンク

太線：地上配管
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３－２－２ 投入  

日本側とセネガル側の投入は表 19 のとおりである。各パターンの実証のために、5 種類（表 17）の

ソーラーポンプシステムを導入する。当初はソーラーポンプシステムの機材のみを日本側の負担として

投入を想定していたが、チェップ市住民の強い意向により、汲み上げた水を貯めるための貯水槽もセッ

トで投入することとした。ただし、販売時のソーラーポンプシステムには貯水槽は含まず、普及・実証

事業においては、貯水槽と組み合わたモデルを確認することを目的に導入する。 

 

図 14 チェップ市からの貯水槽設置にかかるリクエストレター 

  



 

71 

 

表 19 普及・実証事業における日本側とセネガル側の投入 

 日本側 セネガル側 

人員： 

役割 

1. テラル社の人員：事業総括、提案製品使

用方法に関する技術支援・研修の講師 

2. コンサルタント：ODA 事業実施支援、

ビジネス展開支援 

3. 製品維持管理体制（積立金の徴収な

ど）・管理方法（清掃・使用ルールなど）

に関するアドバイス者 

4. 製品設置監理（SV の派遣）者 

1. チェップ市：事業の監理・監修、設置監

理者（適切に設置が行われるよう責任を

持って確認を行う） 

2. 各集落長：機材の管理 

3. 製品維持管理担当者：料金徴収（修繕費、

次回購入費用の積立）、ポンプの使用ル

ールの整備・フォローなどを行う 

機材 ソーラーポンプシステム（貯水槽含む） 

（詳細内訳は 

表 20） 

① 直流駆動（DC12/24V）ポンプシステム 

② 深井戸ポンプ（AC200V×400W） 

③ 深井戸ジェットポンプ（AC200V×

750W）システム 

④ 自吸式ポンプ（AC200V×1500W）シ

ステム 

⑤ 自吸式ポンプ（AC200V×2200W）シ

ステム 

1. 配管部品、蛇口などシステムのポンプシ

ステム本体以外の部材 

費用 1. 設置先までの製品の輸送費 1. ポンプ設置費用（施工・配管など） 

2. ポンプの使用方法に関する研修開催費

用 

3. 料金徴収者の交通費などの維持管理に

かかる費用 

その他 1. 普及実証事業期間中の機材所有権 

2. ポンプの使用・メンテナンス方法に関

する研修講師、マニュアルなどの説明

書 

1. ポンプの設置先用地（浅井戸）の提供 

2. 普及実証事業終了後の機材所有権 

※普及実証事業が問題なく終了した場合に

限る 

3. 設置した全機材の使用中（製品寿命まで

の使用を前提）の管理責任：故障・盗難

時の保証、メンテナンス状況の管理など 

出典：JICA 調査団作成 

 

投入機材の内訳・詳細は以下の通りである。 

  



 

72 

 

表 20 普及・実証事業にて投入する機材内訳 

製品 No 機材 メーカー 機種名 個数 

①直流駆動 

ポンプシステム 

直流駆動型ポンプ テラル PT-80DC 33 

レギュレーター     33 

砂こし器 テラル SF-20S 33 

太陽電池モジュール JCN 200W 66 

架台 JCN   33 

貯水槽     25 

②浅深用ジェット

ポンプシステム 

浅深用ジェットポンプ テラル KP-3405LT-1 3 

ソーラーインバーターシステム Solartech   3 

太陽電池モジュール JCN 210W 15 

架台 JCN   6 

貯水槽     5 

③浅深用ジェット

ポンプシステム 

浅深用ジェットポンプ テラル KP-3755LT-1 2 

ソーラーインバーターシステム Solartech   2 

太陽電池モジュール JCN 260W 16 

架台 JCN   6 

貯水槽     2 

④自吸式モートル

ポンプシステム 

自吸式モートルポンプ テラル MTP32-61.5 1 

ソーラーインバーターシステム Solartech PB2200L-G2 1 

水位センサー Solartech S-FS-P-01 1 

太陽電池モジュール JCN 265W 30V 9 

架台 JCN 3 連 3 

⑤自吸式モートル

ポンプシステム 

自吸式モートルポンプ テラル MTP40-62.2 2 

ソーラーインバーターシステム Solartech PB3700L-G2 2 

水位センサー Solartech S-FS-P-01 2 

太陽電池モジュール JCN 320W 36V 20 

架台 JCN 3 連 6 

1 連 2 

               出典：JICA 調査団作成 

 

３－２－３ 実施体制図 

ODA 案件の実施体制は、図 15 を想定している。日本側は、テラル多久株式会社が製造する 3 種類の

ポンプをテラル社へ納入（農事用 2 種類はテラル社製）し、外部調達する太陽電池モジュールおよび付

属部品（架台、インバータ、太陽電池モジュールなど）と合わせてソーラーポンプシステムとしてテラル

社が、チェップ市へ機材の提供を行う。コンサルタントとしてマイクライメイトジャパン社が ODA 事業

の実施支援を行う。 
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セネガル側は、チェップ市をカウンターパートとして、事業全体の監理を行う。ASUFOR が機材維持

管理を行い、各集落長が機材保管に責任を持つ。ポンプの設置は、現地施工会社が行い、ビジネス展開時

に販売代理店として想定している Grid Free 社が設置監理を行う。 

 

図 15 普及・実証事業の実施体制図 

出典：JICA 調査団作成 

 

３－２－４ 活動計画・作業工程 

2018 年 6 月に案件化調査が終了するため、2018 年春公募にて普及・実証事業に応募し、事業開始を

2018 年 12 月と想定している。各活動のスケジュールについては下表の通り。 
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表 21 普及・実証事業の活動計画表 

 

出典：JICA 調査団作成 

 

３－２－５ 事業額概算  

機材費はパターン毎のポンプ、およびポンプの種類によって太陽電池モジュール、架台、レギュレータ

ー、ソーラーインバーターシステム、水位センサーから成るソーラーポンプシステム、輸送費、関税を想

定している。この他、旅費、現地活動費、設置監理、管理費などが発生する。機材費の内訳は下表の通り。 

 

  

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1-1 設置業者に対して提案製品の取付方法の説明
（研修）を行う

1-2 製品の設置先候補の井戸水の水質調査を行い、
安全な井戸から設置先を確定する

1-3 提案製品を井戸深度、配列の異なる14パターン
で適切に設置する

1-4　各パターンの発電時間、給水量、砂埃の影響
など、提案製品の稼働能力を実証する

1-5　製品の導入効果（農業生産コストの削減およ
び水汲み上げ労働負荷の軽減）を実証する

2-1　現地で必要最低限の機能を明確化し、製品の
仕様を確定する

3-1　提案製品の使用方法に関するマニュアルを作
成する

3-2　井戸の使用者に対して使用方法についての研
修を行う

3-3(a)　水利用管理組合と連携し、提案製品のメン
テナンス方法（整備、使用ルール整備、清掃分担な
ど）の整備を行う

3-3(b)　水利用管理組合と連携し、運用資金に係る
管理方法（資金徴収方法、修繕積立など）の整備を
行う

3-4　3-3(a)、(b)の仕組みに沿って水利用管理組合
が実証機の維持管理を行う

3-5 住民に井戸水を飲料水用途で利用する場合の啓
発活動を行う

成果４
製品の普及計画が策定
される

4-1　自治体もしくは住民が製品を購入するのに活
用できる既存のファイナンススキームを検討する

4-2 販売先候補に対して広報セミナーを開催する

4-3　販売先候補地域（製品能力と井戸深度等が合
致する地域）の調査を行う

4-4　事業展開計画を策定する

2018年度 2019年度 2020年度
主な活動

成果2
販売用の製品仕様およ
び製品価格が確定する

成果3
提案製品が適切に利
用・維持管理される

成果１
提案製品の現地適合
性・有効性が確認され
る

業務計画書提出 進捗報告書提出 完了報告書

案提出
完了報告

書提出

#3 #4 #5 #6 #10

進捗報告書提出

機材の発

注・納品
船積み・輸送 施工・設

置確認

アンケート

作成
アンケート

実施

水質調査

仕様の検討

管理体制の内

容決め

管理体制の構

築

製品の適切な維持管理

啓発活動

内容策定
啓発活動実施

管理体制の

内容決め

管理体制の構

築

研修実施

使用方法マニュア

ル作成

結果取り

まとめ
研修実施使用方法マ

ニュアル作成
結果確認

稼働能力

の実証

稼働能力

の実証
稼働能力

の実証
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表 22 普及・実証事業の機材費概算 

費用項目 数量 金額（千円） 備考 

ソーラーポンプシステムパターン 1 2 式 1,947 

ポンプ、太陽電池

モジュール、架

台、レギュレータ

ー、インバーター

システムなど各パ

ターンのセット 

ソーラーポンプシステムパターン 2 2 式 1,947 

ソーラーポンプシステムパターン 3 0 式 0 

ソーラーポンプシステムパターン 4 2 式 2,502 

ソーラーポンプシステムパターン 5 2 式 2,193 

ソーラーポンプシステムパターン 6 2 式 2,193 

ソーラーポンプシステムパターン 7 1 式 1,369 

ソーラーポンプシステムパターン 8 2 式 2,737 

ソーラーポンプシステムパターン 9 2 式 2,295 

ソーラーポンプシステムパターン 10 2 式 2,526 

ソーラーポンプシステムパターン 11 1 式 1,400 

ソーラーポンプシステムパターン 12 1 式 1,923 

ソーラーポンプシステムパターン 13 1 式 1,563 

ソーラーポンプシステムパターン 14 1 式 575 

ソーラーポンプシステムパターン 15 1 式 1,389 

機材輸送費  1 式 4,500   

関税（ポンプ、太陽電池モジュール）  1 式 1,804   

合計 32,863  

出典：JICA 調査団作成 

 

３－２－６ 本提案事業後のビジネス展開  

チェップ市において普及・実証事業を実施することで、チェップ市をモデルケースとし、周辺住民に製

品の理解を深めてもらう。製品特性・メリットがチェップ市内へ浸透したところで、チェップ市へ本格導

入を図る。 

その後、チェップ市長が総裁を務める農業組合の AUMN や自治体組合などを通じて、ニャイ地域の小

規模農家・周辺自治体へと横展開を行っていく。AUMN は 28,519 名の農家から成り、メンバーの平均

的な農地面積は 1ha、約半数はポンプを設置しており、メンバーの 60%が人参、50%がジャガイモ、34%

が玉ねぎを栽培している。また、AUMN は、CIDA（Canadian International Development Agency）や

PADEN（Programme d'Aménagement et de Développement. Economique des Niayes）の資金を活用

して農業活動ができる環境づくりを行なっている。AUMN は、農家が地方銀行から融資を受け、信用を

担保するなどの取り組みも行なっており、組合の参加農家は、提案製品の購入時に信用担保の活用が見

込める。 

ある程度の台数が販売された段階で、ポンプの製造拠点を日本のテラル多久株式会社およびテラル社

からテラル社の海外工場（タイやインド）への移管を検討し、製造コスト削減および販売価格の低減に努

める。これにより、現地における購入ハードルを下げ、販売数を拡大していく。 
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３－３ C/P 候補機関組織・協議状況 

３－３－１ C/P 候補機関  

想定するカウンターパートは、セネガル国ルーガ州ケベメール県チェップ市である。チェップ市の市

長は、会員数 28,519 名を誇る農業組合 AUMN の総裁であり、ニャイ地域の小規模農家との繋がりが深

い。また、市長は周辺の自治体を束ねて組合を立ち上げ、自らその代表に就任している。チェップ市周

辺の自治体とは情報交換が行われており、周辺状況にも詳しい。 

このため、チェップ市において普及・実証事業を行い、モデルケース作りを行うことで、その後のビ

ジネス展開へのインパクトを大きく広げることが期待できる。 

 

図 16 チェップ市組織図 

出典：チェップ市からの聞き取り情報を基に JICA 調査団作成 

 

３－３－２ 協議状況  

チェップ市長との協議を重ねた結果、普及・実証事業に採択された際には、別添の Minutes of Meeting

（M/M）案に速やかに署名すること、ただし、M/M の内容は、採択後の更新版の内容を優先し、変更・

修正事項を反映した M/M に署名することに合意する MOU42を締結した。 

本 MOU では以下の役割・負担分担の合意を含んでいる。また、提案製品の導入後に、実証サイトで水

質原因の病気が井戸の使用者に発生した場合、当該病気に対してテラル社は責任を負わないことも本文

に明記している。 

 

  

                                                   
42 別添ⅠMOU 案 

市長: Mouhamed DIA

無給顧問で構成された委員会

委員会 会長 委員会 会長

教育と職業訓練 Massar GAYE Adama SARR Bara BEYE Maimouna KA 第一代理人 Assane SOW

若者とスポーツ・

エンタメ
Abdou KA Ndiaw KA Omar GUEYE Dame GUEYE Oumy DIOP 第二代理人

Diadji

NDIAYE
健康、市民、

社会活動
Awa BEYE Yony THIAW Khary DIAGNE Ndeye DIOP Saye DIENG 市長秘書官 Mboulé KA

環境・自然資源管理 Ila KA Oumar SOW Modou DIOP Penda GUEYE Aminata BA 戸籍係 Mbaye BEYE

文化 Fallou NDIAYE Aminata BA Fary DIENG Coumba CISSE Khady DIOP
プロジェクト

管理係
Abou DIALLO

住居 Oumar BA Abdou DIOP Ousseynou KA Daouda DIOP 庶務係 Coumba BA

財務
Assane

GUEYE

Modou

NDIAYE
Maimouna BA Anta NDIAYE

農業・漁業

・農畜産業
Djiby SOW Gora KANE

Mbene

MBOUP

Selemane

DIOP

計画策定 Assane DIOP Ngoud DIENG
Walimata

FALL
Talla DIOP

市場の管理 Aida BA Nogaye LO
Mouhamed

DIA

有給顧問で構成された委員会

構成員
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表 23 チェップ市と MOU で合意した役割・負担分担 

項目 
投入 

チェップ市 日本（JICA、テラル） 

機材購入費 

  □ソーラーポンプシステム（ポンプ、太陽電

池モジュール、架台）費 

 □設置先までのソーラーポンプシステムの輸

送費 

□配管、蛇口、取手などポンプシステム本体

以外の部材費 

□貯水槽 

実証機材の 

設置 

□設置先となるサイト（井戸）の設置許可の

取得 

  

□ポンプ設置費用（施工・配管など）  

□設置監理（適切に設置が行われるよう責任

を持って確認を行う） 

□設置監理（SVの派遣） 

実証機材の維

持・管理 

□普及実証事業終了後の機材所有権 

※普及実証事業が問題なく終了した場合に限

る 

□普及実証事業期間中の機材所有権 

□ポンプの使用方法に関する研修開催費用 
□ポンプの使用・メンテナンス方法に関する

研修講師、マニュアルなどの説明書 

□製品の維持管理の構築・運用 

・料金徴収（修繕費、次回購入費用の積

立）、ポンプの使用ルールの整備・フォロー

アップなどを行う担当者の配置 

・料金徴収者の交通費などの維持管理にかか

る費用 

□製品維持体制（積立金の徴収など）・管理

方法（清掃・使用ルールなど）に関するアド

バイス 

 

□設置した全機材の使用中（製品寿命までの

使用を前提）の管理責任 

・故障・盗難時の保証、メンテナンス状況の

管理など 

※製品の盗難があった場合には、チェップ市

が同様のものを新たに購入する。 

  

出典：JICA 調査団作成 

 

３－４ 他 ODA 事業との連携可能性 

 提案製品の普及において、JICA によって実施されている以下の 2 つの技術協力プロジェクトにおいて

連携可能性があると考えている。 

① 小規模園芸農家能力強化プロジェクト（2017 年～2022 年） 
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市場志向型農業アプローチ（SHEPアプローチ）の実践を通して、ニャイ地域農家の園芸農業による

収益の向上を目標とした案件である。当該案件の対象地域は、本調査の対象地域と同じニャイ地域であ

り、井戸を利用して農作物へ灌水している農家が多くある。当該地域において、現在は多くの農家がエ

ンジンポンプを使って井戸から農業用水の汲み上げを行っているため、燃料費が大きな支出となってい

るが、エンジンポンプを提案製品へ代替することにより、農家の農業生産にかかるコストが削減され、

当該案件の目標である、小規模園芸農家の収益の向上に貢献することができる。 

 

② 安全な水とコミュニティ活動支援計画フェーズ1（PEPTACⅠ）（2003年～2006年） 

従来行政に任されてきた給水施設の維持管理のうち中小規模のものについて、住民の資金、組織、人材

で自立的に実施できるよう、4 州 24 サイトにて、ASUFOR（住民参加型の水管理組合）の設立と強化、

ASUFOR・行政・民間業者の協力による維持管理体制の確立促進、2 サイトにおける水の管理活動から

派生した野菜栽培や家畜飼育などのコミュニティ活動の支援が行われた。当該案件は、本調査と同じル

ーガ州の他、ティエス、サンルイ、タンバクンダ地域で実施されている。これら対象地域では、住民参加

型の給水施設の管理運営、安全な水に係る保健衛生教育プログラムなどが行われており、ASUFOR、地

域住民および水管理委員の中に、水管理に係る能力・経験が蓄積されている。このため、提案製品の使用

方法、維持管理方法にかかる説明、提案製品の管理運営を、ASUFOR メンバーと連携して行うことを想

定している。 

 

３－５ ODA 案件形成における課題・リスクと対応策 

３－５－１ 課題・リスクと対応策（制度面） 

 実証用機材の持ち込みに対しては「寄贈品」扱いとして、関税はかからないと見られるが、通関で発生

する可能性もある。太陽電池モジュールおよびポンプの持ち込みにかかるその他の規制は特段ない。 

 

３－５－２ 課題・リスクと対応策（インフラ面）  

提案製品を運搬するにあたってのインフラ面でのリスクはない。ケベメール県中心部からチェップ市

へ向かう道の途中に、国道から外れた未舗装道路があるが、雨量がそれほど多くないため、雨季にも移動

に影響はない。チェップ市手前のケベメールまでの道路は 6m 幅で、土壌も固まっているため、自動車で

の通行に差し障りはない。 

製品の設置においては、系統電源などの動力および部品を必要とせず、独立的に設置が可能なため、特

段リスクはない。 

 

３－５－３ 課題・リスクと対応策（C/P体制面） 

本調査のカウンターパートはチェップ市であり、同市長より普及・実証事業に向けて協力の合意を得て

いるが、市長が何らかの事情により交代や自治体職員が異動した場合、チェップ市による協力関係が変

化するリスクが考えられる。市長の任期は 5 年、前回選挙が 2014 年であったため、今期は 2019 年まで

である。実際には、現チェップ市長は 20 年近く市長を司っており、市民との厚い信頼関係を構築してい

るため、普及・実証事業完了までに市長が交代する可能性は低い。 

住民との信頼関係を構築するためにも、市長と連携して協議を進めていく。何らかの理由で市長が交代
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するリスクへの対策としては、市長以外の自治体職員や住民に対しても、説明や広報を行うと同時に関

係構築に努め、同事業への理解を深めてもらうようにする。広く同市内の関係者の理解が進むことで、体

制変更があった際にも、新体制の下、スムーズに事業を継続するための協力を得ることができる。 

また、普及・実証事業の実施に際して、チェップ市に対して製品の設置にかかる費用および維持管理の

費用と役割負担を想定しているが、これにかかる予算措置が取れないリスクが考えられる。このリスク

を回避し融資先の目処を立てるため、調査の中で連携ができるファイナンススキームやプロジェクトを

探してきた（４－３－２にて後述）。また、行政では事前の予算確保が必要なため、2017 年のうちにチェ

ップ市長に対して負担費用の概算を共有し、予算計画への組み込みを働きかけてきた。 

 

３－５－４ その他課題・リスクと対応策 

提案製品は設置が容易であるという利点の裏返しとして、太陽電池モジュールとポンプを合わせた総

重量が 30 ㎏と、容易に運搬ができるため、盗難のリスクがある。このため、盗難リスクを回避するため

に、ポンプの取付工事において強固な設置を行う。デモ機の設置時にはポンプをアンカーで打ち込んだ

上でモルタルで埋め込んでいるため、盗難は困難である。また、太陽電池モジュールは架台とともに地面

にコンクリートで打ち付けているため、取り外しには大掛かりな工事を要し、盗難リスクは低い。 

加えて、実証地の選定にあたって、人目のつく場所など、盗難リスクの低いサイトの選定を行うととも

に、管理責任者を集落長とすることでリスクを低減する。設置にあたって、市内で普及・実証事業につい

て広報活動を行い、住民の理解促進にも努める。尚、普及・実証事業の対象地は、プル族が主を占める地

域であり、相互の信頼関係が強いため、盗難などをすると殺されてしまう可能性が高く、盗難の抑制力が

高い地域でもある。更に、万一盗難などがあった場合には、設置した全機材の使用中（製品寿命までの使

用を前提）の管理責任を負っているチェップ市が同様の製品を新たに購入することとしている（チェッ

プ市と MOU にて合意済み）。 

また、別のリスクとして井戸から取水した水が飲料水として利用される可能性がある。このため、普

及・実証事業にて製品の設置候補先井戸に対して、まず水質調査を実施し、水質上問題のない井戸に対

してのみ製品を設置する。その上で、井戸を利用する住民に対して手洗いなどの啓発活動を行う。さら

に、提案製品は既存の井戸に対して設置するポンプであり、元々その井戸にあった水の質を変えるもの

ではないため、製品導入後に、万一水質原因の病気が井戸の使用者に発生した場合、当該病気に対して

テラル社は責任を負わないことをチェップ市と合意している。 

 

３－６ 環境社会配慮等 

本案件は環境社会配慮については対象外である。 

 

３－７ 期待される開発効果 

 提案製品を活用した ODA 案件の実施により想定される開発効果は以下 2 点である。 
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表 24 普及・実証事業で期待される開発効果 

開発効果 現状 ODA 案件に想定される開発効果 

A．小規模農業従

事者の農業生産コ

ストの削減 

 

小集落において、小規模農園の農業

用水汲み上げのためにエンジンポン

プが一部採用されている。汲上時間

に応じて継続的に燃料代が生じ、生

産コストの負担が大きい。 

提案製品を用いて農業用水の汲み上げ

を行うことで、汲み上げにかかるラン

ニングコストがなくなり、製品の導入

前後で、使用者の農作物の生産コスト

が、0.5ha 辺り年間 6.2 万円前後削減さ

れる。 

B. 生活用水汲み

上げにかかる労働

負荷の軽減 

 

点水源給水施設の多くは、つるべ式手

汲み、もしくはハンドポンプ利用の

為、女性・子供が担う生活用水の汲み

上げにかかる肉体的労働負荷が高く、

また、時間を費やしている。 

提案製品 22 セットの導入により、既存

の手汲み井戸利用者 1,630 名43のうち

水汲みを担当している女性や子供の水

汲みに係る労働負荷が軽減され、労働

時間が一日 1 時間44削減される。 

出典：JICA 調査団作成 

  

                                                   
43 表 15 の各井戸の利用人数を合計して算出。設置候補先井戸の全てにおいて水質基準がクリアし、機材導入が行えた場合の人数。 
44 KARAPEUM 集落における聞き取りによると、一日の生活用水汲み上げは、10 バケツ分を 3 回行っているため、1 バケツの汲み上げ

の所要時間が 2 分であった場合、10 バケツ×3 回×2 分＝60 分である。 
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第４章 ビジネス展開計画 

４－１ ビジネス展開計画概要 

提案製品は、セネガル国において、井戸からの水の汲み上げにかかる市場をターゲットとして展開して

いく。提案製品は直流型ソーラーポンプシステムであるが、本調査の中で水位が深い井戸や、農場のため

により多くの水量を汲み上げるニーズがあることが明らかとなったため、これらの用途に対応した交流

型ソーラーポンプシステムも提案製品と合わせて展開していく。 

井戸から農業用水を汲み上げて小規模農園を営んでいる農村部の農家の一部ではエンジンポンプを使

用しているが、燃料代が大きな負担となり農業生産コストを大きくしているため、これの代替として提

案製品の普及を進める。また、管路系給水施設が未整備であり、井戸から生活用水の汲み上げを行ってい

るために水汲みにかかる労働負荷が課題となっている地域へも導入を図る。このため、販売先は小規模

農家および給水施設の整備を担う自治体とする。購買力の低い小規模農家への販売にあたっては、製品

購入のためのマイクロファイナンスの活用や国際機関と連携することで購入者の費用負担を抑える。 

ポンプの生産は当面は日本で行い、太陽電池モジュール等の残りの部材と組み合わせて、現地の代理店

販売方式で販売する。現地では、販売代理店候補の Grid Free 社がシステム化して営業および販売を行

い、現地施工業者へ外注してポンプの取付設置までを行う。販売数が拡大したタイミングで、ポンプの製

造拠点を提案企業の海外拠点へ移すことで、製造コストを削減し、製品価格を低減させて販売数を拡大

していく。 

 

４－２ 市場分析 

４－２－１ 市場の定義・規模  

（１）市場の定義 

提案製品がターゲットとしているのは、セネガル国における井戸からの水の汲み上げにかかる市場だ

が、これを①農業用水および②生活用水の二つに分けて整理する。 

 

① 農業用水の汲み上げにかかる市場 

同国では、小規模農家の多くは、年に一度の雨季時の雨水を利用して作付けを行っている。灌漑を行う

にも、管路給水施設の水は高価な水道料金が発生し、また、給水塔の中には使用量制限もあることから、

使用量の多い農業用水には不向きである。さらに河川は国境沿いの 2 本の川しかなく、河川を利用した

灌漑も限られている。 

実際、ニャイ地域において農業用水の水源を、水道料金が発生する給水塔からの水としているのは全体

の 20％程度に留まる45。残りの 80％は河川からの灌漑や、水道料金のかからない井戸からの利用と考え

られる。水源が浅く、且つ、土地が肥えており農業に向いているニャイ地域では、井戸から取水している

ケースが多く、ニャイ地域において小規模園芸農家の支援を行っている JICA「小規模園芸農家能力強化

プロジェクト」の対象地においても、浅井戸の利用があることが判明している。 

提案製品は、井戸からの農業用水揚水方法として、エンジンポンプを採用しており、燃料代が大きなコ

スト負荷となっている農家を販売ターゲットとする。 

                                                   
45 OFOR の Directeur des etudes de la planification、Lamine Ka 氏への聞き取り（2017 年 7 月 18 日） 
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② 生活用水の汲み上げにかかる市場 

給水塔からの管路型給水が普及しておらず、点水源給水に頼っている地域においては、生活用水の確

保のためにも井戸が利用されている。それら井戸の多くは手汲み式であり、水汲みを担う女性・子供へ

の労働負荷が課題となっている。提案製品は、井戸の利用が多く、また、これらの課題を抱える地域を

ターゲットとしている。  

 

（２）市場規模・成長性 

テラル社は特に農業が活発、且つ、地下水源が豊富なセネガルの大西洋海岸沿いに位置するニャイ地域

への展開を見込んでいる。当面の市場と見ているチェップ市が所在するルーガ州は、人口約 97.6 万人、

ニャイ地域に含まれるティエス州、サンルイ州と合わせて約 309 万人を有する。このうち、ニャイ地域

は各州の沿岸部のみであるため、各州の 1/3 の人口がニャイ地域に居住していると仮定すると、ニャイ地

域の人口は 103 万人となる。このうち、①農業用水および②生活用水汲み上げにかかる市場規模は以下

のように推計される。 

 

① 農業用水汲み上げにかかる市場 

ニャイ地域の人口 103 万人のうち、農村部人口 78.3%（2013 年）46の大半が何かしらの農作物を生産

し、小規模農業を営んでいると考えられるため、農業用途で 806,490 人、80,649 台（1 世帯 10 人想定）

程度の提案製品に対する潜在需要があることになる。 

 

② 生活用水汲み上げにかかる市場 

管路系給水へのアクセス率（2013 年）47が全国平均 62.7％であることから、ニャイ地域 103 万人のう

ち残りの 37.3％の約 38.4 万人が井戸などの点水源給水を利用し、提案製品の潜在需要層であると考えら

れる。提案製品 1 台につき 36 人48が使用する場合、10,672 台の需要が見込まれる。 

 

その他、PEPAM によると、深度は不明だが浅井戸の利用が多い地域として特に、①地盤が硬く、給水

塔を建てても水が十分に出ない地域（ケルグ、タンバクンバ）、②生活習慣上井戸を好む地域（カサマン

ズ 3 州）があり49、潜在市場となりうる。 

セネガル政府は給水率向上の目標達成のため、これまで給水塔による給水網を拡大させており、今後も

その方針は継続するが、給水塔からの水道料金は、農業用水には高価かつ、地下水の枯渇リスクから使用

制限がある場合もあるため、今後も主要な農業用水源とはなり得ない。しかしながら、食料自給率向上、

農家の所得向上、一次産業の振興を掲げ、成長が求められている農業分野では、今後農業生産量の増大、

生産面積拡大のため農業用水インフラの整備が求められる。河川からの灌漑設備は、河川から距離が近

い地域に限定されてしまうが、井戸はニャイ地域を中心としたより広範囲の地域において安価に掘削し

て用水源とすることができる。このため、農業の拡大とともに井戸からの農業用水汲み上げにかかる需

                                                   
46 独立行政法人国際協力機構,株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション. 2016. セネガル国環境と経済が調和した村落開発推

進計画調査（エコビレッジ推進計画）（開発計画調査型技術協力）報告書.2016.p1-3 
47 世界銀行.Local Development Reform Support Programme Phase1 （PARDL-Ⅰ）.2016. p.5 
48 平均的な人数として、1家族 6名（年長の母親＋5人程度の子供の家族（夫婦＋子供 3名））、6家族で計 36人と計算。 
49 PEPAM Chef Division des Operations, Babacar Ndiaye 氏への聞き取り（2017 年 7 月 19 日） 
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要は高まるとみられ、ポンプ市場は拡大していくと考えられる。 

 

４－２－２ 競合分析  

競合となり得る製品としては、①対象地域で流通しているエンジンポンプ、②流通量はエンジンポンプ

ほどではないが国際機関のプロジェクトなどで導入実績のあるソーラーポンプが存在する。 

①エンジンポンプについては、中国製品が 2 万円以下50からと安価な価格帯で流通しているが、ポンプ

部の早期の故障率が高い。現地調査の聞き取りでは、中国製品は半年で故障しており、既に数台目を購入

している住民もいた。中国製のエンジンポンプの製品寿命は極めて短く51、ライフサイクル全体でのトー

タルコストおよび燃料（ガソリン）を購入するための交通費・労務を考慮すると提案製品に優位性が出る

と考えている（２－３－２（２）カ．参照）。 

②セネガルで流通しているソーラーポンプは、交流駆動型である。従来の交流駆動型ポンプを使用した

システムでは、発電された直流電流を交流に変換するためのインバータが必要なためコスト高となって

いる。しかし本提案製品はテラル社が独自開発した直流駆動ポンプを使用することで、交換が必要なイ

ンバータに係るコストを不要としている。日本国内での実績値として概ね 10 年間の製品寿命を持つ提案

製品は、ライフサイクルコストで比較したときに、競合製品より安価となる。 

また、提案製品は、井戸水位を確認するセンサーが付いた保護機能を持ったコントロールパネルを付帯

しており、水位が低いと自動的にポンプの稼動が止まるようになっている。保護機能が付帯された直流

の小型ソーラーポンプは、現時点では存在しない。 

 

表 25 競合製品比較表 

メーカー 製品価格 維持管理 長期利用性 施工性 

テラル社製 
（直流型ソー
ラーポンプ） 

○：バッテリー、イ
ンバータ等の消耗
品が不要な必要最
低限の仕様に留め
たことで、コスト抑
制を実現 
 

◎：太陽光発電を動
力とするため燃料
代がかからない。イ
ンバータ、バッテリ
ー不要で部品交換
不要 

○：ポンプ（5～10
年）、太陽電池モジ
ュール（17 年）と長
寿命 
独自の保護機能を
搭載しており、壊れ
にくい 

○：左記の通り、簡
素な構成のため、複
雑な施工能力不要 
現地施工が容易 

中国製エンジ
ンポンプ 

◎：安価 ×：使用時間に応じ
て燃料代がかかる 

×：半年程度で故障  ○：ポンプ部分のみ
のため、浅井戸に設
置するだけで施工
は容易 

インド製エン
ジンポンプ 

◎：価格は入手でき
ていないが安価と
思われる 

×：使用時間に応じ
て燃料代がかかる 
 

×：1 年程度、2 年
目からは毎月修理
が必要 

○：通常のエンジン
ポンプと同様 

欧州製ソーラ
ーポンプ 

◯：提案製品と同価
格帯から少し高価 

◯：3～6年の製品保
証 

プロトタイプでの導入であり、どういっ
た製品かは不明（機密情報のため入手で
きず） 

出典：現地調査での聞き取り結果を基に JICA 調査団作成 

 

                                                   
50 ２－３－２（１）アの結果、調査を行った集落で所有していた中国製エンジンポンプは 10 万 CFA 前後であった。100,000×

0.17754= 17,754 円 
51 チェップ市の住民へ聞き取り（2017 年 5 月 17 日）では、半年で故障していると証言している。 
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４－３ バリューチェーン 

４－３－１ 製品・サービス  

販売する製品は、提案製品である「直流駆動ポンプ（DC12/24V）」に加え、本調査の中で明らかとな

った、深井戸や農業用途に対する住民のニーズから、深井戸に対応した浅深用ジェットポンプ 2 種とよ

り汲上量の多い自吸式モートルポンプ 2 種を加えた下表の 5 製品を想定している。 

 

 

 

 

 

 製品の種類は、使用者の水の必要量および水位の深さに応じて選択することができる。使用人数によ

り異なるが、製品選択の目安としては、浅井戸で生活用水のみ、もしくは小規模家庭菜園向けの灌水程度

の場合 1.直流駆動ポンプ、深井戸（水位が 8m 以上）で 1ha 未満の農地向け灌水を主とするのであれば

2.または 3. 浅深用ジェットポンプ、浅井戸で 1ha 規模の農地向け用途には 4. 自吸式モートルポンプ

（1,500W）、浅井戸で 2ha 規模の農地向け用途であれば 5. 自吸式モートルポンプ（2,200W）である（製

品選択の目安についても、普及・実証事業の中で実際の汲上量や農地への灌水必要量を踏まえ、精緻化す

る）。 

 

表 26 販売製品の価格と基本仕様 

No. 製品名 型式 
ポンプ定格

出力（W） 

汲上高

（m） 

汲上量 

（㎥／日） 

販売価格

（円） 

1 
直流駆動ポンプ

（DC12/24V） 
PT-80DC 80 

7 

（浅井戸） 
4.8  

2 浅深用ジェットポンプ KP-3405LT-1 400 
12 

（深井戸） 
14.4  

3 浅深用ジェットポンプ KP-3755LT-1 750 
17～25 

（深井戸） 
19.44～16.2  

4 自吸式モートルポンプ MTP32-61.5 1,500 
6 

（浅井戸） 
55 

 

5 自吸式モートルポンプ MTP40-62.2 2,200 
6 

（浅井戸） 
144  

出典：JICA 調査団作成 

 

４－３－２ バリューチェーン 

（１）バリューチェーン概要 

提案製品の生産から販売までのバリューチェーンは下図の通りである。 

非公開 

 

非公開 
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図 17 調達から製品管理までのバリューチェーン 

出典：JICA 調査団作成 

 

A. 設計・調達・製造 

事業本格化までの間、1.直流駆動型ポンプおよび 2.3. 浅深用ジェットポンプの生産は、テラル社グル

ープ内のテラル多久株式会社の佐賀工場にて行い、4.5. 自吸式モートルポンプについては、テラル社の

広島工場にて行う。本格的に販売台数が増加するタイミングで、テラル社海外製造拠点（中国、台湾、タ

イ、インド等）へ製造ラインの移管の検討を行う。ポンプ以外の部材は全て外部調達であり、特に主要パ

ーツである太陽電池モジュールについては中国製を使用する。 

 

B. 販売 

テラル社およびテラル多久社のポンプをセネガルの現地販売代理店に対して輸出販売する。現地販売

代理店はポンプ以外の部材（太陽光モジュール、架台など）を中国より調達し、ポンプと組み合わせてソ

ーラーポンプシステムとして、地方自治体や農業組合などに対して販売する。販売の際は、現地販売代理

店が、井戸へのシステムの設置・施工監理、メンテナンスを含めてサービスを提供する。 

 

C. 設置 

井戸へのポンプの設置・施工は、現地の販売代理店の責任の下、現地の施工業者へ外注して行う。 

 

D. 購入 

エンジンポンプにより恒常的に燃料コストが生じている小規模農家等に対して、また、住民が点在して

居住し管路系給水施設の整備が難しい地方自治体に対して、提案製品の販売を行う。ただし、提案製品は

開発途上国における利用を想定した低価格帯モデルではあるものの、一人当たり GNI が 950USD（2016

年）1であるセネガルにおいて、提案製品を必要とする農村部の農家個人に対して一括販売することは難

しい。よって、農業用途での販売に際しては、CNCAS などの農業系金融機関やマイクロファイナンスを
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行っている機関のファイナンススキーム、UNIDO などの国際機関のプロジェクトと連携して、購入資金

の確保を行いながら販売を進める。 

 

E. 管理 

提案製品は、地方自治体や農業組合が購入の上、地方自治体の住民もしくは農家が製品の使用者とな

る。地方自治体が購入し公共の設備として保有する場合には、集落長や水利用者管理組合などが製品の

管理・運営を行う。普及・実証事業の中で、提案製品のメンテナンス運用管理方法（整備、修繕費積立、

使用ルール整備、清掃分担など）、運用資金に係る管理方法（資金徴収方法、修繕費積立など）の整備を

行い、これに基づいて製品を管理していく。また、製品の技術的なメンテナンスについては、販売代理店

が製品の販売時に製品とセットで 5 年間程度のメンテナンス契約を結び、その間メンテナンスを行うこ

とを想定している。メンテナンス契約期間は一旦 5 年間とした上で、製品の使用方法・摩耗状態に応じ、

契約期間を更新する。 

 

（２）製品の購入方法 

提案製品の購入方法としては、①農業用水向け（個人購入）、②生活用水向け（公的購入）で購入者が

異なるため、異なる購入方法をとる。 

① 農業用水向け（個人購入）での製品購入方法 

農業用水向けは、農家が地方自治体もしくは地方自治体内の農業組合を通じて、金融機関から融資を受

け、製品を購入する想定である。地方自治体もしくは農業組合は、各購入希望農家の借入額をまとめて金

融機関に対して融資申請を行い、融資金を用いて製品を購入する。 

融資の仕組みとしては、貸し倒れリスクを回避したい金融機関に対して、地方自治体やイスラム開発銀

行などが金融機関に対して保証を付与する。さらに、FonGip による信用担保を活用することで、地方自

治体もしくは農業組合は金融機関から保証金の 3 倍の額の融資を受けることができる。 

各農家は、収穫期に農作物の販売収入を使って、地方自治体もしくは農業組合へ返済を行う。返済が完

了するまでは、地方自治体もしくは農業組合がポンプを所有し、各農家に対してポンプを貸与するが、返

済が完了した段階で各農家がポンプを取得する。 
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図 18 農業用途での製品購入時関係図 

出典：JICA 調査団作成 

 

農家による金融機関への年間・各回返済額を以下の場合について算出した。 

 

  
非公開 
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表 27 農家による金融機関への返済パターン毎の返済金額 

借入金額（ドル） 金利 返済期間 
返済金額 

（ドル/回） 

返済金額 

（ドル/年） 

返済金額

（円/年） 

      

      

      

出典：JICA 調査団作成 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非公開 
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表 28 ガソリン使用量毎のエンジンポンプにかかる費用（年） 

ガソリン使用

量（L/年） 

ガソリン代

（CFA/年) 

ポンプ代＋修理

代（CFA/年） 

エンジンポンプ

にかかる費用

（CFA/年） 

エンジンポンプ

にかかる費用

（年/円） 

製品購入時の返

済額との比較 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

                         出典：JICA 調査団作成 

 

 

 

 

② 生活用水向け（地方自治体などによる公的購入）での製品購入方法 

地方自治体による給水インフラの整備・拡充を目的とした製品購入の場合の方法である。給水施設は各

自治体が住民に対して提供しているため、自治体の予算にて製品を購入し、公共サービスとして製品を

住民に対して提供する。購入資金は、ADL などから配布される自治体の予算やドナーからの資金となる。 

現地販売代理店が、地方自治体に対して製品を販売し、井戸への設置・施工および 5 年間のメンテナ

ンスを行う。製品を使用する住民は、地方自治体に対して製品代金は支払わないが、水使用量に応じて水

使用料や維持管理にかかる費用を支払う。 

  

非公開 
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図 19 生活用途での購入関係図 

出典：JICA 調査団作成 

 

（３）製品購入資金支援のスキームとその協議状況 

 ４－３－２（２）バリューチェーン D. 購入に関し、提案製品を取得・購入するためのファイナンスス

キームやプロジェクトとの連携・活用可能性の確認を行った。その中でも、UNIDO のプログラムを活用

して提案企業のビジネス展開を進める。UNIDO はチェップ市と共にプロジェクトを行っており、第三回

現地調査ではチェップ市にてソーラーポンプに関するイベントも開催し、提案製品の紹介を行っている。

今後実証機を導入した後、現在開発中の、チェップ市・イスラム開発銀行の資金に FonGip（担保機関）

が信用供与し、CNCAS、IFC などと連携する UNIDO のマイクロファイナンスのプログラムを活用する

ことで、農家による提案製品の購入を実現する。 

UNIDO のマイクロファイナンスをビジネス展開時の主軸としながら、今後もその他の機関やプロジ

ェクトとも協議を重ねて、中長期的に農家による製品購入方法のオプションを広げていく。その他の連

携可能性のある機関・プロジェクトの概要および協議状況は以下の通りである。 

 

① UNIDO（United Nations Industrial Development Organization：国際連合工業開発機関） 

＜PARFA（Agricultural Value Chains Resilience Support Project：農業バリューチェーン・耐性向上

支援プロジェクト）＞ 

■概要 

- 農家のビジネス支援を目的とし、農業全体のバリューチェーンの改善を行い、生産品の多様化等を通

じて、農業分野における生産性の向上を目指すプロジェクトである。 

- PARFA は PAFA（農業セクター支援プロジェクト）をベースにし、再生可能エネルギーに重点を置

いている（現時点でも両方のプロジェクトが存在している）。 

- PAFA は IFAD が主導しているが、PARFA は UNIDO が主導している。 
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■対象地域 

- 対象の州は、中央セネガルのジュルベル、ファティック、カオラック、カフリンと北部のルーガの 5

州各 4 箇所である。 

■案件の内容・状況 

- PAFA は 20ha 規模の農場整備を行っており、カフリン州で 1 箇所が完了、ルーガ州で 2 箇所を検討

中である。 

- PARFA は小規模（1ha～1.5ha）の農場整備を、5 つの州に各 4 箇所ずつ計 20 箇所で行う予定で、

現在、検討開始段階である。各地域の食糧確保が目的なので、個人所有ではなく市営農場とする。 

- 地域及び人数は分からないが、生活用水用の井戸及びソーラーポンプシステムの需要があるかも知

れない。 

- PAFA では、8kW クラスのシステムまで、LORENTZ 製のソーラー直流ポンプシステムを使用して

いる。 

- PAFA が整備を行ったカフリン州の農場は、ガンビア川に近く水位が浅い模様。1ha 単位で 20 箇所、

井戸を掘り手動ポンプを使用している。 

■今後の連携可能性 

- 生活用水、及びカフリン州の 1ha システムについて、連携可能性協議を引き続き行っていく。 

 

＜バリューチェーン改善のためアグロポール（農業団地）の建設＞ 

■概要 

- 生産、加工、物流、仲買、輸出会社などバリューチェーンを一貫して行うことができるようにしたエ

リアであるアグロポールを建設するもの。 

■対象地域 

- 当初、セネガル東西南北（中央セネガルに変更）のモデルとして、ファティック州、カオラック州、

カフールー（カフリン州に変更）に建設する予定であったが、加えて、ルーガを例外的に入れること

になった。 

■案件の内容・状況 

- アグロポールの中には、水やエネルギーの整備が含まれているので、提案製品との連携を模索したい

意向がある。 

- アグロポール建設に関して UNIDO は JBIC に資金支援を要請し、前向きな反応を得ている。また、

アフリカ開発銀行が北部で実施する米生産プロジェクトの実現可能性調査（FS）52の費用を出資す

ることが決まっている。 

- アグロポールを通じて、セネガル北部で生産されている米プロジェクトを実施予定である。 

- IFC は UNIDO からセネガル開発プランの策定を一任されており、IFC のほか、米生産プロジェク

トを行っている JICA も参画予定である。 

■今後の連携可能性 

- アグロポールの詳細・進捗をフォローし、アグロポール内にて行われる予定の米や農産物栽培用に、

提案製品の活用の可能性を引き続き協議していく。 

                                                   
52 Pre-Feasibility Study の実施は終了している 
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② CNCAS（Caisse National de Credit Agricol：セネガル農業金融公庫） 

■概要 

- マイクロファイナンスを行っている融資会社で、CNCAS の貸出先の 2/3 は一次産業が占める。 

- 年利 12.5%だが、政府と共同事業を行うことで、政府が 5%を負担し、農民は実質 7.5%で借りるこ

とができる。地方自治体が保証した上で、金利 8%であれば、事業が成立すると考えている。 

- 融資を受けるためには、ビジネスプランの提出が必要である。例えば、3 カ年程度のビジネス計画の

ほか、システムの種類と設置場所、採算性などの項目である。技術的に設置するサイトの状況や現地

の要望との合致性、投資効率などが重視される。 

■案件の内容・状況 

- CNCAS は農民を対象にした FS を実施している。昨年（2017 年）は 1 億 CFA（約 1,775 万円）の

資金を農家に貸出して種・肥料の購入支援を行った。結果が良かったため、次のフェーズとして 1 億

CFA（約 1,775 万円）の資金を元にバリューチェーンの改善に向けた調査を行っている。 

- 通常の農作物を栽培し販売するプロセスに融資を行っている。種、肥料の購入代金に、2017 年は 10

億 CFA（約 1 億 7,754 万円）融資したが、2018 年も同額の融資を予定している。 

- 農作物の買取りにかかる融資は、2017 年は 2 億 CFA（約 3,551 万円）であったが、今年も同額の融

資を予定している。PADEN が 2018 年 3 月でプログラムを終える為、今後は灌漑に対しても銀行が

融資を行う必要性がある。そのため、現在、準備を進めている段階である。 

- 欧州の会社からもソーラーポンプシステムの提案があり、CNCAS、欧米のソーラーポンプ販売会社、

農家組合の 3 者で MOU を締結している。 

- 女性への融資プログラムで UNIDO と 1 回組んだことがある。 

- IFC とは、2014 年より IFC が実施している米の保管ならびに販売管理のための倉庫入出金システ

ムのスキーム構築に関するプロジェクトを応用し、野菜の保管ならびに販売管理のための倉庫入出

金システムのスキーム構築を検討中である53。 

- CNCAS としては、環境問題の観点から 2020 年までにエンジンポンプへの投資をなくし、ソーラー

ポンプシステム化を進めていく方針である。そのため、2020 年に向けて、ソーラーポンプシステム

への切替えを図る準備を進めている。 

■今後の連携可能性 

- CNCAS は、普及・実証事業後に、UNIDO を含めて連携してプログラムを作りたい意向がある。 

- 農家にソーラーポンプシステムを認めてもらい、現地から製品ニーズを得ることで、融資の可能性が

高まるというアドバイスがあり、現地のニーズと提案システムの合致性を高めていく。 

- PARFA などを通じて連携協議を進める。 

 

③ IFC（International Finance Cooperation：国際金融公社） 

■概要 

- IFC では、①民間企業への投資、②ビジネス実施に対するアドバイス・カウンセリングを行ってい

                                                   
53 このスキームは、セネガル国内で“Systeme de Recepisse d’Entrepot de Marchandises au Senegal”(Loi no 2017-29 du 14 Juillet 

2017 portant)として法律化されており、現在、大統領令が発令されるのみとなっている。 
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る。 

- IFC が実施する灌漑ビジネスモデルでは、①融資を受けたい企業に直接 IFC が融資をするモデル、

②銀行を介して融資を受けたい企業に融資を行うモデルの 2 パターンあるが、灌漑について理解を

していない農家を対象とした灌漑に関するアドバイスや、農地を作るアドバイスを行うことも可能

である。 

■案件の内容・状況 

- 灌漑プロジェクトについては、セネガルではまだ例がないが、実施に向け、JICA などからヒアリン

グを行っている。 

- IFC は UNIDO からセネガル開発プランの策定を一任されており、アグロポールの各プロセスを取

りまとめた団体を設立予定である。 

- 融資に関しては、IFC は民間企業に限り、直接融資することができる。そのため、チェップ市のよう

な公的機関に対して融資する場合は、銀行を介しての間接的な融資となる。 

- IFC は総額のうち、50%を上限としての融資が可能である。 

- チェップ市はテラル社との普及・実証事業および提案製品導入のため、2018 年予算として 1,000 万

CFA（約 176 万円）を請求54している。チェップ市が本プロジェクトで 1,000 万 CFA（約 176 万円）

使用することになった際に、銀行に 1,000 万 CFA（約 176 万円）の引き出し依頼をする。これに

FonGip より 1,000 万 CFA（約 176 万円）の担保を付けることで、この 2,000 万 CFA（チェップ市

の予算 1,000 万＋担保 1,000 万 CFA）に対し、銀行からその 3 倍の 6,000 万 CFA（約 1,065 万円）

の融資まで引き上げることができる。 

■今後の連携可能性 

- PARFA を通じて IFC、UNIDO、テラル社と連携したプロジェクトの可能性はある。 

- チェップ市を通じて融資協議を進める。 

 

④ PUDC （Programme d’Urgence de Développement Communautaire：緊急コミュニティ開発計画） 

■概要 

- PUDC は、電気、水、運輸・道路、労働負荷の地域格差を解消するために政府が構築したプログラ

ムである。そのため、資金は政府が拠出している。 

■案件の内容・状況 

- 現在第 1 フェーズが終わった段階で、第 2 フェーズが開始されるところである。 

- 水関連事業では、PUDC が給水塔の建設を行い、OFOR は PUDC から引き渡された給水塔を管理す

る関係として、PUDC は OFOR と連携して給水塔の建設計画を検討している。 

- 水道部門では現在、①給水塔による中央管理型のソリューション、②（提案製品のような）分散型の

ソリューション、の 2 タイプの施設を建設している。 

■対象地域 

- 給水塔が整備できないケルグ等南部地域で、提案製品の活用に興味を示しているが、浅井戸ではなく

深井戸の対応が必要となる。 

                                                   
54 チェップ市が 2018 年予算として請求している 1,000 万 CFA は、中央政府に依頼するが、銀行がチェップ市の代わりに 1,000 万 CFA

確保するというものである。 
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■今後の連携可能性 

- ケルグでは 1 時間 1～20 トンという幅広い取水ニーズが存在している。PUDC で第 1 フェーズを行

った結果、再エネの活用等、様々な声があがっている。PUDC としては、第 1 フェーズとして 1～2

台のポンプをテスト導入したのち、第 2 フェーズとして 10 台規模でポンプをテスト導入する形でフ

ェーズを分け、徐々に拡大していくようなアプローチを取りたいと考えている。 

- 分散型ソリューション事業を行っているものの、ケルグは対象地域のチェップ市と離れた立地であ

ることから中長期的な関係構築に留める。 

 

⑤ PAMCAS（Partenariat pour la Mobilisation de l'Épargne et du Crédit Au Sénégal：セネガル信

用貯蓄パートナーシップ） 

■概要 

- PAMCAS は農業活動に対してもマイクロファイナンスで融資している金融機関である。 

- 貸出額のうち農業関連が 20%を占めている。 

■案件の内容・状況 

- 年利 18％で購入資金の貸付が可能であり、返済期間はプロジェクトによって異なる。 

- 帳簿の付け方などのソフトスキル支援も意欲的に行っている。 

■今後の連携可能性 

- 農民への融資候補先として留意する。 

 

⑥ ADL（Agence de Développement Local：地方開発局） 

■概要 

- ADL は地方自治体をサポートする役割を持つ政府組織で、自治体のドナー探索の支援や、ドナーに

対して、カウンターパートに最適な自治体をリストアップして提案することも行っている。 

- 2016 年まで ADL は自治体に対する予算の配賦を行っていたが、2014 年の自治体改革に伴い、その

役割は担わなくなった。なお 2017 年は例外的に 2,700 万 CFA（約 479 万円）の配賦を行っている。 

■案件の内容・状況 

- 現在の自治体の予算は、①地方税（戸籍にかかる税や市場の税等）、②職員給与のための交付金、③

投資目的の交付金、④自分で見つけたドナーからの支援金で構成されている。 

- ADL の資金は自治体が自由に活用可能である。2015 年は国全体で 15 億 CFA（日本円で約 2 億 6631

万円）であった。 

■今後の連携可能性 

- 自治体は 600 程度あるので 1 自治体あたり平均して 500 万円程度の資金配賦となる。自治体を通し

て、提案製品購入のための予算確保に活用する。 

 

４－４ 進出形態とパートナー候補 

４－４－１ 進出形態  

テラル社は提案製品をセネガルへ輸出し、現地代理店販売方式にて販売を行う。提案製品は開発途上国

に必要最低限の製品仕様としたため、施工が容易な製品であり、専門のポンプ設置会社でなければ設置
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できないものではない。また直流駆動型ポンプを採用している提案製品は、ポンプ耐用年数が長く、アフ

ターサービス、メンテナンスが生じる可能性も極めて少ない、ほぼ“売切り”型の製品であるため、現地

代理店を通じた販売は比較的容易と考えられるため、代理店販売方式とする。 

 

４－４－２ パートナー候補  

Grid Free 社を現地のビジネスパートナーとする。Grid Free 社はセネガルにおいて独立電源の事業を

展開している現地企業であり、太陽電池モジュールや架台の他、インバータなど、交流型ポンプのシステ

ム化に必要となる部材の調達および同国内での販売実績を有する。加えて、農家に対してソーラー製品

の紹介も行っている。このため、同社をテラル社ポンプの現地販売代理店候補として選定した。同社は、

テラル社のポンプと、ポンプ以外の部材である太陽電池モジュール、架台などを外部調達し、これらを合

わせてシステム化の上、現地販売代理店として販売を行う。販売時には施工会社に設置工事を外注して

施工し、営業から販売・設置監理までを担うことを想定している。 

 

４－５ 収支計画 

４－５－１ 収支計画  

 提案製品の販売先は、初期は普及・実証事業を実施するチェップ市の住民・農家とする。普及・実証事

業にて導入したソーラーポンプシステムをモデルケースとして、住民に対してその製品能力や設置パタ

ーンの理解を促進し、事業実施後には各住民・農家の環境に合ったポンプの種類および設置デザインを

選択してもらう。 

販売台数は、全製品合計で 1 年目に 100 台、3 年目に 500 台強、5 年目に 1,700 台程度の販売を目指

す。ニャイ地域は農業の盛んな地域であり、ほとんどの住民が何かしらの農作物を栽培していることか

ら、生活用途のみならず、家庭菜園・農園、家畜向けにも井戸水が活用されることが通常である。このた

め、ニャイ地域の小規模農家の市場規模を、４－２－１（２）にて算出の通り、80,649 台と想定し、1 年

目はチェップ市を中心としてこのうち市場シェア率 0.12％となる 100 台からスタートの上、2 年目は

0.21％となる 170 台、3 年目は 0.67％となる 537 台、4 年目は 1.31％となる 1,073、5 年目には 2.1％と

なる 1,664 台を販売する。 

井戸から集落に接続し、生活用途にも使用することができる直流型ポンプおよびジェットポンプのソ

ーラーポンプシステムについては、1 年目は普及・実証事業にて導入した製品を宣伝に活用してチェップ

市内他集落にて 40 台を販売し、2 年目はチェップ市近隣の市へ広げて 2 市各 40 台、3 年目は 5 市各 50

台強、4 年目は倍増させ 5 市各 100 台強、5 年目はルーガ州広域へ販売を広げて更に 1.5 倍増とする。集

落において生活用水のために使用するポンプとしては、基本的には今回の提案製品である浅井戸用直流

型ポンプを想定していたが、本調査の中でより水位の深い井戸に対するニーズも判明したため、両者の

ポンプの 25％を深井戸用ジェットポンプの販売台数として見込んだ。 

販売時には、顧客の農地面積に合わせて製品を展開するが、チェップ市への訪問調査から、住民の農地

面積の多くが 1ha～数 ha 程度であったことから、1ha と 2ha 規模の農地面積を有するニャイ地域の農

家の母数を半々程度と仮定し、1ha 用および 2ha 用ポンプの販売数を同数として計画した。農地面積の

広い住民ほどこれまでエンジンポンプにかかっていた燃料代の負担が大きいため、製品転換ニーズが高

いと考えている。このため、1ha 用および 2ha 用ポンプの販売台数の合計は、1 年目 60 台（各 30 台）
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からスタートの上、2 年目は 1.5 倍の 90 台、3 年目はその 3 倍の 270 台、4 年目は倍増で 540 台、5 年

目は 1.6 倍の 864 台を目指す。 

 

表 29 販売計画 

  製品 販売台数 備考 

1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 

1．直流駆動ポンプ

（4.8m2/day） 

（浅井戸用） 

30 60 200 400 600 ＜市場シェア率＞

(想定） 

1 年目：0.12% 

2 年目：0.21% 

3 年目：0.67% 

4 年目：1.31% 

5 年目：2.10% 

2.3. 浅深用戸ジェ

ットポンプ 

（深井戸用） 

15-20m 程度 

10 20 67 133 200 

4．自吸式モートル

ポンプ（1ha 用） 

30 45 135 270 432 

5．自吸式モートル

ポンプ（2ha 用） 

30 45 135 270 432 

合計 100 170 537 1,073 1,664  

出典：JICA 調査団作成 

 

４－４－１に記載の通り、提案製品の販売は現地販売代理店となる Grid Free 社を通して実施するた

め、テラル社の現地法人は設けない。加えて主要部材であるポンプは当面は日本国内製造、中長期的には

アジアにあるテラル社製造拠点（中国、タイ、インド）を活用するため、事業に伴う投資は発生しない。 

テラル社は製品を現地販売代理店の Grid Free 社に対して販売し、これを同社がソーラーシステム化

の上、現地で設置まで行うため、両社の事業計画を立てた。表 29 の台数を販売した場合のテラル社と

Grid Free 社の 5 年間の事業計画は以下の通りである。 

 

 

 

 

  

非公開 
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事業展開スケジュールについては表 30 を想定している。普及・実証事業を活用しながら、他自治体

へのプロモーション、販売体制構築を進め、将来的には西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）諸国

へと拡大を図る。 

  

非公開 



 

98 

 

表 30 事業展開スケジュール 

期間 概要 

1 ～ 2

年目 

・JICA 普及・実証事業（ODA 案件）を活用し、ソーラーポンプシステムをチェップ市へ実証

導入し、農業用水汲み上げコストの削減および水汲み負荷低減等開発効果を検証する。 

・チェップ市における実証をモデルケースとし、同市内およびルーガ州内各自治体に対し、提

案製品の販売を進める。 

3 ～ 5

年目 

・普及・実証事業の成果をもとに、ルーガ州含む各州のニャイ地域に対して提案製品の販売を

進める。 

6 年目

以降 

・ルーガ州含む各州のニャイ地域、その他地域に対し、提案製品の販売を進めるとともに、西

アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）諸国への販売展開を進める。 

出典：JICA 調査団作成 

 

４－６ 想定される課題・リスクと対応策 

４－６－１ 課題・リスクと対応策（法制度面）  

セネガル政府は国外からの投資に対して歓迎姿勢であり、外国投資が各セクターにおける競争の場を

設けている。多々ある事業分野において外国人投資家による投資対象の所有に対する障壁はほとんどな

いと言える。 

外国直接投資に関しては、投資家に対して平等な機会を与え、利益及び資本を本国へ還元することを基

本的に認めている。また、公共における調達と入札の透明性を高める目的において、2008 年施行の法律

に依る公共調達規制機関（ARMP：Autorité de Régulation des Marchés Publics）が設立された。加え

て 2014 年には官民でのパートナーシップ法を施行し、プロジェクトの推進を促している。外国投資に対

する門戸も開いており歓迎姿勢であることからも、法制度面におけるリスクは低いと言える。 

販売に際しては、欧州規格の CE マーキングが安全規格としてセネガルで一般的に用いられている。

CE マーキングは、EU で販売されている指定の製品に、基準に適合していることを示すものである。適

合事項の多くは、製品の安全性に係るものであり、マーキングを施された製品は、地域内での自由な販売

や流通ができる。今回対象であるオフグリッドの低電圧システムに対しては、特に必要とされる規格は

なく、販売の障壁となるリスクは見られない。 

 

４－６－２ 課題・リスクと対応策（ビジネス面）  

（１） 法務・税務関連 

セネガルにおいて、輸入品に係る税率が規定されており、輸入者はこの値に基づき税金を支払うが、農

業用品は関税がゼロである。農業用品として認められない場合には、ポンプに対する関税率は 28.58％、

太陽電池モジュールの関税率は 20.68%（VAT 含む）である。 

その他、港でのサービス手数料が最大で 5%かかる。2017 年現在、セネガルの付加価値税は 18％であ

り、製品売買の際に発生する。この税率については近年大きな変動はなく安定している。このため、製品

の販売価格設定の際には、関税およびサービス手数料、付加価値税に留意する必要がある。 

加えて、セネガル向けの輸出品については、貨物の船積前検査が必要である。これはセネガル国経済計

画省法令（Decree 91-1221）に基づき、実施が義務付けられている。検査の目的は、輸入時の品数、品
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質、輸出価格を確認するためのもので、セネガルへ不適格品が輸入されることを防ぐ目的で存在する。こ

れは FOB 価格が現地通貨 300 万 CFA（532,620 円）以上の貨物、300 万 CFA 未満であっても FCL 貨

物（Full Container Load Cargo）は一部品目を除いて検査対象となっている55。なお対象品目について

は、金、宝石、美術品、使用済みの個人身の回り品、爆薬、武器、生きた動物、冷凍でない生の肉、魚、

野菜、果物、植物、花、映画フィルム、新聞、現地政府または NGO への寄付品については捜査の対象か

ら除外されている。ソーラーポンプシステムは検査対象の製品であるため、検査を行う。この法令は 1991

年発効に依る中で示されているものであり、今後変更の可能性もあることから、その内容を適時確認す

るものとする。 

 

（２） 他社製品との関係 

第一回現地調査の際に、すでに現地では井戸からの汲み上げ用途に、価格の安価な中国製のエンジンポ

ンプが一部採用されていることが確認された。他ポンプの初期費用の安さは、当事業にとっての大きな

リスクである。しかしながら、燃料を使用するため、日々の運用に対してランニングコストが大幅にかか

ることが分かっている（２－３－２（２）カ.参照）。 

提案製品のソーラーポンプシステムは、初期費用こそエンジンポンプよりも高いものの、運用は太陽光

を動力に駆動させるため、ランニングコストの負担を抑えられる。すなわち長期的に見据えた際に、ソー

ラーポンプシステムのほうが、コストメリットが生じる。そこで、現地購入者に将来享受できるメリット

を説明し理解してもらい、そして運用することを計画している。 

現地導入後の製品に対しては、製品模倣に係るリスクが存在している。現地調査の結果から、直流駆動

型ソーラーポンプの製造は中国メーカーには行われていない。今後、提案製品を模したより安価な粗悪

品が出回った場合には、テラル社市場開拓時の競合となる。よって本リスクを回避するために、他企業に

対して安易に模倣しづらい内部構造などの参入障壁が必要であると考えられるが、提案製品は独自のポ

ンプ保護機能を既に搭載している。また、性能面だけでなく、連携協議を進めている UNIDO 等の国際

機関や政府機関との連携により、企業および製品の信頼度を確保し、他社製との差別化を図って販売を

広げていく。 

 

４－６－３ 課題・リスクと対応策（政治・経済面） 

（１） 政治面  

近年のセネガルの政情は安定しており、政治面のリスクは小さい。セネガルは、1960 年にセネガル

共和国としてフランスより独立した後は、安定した政治が行われており、大きな政情変化は起こってい

ない。2000 年にはデュフ大統領政権に対して選挙が行われ、ワッド大統領が誕生した。2007 年にワッ

ド大統領は再選を果たし、2 期の安定した政権を維持し、国営企業の整理及び民営化、大規模なインフ

ラ整理、農業政策の推進を行った。2012 年の大統領選においてはサル大統領政権が誕生し、経済活性

化や長期的にセネガルが直面している課題について取り組んでいる。これらから、発展途上国にみられ

る政治不安でのカントリーリスクは、セネガルにおいては低いと考えられる。また、下記に示すよう

に、統計でも政治安定度が高く、暴力・テロが少ないことが読み取れる。 

  

                                                   
55 JETRO. 2017. 貨物の船積前検査:セネガル向け輸出. https://www.jetro.go.jp/world/qa/04A-001173.html 

https://www.jetro.go.jp/world/qa/04A-001173.html
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図 20 セネガルの政治安定と暴力の不在56 

                                     出典：FAOSTAT57 

 

 また、諸外国に対して穏健な外交を基本としており、良好な関係を構築している。旧宗主国であったフ

ランスも含めて欧米諸国との関係も築いている。アフリカ連合（AU）や西アフリカ諸国経済共同体

（ECOWAS）に対しても積極的な関与が見られ、アフリカ地域の安定化に寄与している。また、国連パ

レスチナ委員会議長国を務めるといった実績のほか、セネガル国カバ法相が国際刑事裁判所（ICC）締約

国会議議長に選出されるなど、国際的にも重要な関わりを持っている。また国家としても、2014 年に国

連安保理非常任理事国として採択されたことで、国際的な立場も注目された。以上から、セネガルは政情

不安やテロといったリスクは低く、国際社会における役割も重要になっており、諸外国との良好な関係

を保持している。 

 

（２） 経済面 

セネガルでは、古くから農業や漁業を中心とする一次産業が、従事者が多い主要な産業であった。1970

年代からは農業における主要品目の落花生の低迷により、財政赤字、国際収支赤字、対外債務問題といっ

た経済的問題が発生し停滞をしていた。落花生産業はフランスの植民地時代に、フランスにおける搾油

産業のために栽培がなされ、セネガル共和国における収入源となっていった。落花生栽培によって、国内

における栽培用地のための森林伐採、農村部への貨幣経済の広まり、労働機会がもたらされた。また、

1994 年に域内通貨である CFA フランを切り下げ、国営企業の民営化、労働法の改正、輸入価格自由化

といった改革が行われた。ここから経済成長が軌道に乗り、1995 年以降はおおよそ 5％以上の経済成長

率を遂げている。2016 年の経済成長率は約 6.6％で58、第三次産業分野も発展を遂げ、現在では GDP の

概ね 3 分の 2 を占めており、GDP については今後も上昇していくことが予想される。 

  

                                                   
56 世界銀行研究所が開発した指標で、国内で発生する暴動やテロリズムなど、制度化されていない、あるいは暴力的な手段により、政

府の安定が揺るがされたり、転覆される可能性がどれだけあるかを示す。指標は-2.5～+2.5 の間で推定値として表示し、推定値が大き

くなるとガバナンスが良好とされる。（JICA 研究所 指標から国を見る-マクロ経済指標、貧困指標、ガバナンス指標の見方- 2008 年 3

月） 
57 FAOSTAT. http://www.fao.org/faostat/en/#country/195 
58 世界銀行. 2017. Data: Senegal. http://data.worldbank.org/country/senegal 

年 

   

指
標
推
定
値 

http://www.fao.org/faostat/en/#country/195、
http://data.worldbank.org/country/senegal
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図 21 セネガル共和国における前年度比 GDP 成長率の推移 

出典：IMF –World Economic Outlook Database（2016） 

 

2016 年の経済成長率が 6.6%であるのに対して、インフレ率は 0.835%に収まっている59。西アフリカ

経済基金同盟（Union Economique et Monétaire Ouest Africaine : UEMOA）の定めるインフレ率の基

準の 3%を下回っており、物価は安定している状況にある60。 

2017 年の第二四半期の金利は 4.5％となる見込みである。セネガルは UEMOA のメンバーであるた

め、セネガルの金利についても、西アフリカ中央銀行の政策委員会（Central Bank of West African 

States’ Monetary Policy Committee）によって決められる61。またこの中の予測では、2020 年までの

将来予想金利も 4.5％が続き、安定の見込みである。 

為替レートについては、UEMOA 平均を若干下回る水準で推移し、10 年間で 110%以内の変動に収ま

っている。 

セネガルは UEMOA おいて 2 番目の経済規模にある。また、ムーディーズによる格付けにおいても、

2017 年 4 月に「Ba3」の格付けとされ、他のアフリカ諸国と比較をした際の信用リスクは低いと考えら

れる62。マクロ経済的にもセネガルは地位を確立しており、UEMOA の加盟国であることからも、外国通

貨為替へのアクセスは容易であることが想定される。2016 年の外貨準備高は 21 億米ドル（約 2,228 億

                                                   
59 世界銀行. 2017. https://data.worldbank.org/indicator/FP.CPI.TOTL.ZG?locations=SN 
60 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社. 2015. 2014 年度アフリカ地域マクロ経済状況確認調査報告書 
61 Trading economics. Senegal interest rate forecast. https://tradingeconomics.com/senegal/interest-rate/forecast 
62 MOODY’S. 2017. Moody’s upgrades Senegal’s issuer rating to Ba3.  

https://www.moodys.com/research/Moodys-upgrades-Senegals-issuer-rating-to-Ba3-outlook-stable--PR_364979 
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円）となっていた63。よって、国際的金融機関からの援助及び関連する安定的な政治状況が今後、国内の

ビジネス環境と成長を促進していくことが期待されている。 

以上から、セネガルの経済状況において、懸念されるビジネスリスクは見られない。 

 

 

図 22 実効為替レートの推移（2000 年=100 とする） 

出典：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社64 

 

４－６－４ その他課題・リスクと対応策  

提案製品を活用した給水施設拡充に伴い、地下水源枯渇リスクがある。提案製品普及を検討している地

域は、セネガル国内においても地下水源を豊富に有する各州のニャイ地域ではあるが、全体の給水量が

急増した場合に、既存水源における水量減少や水源枯渇といった現象が生じる可能性がある。そこで対

応策として、同国政府や井戸掘削業者などから水源情報を得て、水源枯渇リスクのある地域への導入は

避ける。 

また、井戸水は生活用水としてだけでなく飲料水としても使用される可能性があるので、まずは飲料水

でないことを明確に示す。それでも飲料水として用いられる場合には、煮沸の励行やタブレット・浄水機

器の使用の呼びかけなど啓発活動を行う。 

提案製品の寿命は 10 年（日本での通常使用環境下）とされているが、セネガルにおける使用環境下で

は寿命が縮まることや故障のリスクが考えられる。乾燥、高温といった気候、砂や砂利がある現地の設置

環境は、日本と比較した場合に劣悪となる。機器トラブルにより、現地での給水が滞ることがないよう、

故障を未然に防ぐために、機器を守るための保護柵や小屋の設置、メンテナンス対応について現地パー

トナーと協力して対応していく。また、故障時の交換用の台数管理と適切な交換も視野に入れて運用す

る。 

 

４－７ 期待される開発効果 

期待される開発効果は、セネガル農村部の小集落における住民の生計向上である。太陽光を動力に稼

働する電動ポンプの導入を通じて、A.小規模農業従事者による農業生産コストの削減、B.生活用水の水

                                                   
63 BNP PARIBAS . 2017. BNP PARIBAS: Senegal 1st quarter p.23 
64 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社. 2015. 2014 年度アフリカ地域マクロ経済状況確認調査報告書.p.70 
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汲みにかかる労働負荷の軽減を実現し、これにより農村部の生計向上を図る。加えて、集落内まで生活

用水が届くことで、利便性の確保、また手洗いなど衛生面の向上も期待できる。 

 

表 31 現状および提案製品が導入された際の開発効果 

開発効果 現状 ビジネス展開時に想定される開発効果 

A. 農作物生産に

かかる農業用水汲

上コストの削減 

小規模な農園の農業用水汲み上げに

おいては、エンジンポンプが普及し

ている。エンジンポンプは、汲上時

間に応じて継続的に燃料代が生じ、

農業生産コストにかかる負担が大き

い。 

提案製品を用いて農業用水の汲み上げを

行うことで、小規模農家の農作物の生産

コストが 0.5ha 辺り年間 6.2 万円程度削

減される。 

B 生活用水の水汲

みにかかる労働負

荷の削減 

水汲みは女性、子供が担う慣習であ

り、点水源給水施設の多くは、つるべ

式手汲み、もしくは手汲みポンプ利用

の為、汲み上げにかかる労働負荷が高

い。 

提案製品 1 基あたり、既存の手汲み井戸

利用者の 36 人分の水汲みに係る肉体的

労働負荷が軽減され、一日あたり 1 時間

の家事労働時間が削減される。 

出典：JICA 調査団作成 

 

４－８ 日本国内地元経済・地域活性化への貢献 

４－８－１ 提案企業自体への裨益  

本ビジネスの実現により、提案製品の販売によるテラル社の売上増となると同時に、海外部門の知名

度・信頼度の向上につながり、その他のテラル社製品の販売網の拡大へつながる。 

また、提案製品の主力部材である直流駆動型ポンプを製造しているテラル多久社の工場における雇用

創出効果が期待できる。現在、直流駆動型ポンプは日本国内市場向けにのみ販売しており、その生産は限

定的である。セネガルにおける製品需要が高まれば、製造ライン人員の増員が必要となるため、それに伴

う雇用創出がなされる。 

 

４－８－２ 関連企業・産業への貢献  

提案製品は、性能、寿命を達成するために高精度のパーツを必要とするため、テラル社が求める品質を

満たすパーツは限られた日本国内企業（全 10 社）から調達している。本ビジネスが拡大し製品需要が高

まれば、こうしたパーツ調達先の雇用にも貢献する。日本国内市場の縮小に伴い、これらパーツ製造事業

者も経営が難しくなることがあり、テラル社による海外市場開拓がこれらパーツ製造業者へ与える影響

は大きい。 

 

４－８－３ その他関連機関への貢献   

本事業により得られた知見、コネクションをテラル社が会員となっている北九州市海外水ビジネス推

進協議会65に還元することができる。加盟企業のアフリカ進出における支援情報となるだけでなく、テ

                                                   
65 官民連携による海外水ビジネスに向けた取組みを積極的に推進していくことを目的とした北九州の協議会 
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ラル社産業用ポンプと、同協議会に加盟している大型プラント事業者等の水関連企業との連携により、

アフリカ市場における上下水道設備等の大型海外事案への日系企業進出が期待できる。 
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英文要約 

Chapter 1 Development Issues in the Target Country and Region 

 Current situation of development issues 

Senegal has been steadily growing economically in recent years (the economic growth rate is 6.6% 

in 2016), meanwhile, the population is also increasing at the same time. In terms of Gross National 

Income (GNI) per capita, however, it has started to fall down from the peak of 1,050 USD in 2013, its 

growth has been stagnant with a slight change for the last 10 years. One of the factors is that the 

living standards of rural areas, in which about 60% of the total population of Senegal, have stayed 

low. 

The low incomes of rural people, which makes up the majority of the total population is the 

bottlenecks for the national growth of Senegal. Among them, 78.3% (2013), the ratio of the rural 

population in the province of Louga, greatly exceeds 60% of the national average, which is the target 

of this survey. Thus, the improvement of the livelihood of rural people in the area is an urgent issue. 

In addition, the gap in living infrastructure development is remarkable, such as the water supply rate 

by pipeline water supply facilities in rural area of Louga province is 80.43% (2013) and the 

electrification rate is 13% (2007), from them, we can see the rural people's severe living conditions. 

The background of such situation is that the income in agriculture, which is a major industry in rural 

areas, is low.  

Also, the low rate of access to water in rural areas causes a great burden not only for agricultural 

water but also for living water supply. Procurement of daily living water is a heavy burden both 

physically and timewisely, for women who are generally responsible for housework in Senegalese 

custom in general. 

 

 The Background and the cause of development issues 

One of the causes of the low income of small scale farmers in rural areas is the difficulty in securing 

water supply in agriculture, which is the major industry in rural areas. In Senegal, farms with 

irrigation facilities occupy only 1.3%. On the majority of farms, it is necessary to obtain agricultural 

water which does not rely on irrigation facilities, which is pressing the livelihoods of farmers down in 

Senegal, both in terms of cost and efficiency. 

The low water access rate in rural areas brings a great burden not only for agricultural water but 

also for living water supply. The pipeline system of water supply in rural areas throughout Senegal 

is insufficient, and in the areas without pipeline system water supply, they take water from point 

water sources, that is mainly wells. In rural areas, especially remote areas with poor infrastructures, 

and the areas with low population density where villagers live in dotted and scattered, it is difficult 

to construct the large-scale water supply tower, to pipe water to the surrounding area and to supply 

water. Because it is too costly to plumber water from the water tower to each village, to collect tolls 

from each users and to maintain the facility. For this reason, while the water supply rate by pipeline 
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water tower is improving mainly in urban areas where the population density is high and the number 

of beneficiaries is large, its expansion is in behind in rural areas. In such rural areas where the 

population density is low and the people live in scattered and is lacking of water supply facilities, it 

is widely practiced to excavate shallow wells to take water. Pumping water up from these wells is 

done by hands by women and children, since that, the burden on pumping water for daily life is high. 

 

 Development plan, policy, laws and regulations 

In the basic policy "Structural reform of economy and growth" of the national plan "PSE: Plan 

Sénégal Émergent" (2014 - 2018), the Senegalese government indicated the importance of the 

agriculture, stating that "the reform of agriculture plays a pioneer of economic structural reform” and 

they give an example of agriculture, rural development and food security as one of the most important 

national development policy, and strengthen its commitment. 

In addition, although the government is proceeding the construction of water supply tower, with the 

goal of raising the water supply rate, the construction of a water tower has done from urban areas 

and suburb areas, however, it is in behind in rural areas with low density and dispersedly. Especially, 

in Thieppe City in the region of Louga, which is the target area of this survey, many resides with a 

small number of people (about 30 to 50 people) in each village and there are no effective water supply 

support measures by the government, despite the government raise a policy to improve the water 

supply infrastructure. 

 

 Country development cooperation policies for the development issues, ODA projects and other 

donor's cases related to the development issues 

In Development Cooperation Policy for Senegal of Japanese Government, it says that "Development 

of the primary industry is a priority issue" in the priority field (medium target) "(1) Boosting 

sustainable economic growth", and "to improve income of farmers and fishermen through Promotion 

of primary industry" and "to improve productivity, support distribution and support community 

development to support sustainable rural development". 

The proposed products which reduce the agricultural cost and contribute for improving farmer’s 

income by eliminating the fuel cost to pump water up, matches with the promotion of first industry, 

agriculture, which is indicated in the country policy. Also, it contributes for the “Community 

Development” written in the country policy, by reducing the burden of house work for women to draw 

water from wells by utilizing the proposed product. 

Japan's ODA project has extensive support in the water sector and agriculture field including rural 

development. There are many projects related to water supply done by other donors as well. Similar 

to the efforts of water supply projects in Senegal done by Japanese Government since 1979, such 

movements are also seen by international organizations. Water supply projects for rural areas are the 

important issues for the Government of Senegal, and the projects aiming at improving the living 

conditions in rural areas and productivity in agriculture, are being implemented. 
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Chapter 2: Proposed company, product and technology 

 Overview of the proposed company 

Teral Inc. (hereinafter referred to as “Teral”) is a manufacturing company specializing in pumps and 

blowers, which was founded in 1918 and established on April 14, 1950. The head office is located in 

Hiroshima Prefecture and has factories in Saga Prefecture, Saitama Prefecture, Thailand, China, 

Taiwan and India, with 9 branches nationwide and 50 sales offices nationwide. Teral has expanded 

its domestic market share with its technological capabilities and development capabilities as its 

strength, and the share of orders for high-rise buildings accounts for over 30% in Japan. The company 

has pursued further technology development of home pump area by business transfer from Mitsubishi 

Electric Corporation (2003) and Matsushita Electric Industrial Co., Ltd. (2008), which were two 

biggest companies in the home pump market before. 

On the other hand, the domestic market for pumps and blowers, which are focused by Teral, is 

prospected to shrink both for industrial and consumer use, since that, it is necessary to develop 

overseas markets in order to expand business for the future. In the home pump division, such as the 

solar pump system, it is planned to expand its market to developing countries, mainly in Africa, where 

the water supply facilities are in shortage, the utilization of the wells is high, and the demand for 

pumps is also high. 

 

 Outline of proposed product and technology 

The proposed product is solar pump system which utilize the direct current drive pump developed 

by Teral, which is the main component of the proposed product. Since the pump is a direct-drive type, 

it can directly receive the electricity from the solar cell module without electricity passing through 

the inverter. Therefore, it is a system that pumps water from a water source and can supply water by 

a simple combination of this pump and solar cell module, even in an off-grid environment,. 

The price of the engine pump, which can be the competitor, is inexpensive, it costs for the fuel 

continuously according to the time of use and the gasoline fuel cost is considerably higher than the 

electricity cost with respect to the water supply amount. However, the proposed product does not 

require fuel nor electricity toll any more for operating, once they are purchased and installed. 

 In the conventional solar pump system, they use an AC drive pump which need the inverter for 

converting the generated direct current into an alternating current, resulting in high cost. In addition, 

since the inverter is a consumable item, it is necessary to replace the inverter constantly and it needs 

after-sales service burden on the manufacturer side and the cost burden on the purchaser side, which 

has been an obstacle to be popular in developing countries.  

Comparing to this, the proposed product eliminates the cost of the inverter and the trouble of after-

sales service by using the DC drive pump. And, since it eliminates the additional elements such as 

batteries as much as possible, which is developed for the market of developing countries, its price is 

inexpensive and the installation work is simple as well. Under the normal domestic environment, it 



 

108 

 

basically operates with no maintenance during its average life span (roughly 10 years). Furthermore, 

it is possible to install early without the special construction skill, since it sets minimum product 

specifications which is necessary for developing countries. 

For this reason, small villages in developing countries where the grid connection power supply is 

limited and the electric pumps are deficient, are the target markets. Those places are expected to 

have the demands for this type of solar pump system. In addition, if economic development progresses 

in those areas, they will become the bigger market for industrial products in the future as well. 

 

 Local suitability of proposed products and technologies 

We confirmed the environment of the shallow wells to introduce the proposed products, set up the 2 

products for demonstration out of the visited wells at Teral’s own expenses in the 2nd field survey. 

This demonstration is for checking the local technical suitability about 1. Product installation 

suitability, 2. Product capability in the local environment and 3. Effect by product introduction. 

Regarding the institutional aspect, we confirmed the standards and regulations concerning product 

imports and sales. 

  

 Purpose Activity Check list Confirmation 

Means 

Technical 

Aspect 

1 Confirmation 

of product 

installation 

suitability 

The 1st field 

survey 

a. Basic 

specification of 

well and usage 

environment 

Well inspection 

The 2nd field 

survey 

b. How to install 

the proposed 

product 

Install 

demonstration 

system to wells 

2．

Confirmation of 

product 

capability in the 

local 

environment 

The 3rd field 

survey 

The 4th field 

survey 

c. Operating 

status of the 

system 

Observing the 

demonstration 

products in use 

The 3rd field 

survey 

Domestic 

research 

d. Power 

generation status 

and operating 

time of solar cell 

module 

-Observing the 

demonstration 

system in use 

-Sunshine duration 

survey 

The 3rd field 

survey 

The 4th field 

survey 

e. Pumping 

amount 

-Observing the 

demonstration 

system in use 
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3. Confirmation 

of  the effect by 

product 

introduction 

The 3rd field 

survey 

The 4th field 

survey 

f. Cost 

comparison with 

engine pump 

-Interview with 

villagers using 

engine pumps and 

the demonstration 

system 

The 3rd field 

survey 

The 4th field 

survey 

g. Reduction of 

women's water 

drawing work 

load 

-Interview with the 

user before and 

after using the 

demonstration 

system 

The 4th field 

survey 

h. Other effects -Interview with 

villagers using 

system 

Institutional 

aspect 

1. Confirmation 

of standards 

and regulations 

concerning 

product import / 

sales 

The 2nd field 

survey 

The 3rd field 

survey 

Domestic 

research 

i. Regulations or 

standards and 

other policy 

related to the 

business 

-Interview to 

Japanese Embassy 

and APIX in 

Senegal 

-Interview to 

JETRO Tokyo 

office and Côte 

d'Ivoire office 

  

Regarding the water level of the wells, many of them coincide with the pumping depth of the 

proposed product, however, there were also wells deeper than it, and the introduction of the pump 

corresponding to the deeper well is requested by Mayor of Thieppe city. 

Technical problems in installing pumps have emerged, but at the same time the following 

countermeasures were devised. 
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Problems Countermeasures 

Different piping 

standards 

The outer diameter of PVC pipe 

(3/4B) is about 1mm smaller than 

that of Japanese products. 

It is not a problem to use products all 

made in locally. 

The diameter of the male screw of 

the valve socket is slightly smaller 

than that of Japanese products, 

resulting in a malfunction in 

connection with the pump. 

In order to fill the gap at the time of 

joining the valve socket and the flange 

(pump inlet), cover the flange screwed 

part with a sealing tape around 10 laps 

which is more than in the domestic 

case. (We took bulb socket back to 

Japan and confirmed the strength by 

wrapping the seal) 

Low piping 

material quality 

Adhesive for PVC piping is higher in 

viscosity than that of Japanese 

products and easily contains air 

bubbles. 

Use local high quality adhesive. 

 

It is also considered as important to implement "training for pump installation and piping 

construction (for contractors)" at 3 points below in addition to technical considerations such as the 

countermeasures mentioned above when introducing products. 

 

1. Recognition of importance of suction piping in pump 

2. Point acquisition in installation and construction procedure 

3. Understanding checking methods after installation 

 

In checking the operation, the problems were caused by sand biting due to the sand suction occurred 

and pumping could not be done, but this problem is alleviated by placing the cloth as a filter, or by 

attaching a sand filter to the pump suction side. 

There were no particular institutional problems in selling the proposed products in Senegal. 

As for the effect of product introduction, from the cost aspect, we compared the total costs (initial 

and running) per year of the existing engine pumps and the product. As the result, it is appeared that 

the product can reduce the cost of approximately 62,000 Japanese Yen per year comparing to the 

engine pump which require the fuel cost monthly and being broken down in short life stage. 

 As for the reduction of labor burden, there were the comments in the interview that it has become 

much easier for the villagers to draw water after installing the demonstration solar pump system. In 

another demonstration site, in the Roni village, there are villagers coming to draw water from other 

villages, and even though the problem of labor burden of drawing water is solved, women and children 

spend enormous labor and time to carry water between the villages. The proposed product does not 
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carry water from a well to the point far from the well, however, it is considered necessary to combine 

the pumps for pumping water up and the other pump for pumping water forward. As other effects, it 

was also seen that cultivation area of the farm was expanded because the work to draw water became 

easier. 

From these, by introducing the proposed product, it is confirmed that A. the reduction of agricultural 

production cost of small farmers and B. the reduction of labor burden for living water, can be realized, 

and through them, the improvement of livelihood of rural areas is expected. 

 

Chapter 3: ODA Proposal 

 Overview of ODA project 

As an ODA project, we aim to introduce a DC driven solar pump to rural area in Senegal by utilizing 

JICA “verification survey with the private sector for disseminating Japanese technologies”. 

In the project, we aim to contribute for the reduction of agricultural production cost and the reduction 

of labor burden of pumping living water up, through the introduction of solar pump system to 

agriculture use in rural part of Senegal and promotion of electrification of water drawing for living 

life. 

 

 Target area 

The site for product installation in the ODA project shall be Thieppe City, Kebemer Department, 

Louga region, in Senegal. Louga region is situated in the northwest part of Senegal, about 190 km 

away from the capital Dakar to the center, and has the population of approximately 976 thousand 

people. 

The Nyai area along the coast (including Thieppe City) where the groundwater level is shallow and 

hold many shallow wells, so it coincides with the pumping depth target of the proposed product. Also, 

in the Nyai area, because of the shallow groundwater level, it is easier to secure agricultural water 

than other areas, so it is the region where agriculture is one of the most active areas in Senegal. 

Besides, among farmers in the Nyai region, many of small scale farmers use engine pumps at shallow 

wells. 

While water is being supplied by water supply towers around the center of each province, there is 

still point water supply using wells in rural areas where the people scattered and dispersed in small 

villages with low population density away from the center. In these water supply by wells, many 

existing wells are hand-pumped, and women and children are responsible for pumping and carrying 

water. 
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Thieppe municipality is selected as a counterpart and wells of 22 villages in Thieppe City are the 

candidate for introduction of the product in the ODA project. 

 

  Content of ODA project 

The activities in the following table are planned in the ODA project. For this, we achieved the 

agreement with the Thieppe City which is the counterpart candidate, about the contents of the 

activities, roles and cost sharing in ODA project. We have signed a MOU with Thieppe Mayer which 

agree to sign the draft M/M including those contents, once the project is selected for JICA verification 

survey. 

 

Purpose: Confirm local adaptability and effectiveness of proposed products in rural small 

villages in Senegal and optimize product specifications and consider ways to disseminate 

proposed products 

Output Activity 

Output 1: 

The on-site suitability 

and effectiveness of the 

proposed product is 

confirmed 

1-1 Hold training to explain the method of installation of the 

proposed product to Thieppe City officials 

1-2 Survey the water quality of the candidate wells and install 

the product on the safe well 

1-3 Properly install the product in 14 patterns of different well 
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depth and array 

1-4 Confirm the operating capacity of the product in the local 

use environment in each pattern of 1-3 such as the electricity 

generation time, water supply volume, influence of dust. 

1-5 Verify the effect of product introduction (reduction of 

agricultural production cost and reduction of labor load of 

drawing water) 

Output 2: 

Product specifications 

for sale and product 

prices are finalized 

2-1 Clarify necessary minimum functions on site and confirm 

product specifications 

Output 3: 

The system is 

established to 

appropriately use and 

maintain the proposed 

products 

3-1 Make a manual on how to use the proposed product 

3-2 Train the user of the product on how to use it  

3-3(a) Develop the maintenance operation management 

method (maintenance, maintenance of repair cost, 

improvement of usage rules, cleaning role etc.) of the 

proposed product cooperating with the Water User 

Management Association 

3-3(b) Develop the management method (bill collection, 

funding for repair etc.) related to funds to operate the 

proposed product cooperating with Water User Management 

Association 

3-4 The Water User Management Association maintains and 

manages the demonstration products according to the 

mechanism of 3-3 (a), (b) 

3-5 Hold activity raising public awareness in case of using 

well water as drinking water 

Output 4: 

A product dissemination 

plan is formulated 

4-1 Consider existing financing schemes that can be utilized 

by municipalities or villagers to purchase products 

4-2 Hold a workshop for public relations to sales target 

candidates (donor agencies, municipalities, etc.) 

4-3 Investigate sales destination targets (areas where product 

capability and well depth coincide with) 

4-4 Develop business development plan 

 

In consultation with the counterpart, high needs for agricultural applications was appeared. In order 

to response to this, we introduce five types of pumps including AC pumps for the deeper water level 

to cope with the agricultural applications that require more water volume, in addition to the DC pump 
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for shallow water level. 

 

No. Current 
The Name of the 

Product 
Model 

Rated 

output 

(W) 

Pumping 

height

（m） 

Pumping 

amount 

(㎥/ day) 

Usage 

1 DC 
DC drive pump 

(DC12 / 24V) 
PT-80DC 80 7 4.8 

Living+ 

home garden 

2 

AC 

Deep well jet pump KP-3405LT-1 400 12 14.4 
Living＋

Agriculture 

3 Deep well jet pump KP-3755LT-1 750 17～25 19.44～16.2 
Living＋

Agriculture 

4 
Self-priming closed 

coupling pump 
MTP32-61.5 1,500 6 55 

Agriculture 

(1ha farm) 

5 
Self-priming closed 

coupling pum 
MTP40-62.2 2,200 6 144 

Agriculture 

(2ha farm) 

 

Due to the differences among each villages in the distances from the farm to the well and the 

difference in elevation, we will verify the product in 14 installation patterns so that we can install 

proposed products according to the conditions of each village In order to confirm the installation 

methods and number of water tanks according to the situation of each village, we made the 14 

different demonstration patterns based on the difference in the number and location of pump 

installation and the number and location of tanks, by factors such as the position of the well, the 

distance between the house and the well, the population of the village, the topography (the difference 

in height between the well and the village). Based on the results of the verification, we will make 

installation models to make it possible for the purchasers to select the optimum combination of pump 

and water tank according to the situation of each village. 

 

 Implementation organizational structure for ODA projects 

In the Japanese side, Teral will procure the three kinds of pumps manufactured by its affiliated 

company, Teral Taku Inc. and two types of pumps made by Teral with externally procured solar cell 

modules and accessory parts (mounts, inverters, regulators, etc.) as a solar pump system for the 

project. And the company will provide system to Thieppe City. myclimate Japan Co., Ltd. will support 

the implementation of ODA project as a consultancy company. 

The Senegal side will supervise the entire project by Thieppe City as the counterpart. ASUFOR 

(Water User Management Association) will manage equipment maintenance and each village chief 

will take responsibility for equipment storage. Installation of the pump is carried out by the local 

contractor and installation and supervision will be done by the Grid Free Co. Ltd., who is assumed as 

a local sales agency at the time of business development. 
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Chapter 4: Business development plan 

 Market Analysis 

Teral is targeting to the market of pumping 1. For agricultural water and 2. For living water from 

wells in Senegal. In other words, the sales target is the small scale farmers and municipalities who 

are responsible for the maintenance of water supply facilities. The company is to expand their 

business into especially Nyai region, which is located along the Atlantic Coast of Senegal, where 

agriculture is particularly active and has abundant underground water sources.  

1. The market for pumping agricultural water 

The company promotes the proposed product as a substitute for the engine pump in the rural areas 

where the small scale farming is practiced, the agriculture water of some of the farmers is pumped 

from the well and agricultural production costs are increased because the fuel cost is a big load for 

them.  

The Louga region, where Thieppe City considered to be the immediate market is located, has 

approximately 976,000 people, and 3,090,000 people in total of Thies Region and Saint Louis Region, 

which is located in the Nyai area as well. Out of these, since the Nyai region is only a coastal area, 

about 1,030,000 people (equivalent to 1/3 of total population) are assumed to live in. Since most of the 

rural people are engaged in a kind of agriculture, it is thought that rural population of 78.3% (2013) 

produce some agricultural products and there is a potential demand for 806,490 people in agricultural 

water use and 80,649 system units (assuming 10 people per household). 

2. The market for pumping living water 

Since the water supply facilities are provided to the villagers by the municipalities as public 

infrastructure, the company target those whose budget for water supply infrastructure is to 

expand.The company is planning to introduce the products to the areas where the pipeline water 

supply facilities are not in place and labor burden of drawing water is a problem as they are pumping 

living water up from wells.  

Same as for agricultural use, there is a potential demand for 406,000 people and 11,293 system units 

(assuming 36 people per unit) for living water use. Since the rate of access to pipeline water facility 

stay 62.7%, the remaining 37.3%, accounting for 406,000 people out of 109,000 of Nyai population has 

the demands of the product. 

 

 Value chain 

The pumps will be manufactured in Japan for the time being and the company will shift the 

manufacturing base of the pump to the overseas bases at the time the sales volume is expanded. 

The proposed product will be sold through local sales agency in Senegal, combining with the 

remaining equipment such as solar cell modules and frame. Grid Free, a candidate local sales agency, 

systemizes each component parts and sells the system packaging the installation and maintenance 

service, outsourcing the installation of the system to the local contractor. In case the municipalities 
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purchase the product as a public water infrastructure service, village chief and Water Users 

Management Association will manage the products. 

 

 

In selling, there are two different methods for the purchaser to buy the system, 1. For agricultural 

use (individual farmers will pay) and 2. For living water (public organization will pay). For the small 

scale farmers who have low purchasing power, the company aims to spread the product by utilizing 

of microfinance scheme for them to purchase products and to reduce the cost burden of purchasers in 

cooperation with international organizations. After the ODA project to introduce the demonstration 

system, the UNIDO program can be used by farmers to purchase products, cooperating with the 

organizations such as CNCAS or IFC, and FonGip (collateral agency) give grant credit to the fund of 

Thieppe City and/or Islamic Development Bank. While UNIDO’s microfinance scheme is the main 

axis for their business development, we will continue to discuss with other organizations and projects 

to expand the options to purchase the products by farmers, in the medium to long term.  

 

1. For agricultural use (individual farmers will pay) utilizing of UNIDO program 
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2. For living water (public organization will pay) 

 

 Form of advance into overseas and local partner 

Teral exports the proposed product (pump) and sells it in Senegal through local sales agency. 

Proposed product is the product with minimum specifications for developing countries, so they are 

easy to install, and because service life of DC driven pump is long, and it scarcely requires after-

service and maintenance, it is considered that sales through local agents are comparatively easy. 

We have selected Grid Free as a local sales agent, a local company developing solar power related 

business in Senegal.  

 

 Assumed Business Plan 

As Teral will sell the products through the local sales agency, they’ll not establish subsidiary company. 

And, there’s no investment in the business because DC-driven pumps, which are main components, 

will be manufactured in Japan for the meanwhile, will be moved to overseas base (China, Thailand, 

and India) in the mid- and long-term. 

The company will promote the products to other municipalities and build sales system and will 

expand to the West African Economic Community (ECOWAS) countries in the future. After the ODA 

project, the company will proceed to diversified business to agricultural use and living use according 

to the needs of villagers. 



 

118 

 

 

 

 Risks and countermeasures 

There are no significant risks in the legal, business, political and economic aspects. On the business 

side about the competitive products, though the solar pump system has the higher initial cost than 

the engine pump, the burden of running cost will be reduced since it operates solar light as power. It 

means the solar pump system has a cost merit in the medium to long term. As for counterfeit products, 

etc., the company will promote the product and expand sales cooperating with the international 

organizations such as UNIDO and other government agencies to secure the reliability of companies 

and products, to make difference from other companies’ products in Senegal. 

 

 Expected development effect 

The livelihood of the people in small villages of rural area in Senegal will be improved by the ODA 

project. Through the introduction of an electric pump that operates sunlight as power, A. Reduce 

agricultural production costs of small scale farmers, B. Reduce the labor burden of drawing water for 

living water, which result in the improvement of livelihood of rural people. In addition, by delivering 

the living water to the inside of the village, it is also expected to improve convenience and hygiene. 

 

1st year 2nd year 3rd year 4th year 5th year

1.DC pump
（4.8m2/day）（for
shallow well）

30 60 200 400 600

2.3. Jet pump（For
deep well） 10 20 67 133 200

4．Monoblock pump
（for 1ha farm）

30 45 135 270 432

5．Monoblock pump
（for 2ha farm） 30 45 135 270 432

100 170 537 1,073 1,664

Target Number of Sales

Total

Name of product
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ポンチ絵（英文） 
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別添資料 

Ⅰ.チェップ市と署名した MOU 
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